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独立行政法人製品評価技術基盤機構
平 成 １ ７ 年 度 事 業 報 告 書

独立行政法人製品評価技術基盤機構（以下 「機構」という ）は 「経済産業行政に密、 。 、
接不可欠な技術的な評価、分析等を行い、最新の技術情報を国民・産業界に提供する知的
基盤機関」を目指し、平成１３年４月１日に発足した。
機構は、バイオテクノロジー分野、化学物質管理分野、適合性評価分野、人間生活・福

祉分野の４つの分野を中核として、社会・行政ニーズの変化にマッチした事業を展開して
いる。事業の実施に当たっては、独立行政法人通則法第２９条に基づき、経済産業省より
指示のあった中期目標（平成１３年度から平成１７年度の５年間）の内容に基づき、同法
第３０条に基づき中期計画を定め、その達成に向けて努力してきたところである。本事業
報告書は、平成１７年度における事業実績を報告するものである。

Ⅰ．独立行政法人製品評価技術基盤機構の概要
１．業務概要
( )目的1
機構は、工業製品等に関する技術上の評価等を行うとともに、工業製品等の品質に

関する情報の収集、評価、整理及び提供等を行うことにより、工業製品等の品質の向
上、安全性の確保及び取引の円滑化のための技術的な基盤の整備を図り、もって経済
及び産業の発展並びに鉱物資源及びエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保に資
することを目的とする （独立行政法人製品評価技術基盤機構法（以下 「機構法」。 、
という ）第１条）。

( )業務の範囲（機構法第１１条）2
①工業製品その他の物資に関する技術上の評価
②工業製品その他の物資に関する試験、分析、検査その他これらに類する事業を行
う者の技術的能力その他の当該事業の適正な実施に必要な能力に関する評価

③工業製品その他の物資の品質に関する技術上の情報の収集、評価、整理及び提供
④①の評価の技術に関する調査及び研究
⑤①～④の業務に附帯する業務
⑥工業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）第２２条第１項（第２５条第３項に
おいて準用する場合を含む 、第３８条第１項及び第５２条第１項の規定によ。）
る立入検査並びに第２５条の４第１項第５号、第４０条第１項第９号及び第５４
条第１項第８号の規定による検査

⑦ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第３９条の１７第１項第８号の規定によ
る検査並びに第４７条第１項及び第３項の規定による立入検査

⑧電気用品安全法（昭和３６年法律第２３４号）第４２条の４第１項第８号の規定
による検査又は質問並びに第４６条第１項及び第２項の規定による立入検査又は
質問

⑨家庭用品品質表示法（昭和３７年法律第１０４号）第１９条第１項の規定による
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立入検査
⑩液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２年法律第１
４９号）第６４条第１項第８号の規定による検査又は質問並びに第８３条第１項
及び第５項の規定による立入検査又は質問

⑪消費生活用製品安全法（昭和４８年法律第３１号）第３０条第１項第８号の規定
による検査並びに第８４条第１項及び第２項の規定による立入検査

⑫化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（昭和４８年）法律第１１７号）
第３３条第１項から第３項までの規定による立入検査、質問又は収去

⑬計量法（平成４年法律第５１号）第１４８条第１項及び第２項の規定による立入
検査（同法第１４４条第１項に規定する認定事業者に対するものを除く ）。

⑭化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律（平成７年法律第６５号）第
３０条第５項の規定による立会い及び第３３条第１項の規定による立入検査、質
問又は収去

⑮特定機器に係る適合性評価の欧州共同体及びシンガポール共和国との相互承認の
実施に関する法律（平成１３年法律第１１１号）第３７条第４項の規定による立
入検査又は質問

⑯遺伝子組換え生物等の使用等の規制等による生物の多様性の確保に関する法律
（平成）１５年法律第９７号）第３２条第１項の規定のによる立入り、質問、検
査及び収去

２．事務所の所在地
・東京本所

151-0066 2-49-10〒 東京都渋谷区西原
03-3481-1921代表番号

・バイオテクノロジー本部
292-0818 2-5-8〒 千葉県木更津市かずさ鎌足

0438-20-5760代表番号
・生活・福祉技術センター（大阪）
〒 大阪府大阪市中央区大手前 大阪合同庁舎第２号館別館540-0008 4-1-67

06-6942-1112代表番号
・生活・福祉技術センター 標準化センター 標準技術課（つくば市）

305-0044 1-2〒 茨城県つくば市並木
0298-49-0500代表番号

・北海道支所
〒 北海道札幌市北区北八条 札幌第一合同庁舎060-0808 2-1-1

011-709-2324代表番号
・東北支所

983-0833 4-5-18〒 宮城県仙台市宮城野区東仙台
022-256-6423代表番号

・北関東支所
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376-0042 3-7-4〒 群馬県桐生市堤町
0277-22-5471代表番号

・中部支所
〒 愛知県名古屋市中区三の丸 名古屋合同庁舎第２号館460-0001 2-5-1

052-951-1931代表番号
・北陸支所
〒 石川県金沢市西念 金沢駅西合同庁舎920-0024 3-4-1

076-231-0435代表番号
・中国支所
〒 広島県広島市中区八丁堀 広島合同庁舎第３号館730-0012 6-30

082-211-0411代表番号
・四国支所

760-0023 1-3-2 F〒 香川県高松市寿町 高松第一生命ビルディング５
087-851-3961代表番号

・九州支所
815-0032 2-1-28〒 福岡県福岡市南区塩原

092-551-1315代表番号

３．資本金の状況
機構の資本金は平成１７年度末で１９０億７２３６万２６５０円となっている。

４．役員の状況
定数：５人（理事長１、理事２、監事２）
機構法第７条 機構に、役員として、その長である理事長及び監事２人を置く。

２ 機構に、役員として、理事２人以内を置くことができる。
（平成１８年３月３１日現在）

役 職 氏 名 任 期 主 要 経 歴

理事長 御園生誠 ２年 工学院大学工学部環境化学工学科 教授
日本学術会議会員

理 事 野中哲昌 ２年 経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油精
製備蓄課長

理 事 所村利男 ２年 製品評価技術基盤機構 企画管理部次長

監 事 荻布真十郎 ２年 通商産業省大臣官房付（平成８年８月退職）
非常勤 （現：財団法人素形材センター専務理事）（ ）

監 事 前川美之 ２年 三菱化学株式会社 代表取締役 兼
非常勤 専務執行役員 技術・生産センター長（ ）

（現：株式会社三菱ケミカルホールディングス
取締役 兼 三菱化学株式会社 取締役）
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５．職員の状況
機構の平成１６年度末常勤職員数は４３４名、平成１７年度は、業務遂行に最適な組

織を構築するため、鉱山坑内用品の検定業務廃止に伴う業務見直し、リスク評価に係る
、 。 、部署を設置するなどの化学物質管理部門の本部機能充実等 組織見直しを行った なお

任期付研究員を除いた一般職員数の対前年増減比は△１．０１％である。
平成１７年３月末 平成１８年３月末

常勤職員 ４３４名 ４２７名
うち任期付研究員 ２１名 １９名

非常勤職員 １３７名 １２１名
うち研究・技術専門家 ３０名 ５３名

技術員等 １０７名 ６８名

６．設立の根拠となる法律名
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）及び独立行政法人製品評価技術基

盤機構法（平成１１年法律第２０４号）

７．主務大臣
経済産業大臣

８．沿革
・平成１３年４月 独立行政法人製品評価技術基盤機構設立
（備考）

独立行政法人製品評価技術基盤機構の前身は次の図のとおり。

独立行政法人製品評価技術基盤機構（平成１３年４月設立）

製品評価技術センター（平成７年１０月改組）

通商産業検査所（昭和５９年１０月設立）

工業品検査所 繊維製品検査所

（昭和２７年８月設立） （昭和２３年１１月設立）

化学製品検査所 機械金属検査所

昭和２６年４月名称変更 （昭和２６年４月名称変更）（ ）

輸出毛織物検査所

日用品検査所 （昭和１５年１２月設立）

（昭和２３年１１月設立）

輸出絹織物検査所

試薬検査所 機械器具検査所 （昭和３年１月設立）

昭和２３年９年設立 （昭和２３年１０月設立）（ ）
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Ⅱ．業務の進捗状況
１．当該事業年度の業務の実施状況
ａ）業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
●期初において実施している業務の効率化を図るため、可能な限り配置転換による人
員の充当、外部人材の活用に努めたことなどにより、平成１３年度から実施してい
る業務について、目標を上回る約１．１％の効率化を達成した。

( )共同研究等1
①バイオテクノロジー分野
【生物遺伝資源の収集、保存、提供に関する共同研究等】
以下の事業について共同研究等を実施している。
・遺伝子組換え体の産業利用におけるリスク管理に関する研究プロジェクト：
(財)バイオインダストリー協会( )JBA

・ゲノム情報に基づいた未知微生物遺伝資源ライブラリーの構築プロジェク
ト：アステラス製薬(株)、味の素(株)、メルシャン(株)、環境エンジニアリ
ング(株)

・メタン発酵を行う複合微生物集団(汚泥)の保存技術開発：東京大学、鹿島建
設(株)

・ バイオインダストリー集団コース：(財)バイオインダストリー協会にJICA
協力し研修を受け入れ

・バクテリアの相同組換え関連タンパク質を利用した遺伝子探索技術の開発：
(株)アイシン・コスモス研究所

・ゲノム情報及び最新型質量分析器を活用した酸化反応触媒活性タンパク質の
探索を中心にした機能未知遺伝子の解析技術の開発：早稲田大学

・細菌の分離、分類及び同定に関する研究：東京大学
・ 保有生物遺伝資源の産業利用の可能性に関する共同研究：大量提供をNITE
希望した国内７者

・生物遺伝資源の有用機能解析に係る研究：日本医科大学
・微生物保存法開発 大量ハンドリングに適した 乾燥法の開発 業務：(株)（ ）L-
海洋バイオテクノロジー研究所

・石油の国際輸送における海洋汚染対策調査：(株)海洋バイオテクノロジー研
究所

・ 石油関連施設に係る調査」のうち「腐食試験の基礎調査 ：新日本製鐵(株)「 」

また、以下の海外機関と共同研究を実施し、協力関係を構築している。
・インドネシア科学研究所( )LIPI
・パテイン大学( )PU
・ベトナム国立大学ハノイ校( )VNUH
・タイ ( )BIOTEC National Center for Genetic Engineering and Biotechnology
・中国科学院微生物研究所( )IM
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【生物遺伝資源の高付加価値化に関する共同研究等】
以下の事業について共同研究を実施している。
（ゲノム解析）

(※１)・麹菌：(財)日本醸造協会を中心としたコンソーシアム
・ブレビバチルス属細菌：東京農業大学等
・磁性細菌：東京農工大学
・ジェマティモナス菌：(独)産業技術総合研究所
・生物機能活用型循環産業創造プログラム(グリーンバイオプログラム)(ロド

、 （ ）コッカス属細菌 コクリア属細菌)：(財)バイオインダストリー協会 JBA
・アナエロリニア属細菌（嫌気性糸状細菌 ：(独)産業技術総合研究所）
・アシディフィリウム属細菌（好酸性細菌 ：早稲田大学）
・清酒酵母きょうかい 号株：(独)酒類総合研究所7

共同研究分担；
：全塩基配列の決定等NITE

民間企業等各試験研究機関：遺伝子の機能解析
・微生物酵素触媒を用いた不斉分子製造技術開発の研究：(株)日本触媒、京都
大学( 年 月に終了)17 9

・生物学的手法を利用する光学活性非天然型アミノ酸およびビドロキシカルボ
17ン酸の合成ライブラリー構築法の研究：早稲田大学、チッソ(株)他4機関(

年 月に終了)9
・ バイオプロセスによる高効率化学品製造に資する基盤技術要素開発のRITE
研究：(財)地球環境産業技術研究機構、日本化薬(株) ( 年 月に終了)18 2

・遺伝子パターニング化技術を応用した微生物の遺伝子レベルでの品質管理及
び安定供給に資する迅速スクリーニング用基盤データベースの作成と基幹検
索ソフトウェアの開発研究：ヤマト科学(株)、(株)アドジーン

( 1)(財)日本醸造協会を代表に次の機関が参画。＊
・企業８社： 協和発酵工業、大関、月桂冠、キッコーマン、ヒゲタ醤油、
アクシオヘリックス、天野エンザイム、インテックウェブアンドゲノム

・大学４大学： 東北大学、東京大学、東京農工大学、名古屋大学
・研究機関３機関：酒類総合研究所、食品総合研究所、産業技術総合研究
所

・生物遺伝資源の産業利用促進事業

【その他外部機関との連携等に関する実績】
・国内で保有されている生物遺伝資源の有効利用を図るため、利用者が検索し
やすいバーチャル統合カタログの作成を目指し、 が主導で日本微生物NITE
資源学会内に委員会を設置した。本年度はデータ提供された機関のデータを
基にプロトタイプの作成を実施した。

・ゲノム解析部門におけるアノテーション実施体制の整備のため、 年６月17
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－ 年３月にスイスの へ職員１名を在外研究員として派遣18 SWISS PROT
し、技術の習得、情報の交換を行っている。

・糸状菌３菌に関する情報を共有し、３菌同時の論文発表を目指す国際糸状菌
ゲノムコンソーシアム に昨年度に引き続き参加した。なお、12月に世界（※２）

有数の科学専門誌 に３菌の論文が同時に掲載された。Nature
・海外機関 で新たに解析が進んだ糸状菌に関する情報を共有し、 で解(※ )3 NITE
析した麹菌の高付加価値化に資するために、情報共有等に関する同意書を締
結した。

NITE The Institute for( 2)(財)日本醸造協会を中心としたコンソーシアム及び＊ 、
Genome Research TIGR Whitehead Institute of Biomedical Research( ：米)、
（米）が参画するコンソーシアム。
The Institute for Genome Research TIGR: North Carolina State University( 3) ( 米)＊ 、
（ノースカロライナ州立大学米 、 （米: Southern Regional Research Center）
国農務省南部研究所米）:

②化学物質管理分野
・化学物質のリスク評価及びリスク評価手法の開発業務においては、独立行政
法人産業技術総合研究所及び財団法人化学物質評価研究機構との連携の下、
初期リスク評価及び詳細リスク評価を実施しており、三者の十分な連携によ
り円滑に業務を遂行するため、共同研究体を構成し業務の促進と効率化を
図った。

・既存化学物質安全性点検事業の加速化業務においては、化学物質の加水分解
性の予測システムの開発を実施しており、本業務のうち、化学物質の加水分
解における実験データ等の収集、反応解析及び加水分解の判定基準について
は、従来から分子軌道法による反応解析を行っている国立大学法人山口大学
工学部と共同研究を行い、両者の十分な連携により業務の促進と効率化を
図った。

③認定関係業務
・認定業務における外部審査員等の活用
外部機関等の専門家については、以下のとおり審査員、技術アドバイザーと
して活用している。
１７年度は、ＪＮＬＡ、ＪＣＳＳ、ＭＬＡＰ及びＡＳＮＩＴＥの合計で、審
査２４３件中１７６件（外部審査員等数２１４名 、定期検査等７６件中１）
６件（外部審査員等数１７名 、合計３１９件中１９２件（８６９名中２３）
１名）に外部審査員等を活用し、効率的な審査等の実施に努めた。

・外部審査員の非常勤職員化に向けた準備
増加する審査・検査業務を適切かつ効率的に実施するため、来年度からの外
部審査員等の非常勤職員化に向けた関連機関との調整、技術アドバイザーを
対象とした審査員養成研修の実施、内部規程類の準備を行った。

④適合性評価分野
計量標準物質業務について独立行政法人産業技術総合研究所と連携して業務
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を行った。
⑤人間生活福祉分野
製品安全関係業務
・製品安全関係業務における外部機関との１７年度の主な協力・連携は以下の
とおりである。

消費生活セ 消費生活セ 商品テスト 成果発表会 原因究明機
ンター、消 ンター、消 機関ブロッ 関 ネ ッ ト
防等との会 防等へのテ ク会議 ワークとの
議 スト技術支 会議

援
年度 ８６回 ２７３回 ６回 ２回 １回17
年度 ８６回 ３０５回 ６回 ２回 １回16
年度 ９１回 １６１回 ６回 １回 １回15
年度 ９７回 ９１回 ６回 １回 １回14

・全国を６ブロックに分け、各支所等と各地域の消費生活センター等とのブ
ロック連絡会議を開催した。５０機関の消費生活センターから６２名が参加
し、商品テスト技術情報の提供及び意見交換を行い、商品テスト及び事故情
報の収集・調査における地域での連携の強化を図った。

・成果発表会を東京、大阪の２会場で実施した結果、２７９名の参加者があっ
た。

・平成１７年度の原因究明機関ネットワーク会議 において原因究明能力を有注

する機関の活動報告、裁判外紛争処理機関（ＰＬセンター）等と連携、事故
情報、技術情報等の提供、意見交換を行った。

（注）原因究明機関ネットワークとは、経済産業省へ任意に登録された製品関
連事故の原因究明能力を有する機関の集まり ＮＩＴＥは このネットワー。 、
クを運営・管理する協議会の事務局を担い、ネットワーク機関に対し技術
情報等の提供を行っている。

⑥その他分野
標準化関係業務
独立行政法人産業技術総合研究所と役割分担を行い調査研究を行う共同事業契

約を締結することによって、同研究所との共同利用施設である「くらしとＪＩＳ
センター」を活用し、庁舎維持費の節減を図った。また、外部機関との協力・連
携を実施、外部研究者を活用し業務の促進を図った。
・生体親和性インプラント材料のテクノロジーアセスメント技術の開発（産総
研との共同、企業、京都大学等と協力・連携）

・金属系生体材料の切り欠き感受性評価方法の標準化（産総研との共同）
・視覚障害者誘導用ブロック等の視認性評価方法の標準化（同上）
・高齢者・障害者配慮規格策定のための技術情報の標準化（同上）
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・歩行補助具用先ゴムの要求事項及び試験方法の標準化（国際医療福祉大学と
協力）

( )事務負担の軽減2
①情報化の推進
・文書管理システム
文書管理システムに起案用紙の作成機能等を付加する改善を実施した。

・ システム」のトラブル対応、安定稼働のため、システムエンジ「NITE-LAN
ニア２名の常駐体制を維持し運用した。また、本所－支所（バイオ本部（木
更津）を含む）間の広域ネットワーク回線を見直し、回線事業者を変更して

（ ）。 、通信回線費用を年間約 万円を節減した 前年度比約７０％減 更に2,860
四国支所のファイルサーバを廃止して中国支所ファイルサーバに統合し、四
国支所職員のサーバ管理業務を廃止した。
利用者からの問い合わせ等（ 件：３月末見込み。前年度並）に対して900

は、ヘルプデスクによりその約９５％を問い合わせ当日中に対応完了した。
②意思決定手続きの簡素化
各業務部門の長へ委譲した権限と意思決定の簡素化の効果についてフォロー

アップを行った。
また、上記フォローアップ結果を踏まえるとともに、第二期中期目標期間の一

般管理費削減（毎年３％ 、人件費削減（第二期中で５％）の対応を図りつつ、）
機構事業の拡大に対応するため、意思決定プロセスの改革及び各業務部門の権限

、 。委譲の拡大を検討し 平成１８年度当初から実行できるよう所要の措置を行った
③機動的内部組織の構築と人員配置の適正化
第二期中期目標期間の一般管理費削減（毎年３％ 、人件費削減（第二期中で）

５％）等を図りつつ、業務の効率化を図るため、企画管理業務の機能強化と効率
化の両立 管理業務の効率化を図るため 企画管理部の組織 機能の再検討を行っ、 、 、
た。これにより、第二期に向けて以下の方針を決定した。

、 、・ＮＩＴＥ全体の運営方針の提示と迅速な意思決定機能を構築するため 理事長
理事、各部センター所長、次長等により構成される運営会議（仮称）の設置を
決定。

・意思決定プロセスへの各部門の中堅層の職員を参画させるため 企画委員会 仮、 （
称）の設置を決定。

・企画委員会の運営と、運営会議の事務局として機能する、少数精鋭による企画
業務を遂行。

・責任と役割の明確化と提携業務のアウトソースによる管理機能の強化・効率
化。

・ＣＩＯ補佐官を設置。ＮＩＴＥのスポークスマンとしての機能を持った広報、
組織リスク・セキュリティー対策、情報システムと業務の最適化の統括責任者
を配置することで、機能強化を図る。
また、今後の業務拡大に対応するため、認定業務における外部審査員の活用拡

大に必要な措置を検討すると共に、事故情報収集・原因究明業務における外部人
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材把握の作業を進めた。
・外部試験機関（者）の活用・アウトソーシングの推進
限られた人的資源で拡大する業務への対応が必要なため、積極的に民間委託、
外部機関の活用等、アウトソーシングを検討・推進した。平成１７年度は、以
下の業務のアウトソーシングを検討実施した。
ア．化管法に基づく届出の受付から形式チェックまでの電子化による一括管理
を目指した形式チェック業務。
． 、イ 各種認定業務における技能試験の分野横断的なアウトソーシングを目指し
ＪＮＬＡにあっては外部試験機関が実施する技能試験２プログラム（繊維分
野、土木・建築分野）を承認・活用した。
． （ 、ウ 各種品質テストについて外部試験機関の活用を推進 平成１６年度１１件
１５年度は６件 。）

・認定業務における外部審査員等の活用
外部機関等の専門家については、以下のとおり審査員、技術アドバイザーとし
て活用している。
１７年度は、ＪＮＬＡ、ＪＣＳＳ、ＭＬＡＰ及びＡＳＮＩＴＥの合計で、審査
２４１件中１７６件（外部審査員等数２１４名 、定期検査等７６件中１６件）
（外部審査員等数１７名 、合計３１７件中１９２件（８６１名中２３１名））
に外部審査員等を活用し、効率的な審査等の実施に努めた （再掲）。

・外部審査員等の非常勤職員化に向けた準備
増加する審査・検査業務を適切かつ効率的に実施するため、来年度からの外部
審査員等の非常勤職員化に向けた関連機関との調整、技術アドバイザーを対象
とした審査員養成研修の実施、内部規程類の準備を行った （再掲）。

・製品安全関係業務高度化のための外部人材の活用
高度な事故調査、原因究明・再発防止措置の評価・事故動向の分析を効率的に
行うために、企業技術者ＯＢ、公設試ＯＢ等について全国調査を行い人材バン
クの構築に着手 （再掲）。

・講習業務における外部人材の活用
講師及び会場責任者の特に緊急手配時等における未手配等の事故等を防止する
ため、講師及び会場責任者の役務を一体化して外部の者に請け負わすこととし
た。この結果、事故防止の他、これらの者に対する謝金、旅費等の支払い事務
処理についても請負事業者の業務となる等、一括アウトソーシングの推進を図
ることができた （再掲）。

④管理業務の経費削減
日々の定型的な業務について、徹底的な見直しを推進し、経費及び作業時間の

削減に務めた。
＜見直しの事例＞
・ＮＩＴＥ－ＬＡＮにおける本所（東京）－支所間の回線を見直し、回線使用
料を前年度の約７０％（約 万円）の削減を行った。2,860

、 。・携帯電話について使用実績を調査し 使用実績に即した料金体系を適用した
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・ＮＩＴＥニュースの送付方法を郵便から宅急便に変更した。
・消耗品の調達について、従来の方法に加え、Ｗｅｂ調達を採用することによ
り、伝票集計等の自動作成ができるようになり、職員の労力を軽減させた。
また、このＷｅｂ調達がグリーン購入方に対応しているため、環境章への報
告資料も自動で作成が可能となり、消耗品調達にかける職員の労力を大きく
軽減させることができた。

( )広報3
(ｱ)主な発表会、展示会での広報活動
バイオテクノロジー分野 「微生物資源の産業利用」シンポジウムを共催

バイオジャパン に出展2005
成果報告会

化学物質管理分野 中小企業展 に出展2005 in Tokyo
中小企業総合展 に出展in Kansai
化学物質管理フォーラム

適合性評価分野 分析展（化学センターと合同出展）2005
計測展 （事業者と協力してスタンプラリーを2005
実施）

人間生活福祉分野 国際福祉機器展に出展
成果報告会（東京・大阪）

各分野の展示会等に参加して、ＮＩＴＥ全体の業務紹介等を実施した（計１０
回 。また、化学センターと認定センターの合同出展を働きかけ、 分析展） 2005
で実現。

(ｲ)ホームページによる情報発信
、 （ ） 、人間生活福祉分野では 製品安全に関するメールマガジン マガジン をPS

化学物質管理分野では化学物質管理に関する情報配信（ ニュースレター）CMC
を発行。
また、外部への情報発信として重要なホームページをホームページモニター等

の意見を参考にして改良した。字を大きくし、機関誌・メルマガの入口をわかり
やすくし、キッズページをリニューアルするなどの改良を実施。その結果、アク
セス件数は、 万件となり、前年度比３２％の増加。1370
(ｳ)新しいパンフレット・機関誌・冊子の発行
一般周知用パンフレット、化学物質管理センターパンフレット、生活・福祉技

術センターパンフレット、生活安全ジャーナル、誤使用防止ハンドブック（消費
者用、事業者用）
(ｴ)マスコミを通じた積極的な情報発信
経済産業記者会、ペンクラブへの投げ込みのほか、一般紙の記者に対するＦＡ

Ｘ、電話による働きかけを行い、地方紙、専門紙にも適宜リリース文を郵送。そ
の結果、掲載件数は 件となり、前年度比 ％の増加。269 28
また、月刊消費者にＮＩＴＥの業務紹介記事を平成１７年１１月号から毎月掲

載。
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(ｵ)関係機関に対する積極的な広報活動
バイオテクノロジー本部は、全国のバイオクラスター、大学等約４０機関に出

向いて情報交換、説明会等を行った。化学物質管理センターでは、国際会議、国
際シンポジウム等において、パンフレットを配付したほか、地方自治体等への講
演会を実施 認定センターでは 改正計量法関係の説明会 講演会を８回実施 う。 、 、 （

） 、 。ち関係工業会との共催３回 したほか ＪＣＳＳ関係の説明会・講演会等を実施
(ｶ)広報展示スペースの開設
ＮＩＴＥの業務全体を理解してもらい、ＮＩＴＥの支持者・支援者の拡大を図

るため、本所１階に広報展示スペース（ スクエアウェルフェアゾーン）をNITE /
開設した。
(ｷ)業界団体との合同説明会の実施
生活・福祉技術センターでは、製品事故の防止のため 「消費生活用製品の誤、

使用事故防止ハンドブック」の消費者向け説明会を関係団体である（社）日本ガ
ス石油機器工業会と合同で１０回実施し、参加者から好評であった。
(ｸ)第２期中期計画の開始に向けて、ＮＩＴＥの目指す方向を明らかにし、職員
の意識を一つにまとめるため、ＣＩ開発を行った。職員や関係者へのインタ
ビュー、アンケート調査を行い、ＮＩＴＥの期待される役割等について総合的
に検討を行った結果、基本理念を「信頼できる技術と情報をもとに、くらしの
安全・安心に貢献します」とした。さらに基本理念に基づき、スローガン、ロ
ゴタイプを作成した。

( )アウトカム調査4
・ 必ずしも経済活動に直接的に働きかけるものではないが、経済活動を支える技「
術的な基盤を担う」という役割をもつＮＩＴＥの業務の成果を適正に評価するた
めの方法について、代表的な業務のかたまりごとの手法のアウトラインを取りま
とめた。

・取りまとめた指標について定点観測によりフォローしアウトカムを意識した業務
運営に役立てるため、職員に対するアウトカム勉強会を開催。

・ＮＩＴＥ委託調査の成果の今後の活用
①委託調査の成果：
)ＮＩＴＥの代表的な業務ごとのアウトカムの調査手法（指標の導出方法）の1
整理
・顧客に広く利用度、期待する業務成果等をアンケート
※顧客リスト、アンケート項目

・専門分野のオピニオンリーダーに対し、ＮＩＴＥ業務の意義をヒアリング
※オピニオンリーダーのリスト、ヒアリング項目

・アンケート及び統計等のデータを用いた経済効果（コストベネフィット）
を算出
※必要なデータ項目、計算式

)定点観測すべき指標とその観測間隔の整理2
②成果の活用
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・整理された指標と調査により、重要な顧客ニーズが掌握できる。
・専門分野におけるオピニオンリーダーのＮＩＴＥへの理解を広める。
・顧客ニーズ、指標の変化に応じた業務改善を図る。
＝顧客とのコミュニケーション業務改善の活動を捉える。

・導出した指標を用いたＮＩＴＥ業務の成果の国民への説明に資する。
( )知的財産5
ＮＩＴＥの業務遂行の過程で産出される知的財産を最大限に有効活用し、産業の

発展に寄与するためのＮＩＴＥ知的財産ポリシーを具体化して昨年策定した管理運
営に係る規程類に基づき、知的財産の適切な管理・審査を実施し、各段階での内部
処理手続きフローを提示することで業務の円滑化を図った。
また昨年・一昨年に引き続き、職員に対し、知的財産に関係する契約書作成にか

かる法律上の基礎知識を実際のケース・スタディに当てはめて習得する顧問弁護士
による研修を行うことで、基礎能力の向上を図り、更に法務・知財室員による内部
関連規程類の説明研修を行うことで、知的財産の管理運営に対するマインドの向上
を図った。

、 （ ） 、さらに 内部イントラ 掲示板 で知的財産に関する内外の情報を職員に提供し
業務の効率を図った。
・特許出願、審査請求及び特許取得状況

出願件数 審査請求件数 特許件数
年度 件（国内） 件（国内） 件（国内）17 11 12 0

件（国際） 件（国際） 件（国際）0 0 0
年度 件（国内） 件（国内） 件（国内）16 5 2 0

件 国際 うち 件 件（国際） 件（国際）2 PCT1 3 0（ ）（ ）
年度 件（国内） 件（国内） 件（国内）15 4 0 0

件 国際 うち 件 件（国際） 件（国際）1 PCT1 1 0（ ）（ ）
年度 件（国内） 件（国内） 件（国内）14 13 0 0

件（国際）(うち 件) 件（国際） 件（国際）8 PCT3 1 0
年度 件（国内） 件（国内） 件（国内）13 5 0 0

件（国際） 件（国際） 件（国際）0 0 0
合計 件（国内） 件（国内） 件（国内）38 14 0

件 国際 うち 件 件（国際） 件（国際）11 PCT4 5 0（ ）（ ）
※ 出願・・・特許協力条約（ ）に基づく出願。PCT Patent Cooperation Treaty

１つの国際出願によって複数の国に動じ出願したのと同様の
効果を生じさせるもの。国を指定し、日本特許庁に日本語で
出願。
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ｂ）国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する目標を達成するた
めに取るべき措置
( )バイオテクノロジー分野1
①生物遺伝資源に係る情報等の提供業務
○生物遺伝資源の収集実績

、 。17年度は 目標数を上回る合計 の生物遺伝資源を収集・保存している22,451
これらの中には、未知微 （後述）及びタイの株やインドネシア等で収集したPJ
株など、特色ある微生物が多く含まれている。

微生物 微生物 合 計 累 計
DNAクローン

17 7,699 14,752 22,451 78,576年度実績
当初計画 (約 ) (約 ) (約 )（ ） 4,500 13,000 17,500

16 4,040 12,326 56,125年度実績 16,366
当初計画 (約 ) (約 ) (約 )（ ） 3,500 7,500 11,000

15 5,810 5,574 11,384 39,759年度実績
当初計画 (約 ) (約 ) (約 )（ ） 1,500 5,600 7,100

14 16,002 10,174 26,176 28,375年度実績
当初計画 (約 ） (約 ) (約 )（ ） 15,000 10,000 25,000

13 2,199 0 2,199 2,199年度実績
当初計画 (約 ) (約 )（ ） 960 960

35,750 42,826 78,576累 計

【委託事業及びアジア諸国との協力による収集実績 ：上記収集実績の内数】
ｱ ゲノム情報に基づいた未知微生物遺伝資源ライブラリーの構築プロジェ（ ）「
クト（未知微 」( からの受託： ～ 年度)PJ NEDO 14 19）

、 。未知微 の一環として 国内外における未知微生物の採取を実施したPJ
極限環境から種々の分離法を用いて、これまで約 株を分離し、系統5,000
解析を実施。その結果、未知微生物とされたものが 株あった。また、859

Bacillus昨年度開発した機能性タンパク質を用いた系統解析を枯草菌（
）について行い、亜種レベルまで迅速に識別するすることができたsubtilis

のを始め、同様の系統解析を放線菌（ 属）についても行い、Streptomyces
設計した実験系で解析できることを確認した。
また、 年度までに導入していた 「配列決定・系統解析支援システム16 、

（ ）」 、 。SDSS PASS・ について改良を加え より使いやすいシステムとした
、 「 」さらに ・ と連携した新たな 配列のデータベースSDSS PASS 16SrDNA

を 年度に開発・導入したことにより、生菌の分離・同定作業の迅速化17
を確認した。
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(ｲ)「微生物を利用した石油の環境安全対策に関する調査 （ からの受」 NEDO
託： ～ 年度）17 20
・石油の国際輸送における海洋汚染対策

を用いた原油中の半揮発性有機化合物の検出を行い、分析条件GC-MS
を設定した。また、インドネシアの海水由来の石油分解菌を単離するため
原油を炭素源として、バッチ集積培養を行い菌を単離中。
・石油関連施設微生物腐食対策
石油タンク内からサンプリングしたスラッジから鉄片を激しく腐食させ

る硫酸還元菌、メタン生成菌の集積培養に成功。現在、それらの鉄に対す
る腐食能力を評価中。

【東北支所でのバックアップ】
年度新たに収集した微生物株等を 年３月に東北支所に移送し、保管管17 18

理を行った。

【特許微生物の寄託等業務の実施】
特許微生物 件（昨年 件増）を受領し、広報活動を通じての新規顧客145 49

の獲得 者 件 リピート顧客の定着 者 件 東北支所でのバッ（ 、 ）、 （ 、 ）、25 65 21 80
クアップの開始など特許微生物寄託等事業を確実に実施した。
昨年度に引き続きパンフレット等の配付 企業等を訪問しての出張説明 ホー、 、

ムページの充実など積極的な広報活動を展開した。特許微生物寄託センターの
顧客は大学や中小企業が多いことから、今年度は特に大学発ベンチャーを念頭
におき大学等への広報を重視した。これらの広報活動が新規顧客の開拓に結び
ついている。
平成 年度に受託した特許微生物 件のバックアップを平成17年５月から16 92

東北支所で開始した（昨年度受領した 件のうち、生存試験の結果受託拒否96
した３件及び５月時点で未受託の１件を除く 。）

（受領件数）

半期 半期 半期 半期 合 計1/4 2/4 3/4 4/4

年度 ( ) ( ) ( ) ( ) ( )17 17 8 37 2 21 3 70 16 145 29

年度 ( ) ( ) ( ) ( ) ( )16 4 0 20 1 35 3 37 5 96 9

注 ： ）内の数字は国際寄託件数で受領件数の内数1 （
注 ： 年度の国際寄託件数には国内寄託からの移管９件を含む2 17
注 ：生存試験の結果受託拒否をしたのは 年度３件、 年度11件3 16 17
（保管数）

国内寄託 国際寄託 合 計

168 37 205

注：16年度受託したものの内３件取り下げ、今年度受領の内未受託は 件19
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【その他の実績】
(ｱ)学会等における外部発表実績（論文発表、学会発表）

が保有する生物遺伝資源に関する情報の提供を目的として、保存微生NITE
物株及び収集微生物株を用いての機能解析、分類学的研究等の成果を中心に、
学会や学会誌等において外部発表を行った。

※実績の主な内容
●論文発表：計８件
・ （英国）International Journal of Systematic and Evolutionary Microbiology
：３件掲載、２件投稿

・ （日本 ：３件投稿The Journal of General and Applied Microbiology ）
●その他の紙上発表：計 件10
・自然教育園報告：１件
・日本微生物資源学会誌：５件
・温故知新：１件
・バイオサイエンスとインダストリー：２件
・防菌防黴（日本防菌防黴学会会誌 ：１件（投稿中））
●学会・講演会等での発表：計40件
・日本菌学会：３件
・日本知財学会年次学術研究発表会：１件
・日本微生物資源学会：６件
・日米菌学会合同大会：８件

9 National Congress of Indonesian Society for Microbiology and 3 Asian・ th rd

：２件Conference for Lactic Acid Bacteria
・放線菌学会大会：３件
・真菌若手研究会：１件
・ ：１件Australian Society for Microbiology 2005 Annual Conference
・ ：１件International Symposium for KACC 10 Anniversaryth

・ ⅩⅤⅢ：１件Enzyme Engineering
・微生物生態若手研究会：１件
・日本微生物生態学会：２件
・ 世紀 「実践的ナノ科学」国際シンポジウム：１件21 COE
・日本生物工学会：４件
・日本微生物系統分類研究会：２件
・ ：１件International Symposium on Extremophiles and Their Applications
・ 委託「ゲノム情報に基づいた未知微生物遺伝資源ライブラリーのNEDO
構築」事業国際ワークショップ：２件

・日本農芸化学会：２件
(ｲ)広報活動の実績
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。 、 、・ 年 月７日に都内で成果報告会を開催 国内の微生物資源機関 大学17 10
企業等の有識者を招き、バイオテクノロジー本部の業務報告等を行った。

・ 年９月７日～９日に横浜で開催されたバイオジャパン へ出展し、17 2005
国内のバイオ関連機関（主に企業）を対象として、バイオテクノロジー本
部の業務説明を行うとともに、パンフレット等を配布した。

・全国の各経済産業局及び関連の公設試、企業、バイオクラスター等の地域
のコアとなる機関を訪問し、 バイオテクノロジー本部の業務を紹介NITE

NITE NITEするとともに、 とのネットワーク構築に向けて協力を要請し、
。 、 （ 、の保有するシーズの積極的活用を呼びかけた 訪問先は 機関 団体47

法人 。）
・新聞等のメディアに対して、積極的にプレスリリースを出すなど情報提供
を行い、多くの媒体で の成果が取り上げられた。NITE

●各種媒体で取り上げられた の実績に関する記事等NITE
・日本経済新聞 ４件
・読売新聞 ２件
・朝日新聞 １件
・毎日新聞 ２件
・産経新聞 １件
・日経産業新聞 ３件
・化学工業日報 ２件
・日刊工業新聞 ３件
・千葉日報 ２件
・北海道新聞 １件
・フジサンケイビジネスアイ １件
・ ニュース「おはよう日本」 ２件NHK
・ ラジオ「今日も元気でわくわくラジオ」 １件NHK
このほかに、インターネットによる記事も多数掲載

(ｳ)生物遺伝資源の品質管理・向上
保存株の 解析を実施し 件のデータを で公開した このデーrDNA 1,691 HP、 。

タは微生物株の系統解析に利用できるもので、企業等においてはスクリーニン
グ等で使用した微生物株の分類学上の位置付けを知るためのツールとすること
により、より有用な微生物を選択する一助となる。このデータ公開は今後も実
施していく。
(ｴ)ヒト クローンの保存及び分譲cDNA
国家プロジェクトであるヒトゲノム多様性解析プロジェクトの「完全長
構造解析事業（事業年度： ～ 年度 」から得られたヒト クcDNA 11 13 cDNA）

ローン（ クローン）の寄託を受け、 年度は、 件、 クローンの30,876 17 124 173
分譲を行った。

( )アジア諸国との協力体制2
(ｱ)インドネシア共和国との協力体制
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【微生物探索】
・ 年度のジャワ島（ に 株を移転）及び 年度のジャワ島及びスマト15 NITE 1,000 16
ラ島（ 株を移転）での採集に引き続き、 年度は 月から 月にかけて1,000 17 8 10
ウォーレス線（※１）東側のチモール島及びスラウェシ島で採集を実施した。分
離した微生物から 株の微生物を選択し、インドネシアから へ移転し2,124 NITE

2,069 16た。これらの株についてはNITEにおいて解析を実施し、 株を保存した（
92 2,161 17年度に移転した株のうち解析が完了していなかった 株と併せて 株を

年度に保存 。）
・今年度、これまでの二年間に比べて２倍以上の数の菌株を移転できたのは、イン

NITEドネシア側と今年度の研究計画を議論する過程で 従来のインドネシアから、
に移転できる菌株の上限（ 株）を廃止し、状況に応じて移転できる数を両1,000
者の合意によって決められるようにしたためであり、このことは、この共同研究
が始まって 年を経過し、双方に強い信頼関係が樹立できたこと、ならびにNITE3
による技術移転の結果、インドネシア側の分離技術が向上し、効率的に分離等を
行えるようになったことが大きな要因である。

【ワークショップ】
・インドネシア側の能力構築の一環として、 年度の「菌類の採集と分離 「菌類15 」
の同定法 、 年度の「放線菌の分離法と同定法 「放線菌による抗菌スクリー」 」16
ニング」に引き続き、 年度は 月に「微生物の保存法」のワークショップを17 10
インドネシアで開催した。大学や各種研究機関から約 名が参加し、好評を博50
した。

【研究者の招へい】
・６月から８月にかけて３名の研究者をインドネシアから へ招へいし、電子NITE
顕微鏡の観察技法、化学分類等の技術を教授するとともに、日本へ移転した微生
物の分類学的解析を共同で実施した。また、１月から３月にかけて２名の研究者
を招へいし、 年度に移転した分離株の分子系統解析を共同で実施した。17

【成果報告会】
・ 月にジャカルタにおいて本年度の成果を報告した。会議には、科学技術省の12
副大臣も出席し、本プロジェクトがインドネシアにおいて高く評価されているこ
とが発言された。

・また、本プロジェクトが今年度で終了を迎えるに当たり、両者は本プロジェクト
を３年間さらに継続することで基本合意に達した。 年度に締結した包括的覚13

MOU 14 PA-1 MOU書 及び 年度に締結した共同事業契約書 を基本とした新（ ） （ ）
及び新 の内容の詳細に関して協議し、 年 月に締結した。PA-1 18 3

【外部への成果発表】
・８月にインドネシア・バリで開催されたインドネシア微生物学会年次大会で本プ
ロジェクトのシンポジウムが企画され、 から２名が、インドネシア側からNITE
３名がそれぞれプロジェクトの成果を発表した。また、日本医真菌学会及び日米
合同菌学会において本成果の一部を発表。

・さらに、インドネシア・チビノンで分離した の新種記載論文をBloximia
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に投稿した。Mycoscience
【企業への提供】
・ 年度に引き続いて「 保有生物遺伝資源の産業利用の可能性に関する共同16 NITE
事業」の公募を実施した。その結果、医薬企業１社から 年度に収集した株の16
利用の申請があり、 株を提供した。917

・また、16年度に提供した株（ 株）について提供先の企業２社から利用継続の970
申し出があり、利用期間延長の手続きを行った。

【石油分解プロジェクト （再掲 】PA-2 ）
・ 微生物を利用した石油の環境安全対策に関する調査（ からの受託： ～「 NEDO 17

年度 」を円滑に実施し、インドネシア及び日本沿岸海水中の石油分解菌につ20 ）
いて解析を実施するためインドネシア科学研究所（ ）との間で共同研究契約LIPI
書( )を８月にかずさで締結した。これは、平成 年度末に締結された先のPA-2 13

の枠組みの中で行われるものである。MOU
年度は、現地でのワークショップ、日本への研究者招へい（２名）を通じて17

技術移転等を行った。
※１：ウォーレス線

以前から生物の分布は、地域により異なることが知られており、気候や生
物の移動を遮断する海や高い山脈などの要因をあげられてきた。このため生
物の分布をとらえて、従来の動物地理区及び植物地理区を元に、世界を つ8

6の地理区分をしたものが生物地理区である。ウォーレス線とは、地球上の
つの動物地理区のうち、東洋区とオーストラリア区とを分ける重要な生物地
理上の境界線である。 世紀のイギリスの博物学者 ウォーレスが指19 A. R.
摘したことから命名された。バリ島とロンボク島の間にあるロンボク海峡か
らカリマンタン島とスラウェシ島の間に位置するマカッサル海峡を経てミン
ダナオ島の南へと引かれている。この線より西は東洋区に属しインドシナ半
島やインド亜大陸との類縁性が高いが、東はオーストラリア区に属しニュー
ギニア島やオーストラリア大陸との類縁性が高い。その後の知見の蓄積によ
り、ウォーレス線の一部を修正する新ウォーレス線や、ウォーレス線と並行
するウェーバー線などが提唱されている。

(ｲ)ミャンマーとの協力体制について
【微生物探索】
・ 年５月から６月にかけて現地へ渡航する予定であったが 同時期にミャンマー17 、
国内において爆弾テロ事件が発生し、現地の治安が著しく悪化した。安全の保証
ができないというミャンマー政府の申し出により、今年度の渡航をすべて中止し
た。

・ 年度にミャンマーにおいて採集し、 に移動した分離源試料から17年度も16 NITE
1,629 18引き続き微生物を分離し 新たに 株を保存した これらの株については、 。 、

年度に公募を行った後、企業等に大量提供し、有用な形質のスクリーニングに供
する予定である。



- 22 -

【企業への提供】
年度に分離したミャンマー株に関して「 保有生物遺伝資源の産業利用16 NITE

の可能性に関する共同事業」の公募を実施した。その結果、医薬企業等２社より
利用の申請があり、 株を提供した。2,167

(ｳ)ベトナムとの協力体制について
【微生物探索】
・ 年度は、 年度に引き続いて現地においてサンプリングを実施（北部及び中17 16
部）し、計 株を へ移転した。移転した株について招へいしたベトナム800 NITE
研究者と共に において解析を実施、これまでに 株を保存した。これらNITE 695
の株については、 年度に公募を行った後、企業等に大量提供し、有用な形質18
のスクリーニングに供する予定である。

【研究者の招へい】
・ へ１名の研究者を招へいし、移転した微生物の分類学的解析を共同で実施NITE
した。また、日本及びベトナムにおいて微生物の分離、保存方法等についての技
術移転を実施した。

【企業との合同微生物探索】
・公募により採択した日本企業２社とベトナムへ渡航し、現地で微生物を合同で探
索、収集、分離し、それらの産業利用の可能性を探る初めての産官共同事業を開
始した。11月から12月にかけてベトナム中部のバックマ国立公園で採集し、分離
した微生物1,195株を移転した。今後は各企業においてそれら微生物株を用いて
の医薬スクリーニング研究が進められる。

・ は、従来より、海外で収集した微生物を提供する事業を行ってきたが、企NITE
業には生物多様性条約（ ）等の中で、東南アジア諸国などの生物多様性のCBD
豊富な国へ自らアクセスして、これまでに発見されたことのない新しい微生物の
探索を行いたいという要望があった。今回はそれを実現したもの。今回の合同探
索は、 が構築した枠組みを利用することで、企業単独では負担が大きかっNITE
た生物多様性条約に則った生物遺伝資源へのアクセスが容易になり、日本の政府
機関のバックアップにより日本の企業が東南アジアの生物遺伝資源へアクセス
し、企業ニーズに合った微生物を利用できるように産官が共同で海外の微生物探
索を行う最初のケースとなった。

【ワークショップ】
・ 月 日に「 」と題し11 29 Japan-Vietnam Joint Workshop on Bioindustry Development
たワークショップを と財団法人バイオインダストリー協会（ ）との共NITE JBA
催で実施し、微生物及び薬用植物資源の利用の視点からバイオ産業で日本とベト
ナムはいかに協力するかをテーマに、日本におけるベトナム由来の生物遺伝資源
の活用を促進するため、ベトナム政府と産業界・学会との交流の場を設けた。

・18年3月に17年度の成果報告会及び放線菌の による化学分類解析技術に関HPLC
するワークショップをベトナムにおいて開催した。

【外部への成果発表】
・日本微生物資源学会年会（６月 、放線菌学会（９月）においてこれまでの成果）
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について発表を行った。
(ｴ)タイとの協力体制について

16 MOU PA-1 17 10 BIOTEC NITE年度に締結した と に引き続いて、 年 月に と
とが保有する未同定株の共同解析を目的とした新たな を締結した。PA-2

と がコレクションに登録している株を交換する に基づいBIOTEC NITE PA-1
て、現在、産業有用性の高い昆虫寄生菌等をタイから移転するため、植物防疫所
に審査を申請し、これまでに許可が得られた 株を へ移転した。これら111 NITE
の菌株は性状確認を行った後分譲株として登録し、一般に広く分譲される予定で
ある。これによりユーザーがタイ産の生物遺伝資源を容易に利用できるようにな
る。
また、 に基づいて が保有する未同定株（カビ、酵母及びバクテPA-2 BIOTEC

リア）の解析を双方で進めている。その中で、新種と推定される菌株を選別し、
それらにターゲットを絞ってさらに解析を進めている。

【研究者の招へい】
へ１名の研究者を招へいし、酵母に関する共同研究を実施した。NITE

(ｵ)中国との協力体制の構築について
年６月 日に中国科学院微生物研究所との間で、生物遺伝資源の保全と持17 29

。 、 、続的利用に関する包括的覚書を締結した その後 共同での微生物の収集・解析
２国間ネットワークの形成、双方の微生物の交換を実施するための協力体制につ
いて、双方の保有する資源、実績などをベースにテーマの選定のための協議を続
け、 の締結を目指している。PA

(ｶ)フィリピンとの協力体制の構築について
フィリピンでは大統領令によって外国機関による生物遺伝資源へのアクセスが

厳しく制限されているが のアジアにおける活動について評価が高く フィ、 、NITE
リピンからの招待で、昨年度に引き続き環境天然資源省及びフィリピン大学との
相互協力の可能性について意見交換を実施した。フィリピン国内においても大統
領令によって生物遺伝資源へのアクセスが阻害されている点を解消しようという
動きもあり、今後も定期的に情報交換を行っていく必要がある。
また、２名の研究者を招へいし、微生物の保存、同定に関して技術移転を実施

した。
(ｷ)アジア・コンソーシアムの開催について

年度に設立した「微生物資源の保存と持続可能な利用のためのアジア・コ16
ンソーシアム（ 」の第２回会合がタイのバンコクで開催された。会合に先ACM）
立って第１回会合において参加各国の興味が特に強かったアジア ネットBRC

、ワーク及び人材育成に関連したワークショップを にて開催しBio Thailand 2005
一般の参加者を含めた議論を行った。

ネットワークに関しては 参加国が共通で利用できるデータベースのBRC ACM
、 、 、 、プロトタイプを作るための小グループ会合を日 韓 中 タイの４ヶ国で組織し

第３回 に向けて試作することとなった。ACM
人材育成に関しては具体的なトレーニングコースと実施機関について様々な意
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見が出され、最終的にはトレーニングコースを提供できる機関は各国に情報提供
することとなった。

、 、NITE ACM NITEは を が進める二国間協力をアジア地域全体で効率的に進め
我が国産業界が海外の生物遺伝資源へアクセスしやすい環境を整える場として捉
えている。そのため、モンゴル、フィリピンといった、まだ協力関係を築いてい
ない国々との情報交換等今後の協力関係に向けた下地作りも同時に進めている。
＜参加国＞
日本 中国 韓国 タイ インドネシア ラオス カンボジア モンゴル ミャ、 、 、 、 、 、 、 、

ンマー、フィリピン、ベトナム
＜今後の開催予定＞
第３回：中国（ 年秋、北京）2006
第４回：インドネシア（時期未定）

(ｸ)その他
生物多様性が大きく、生物多様性条約の締約国会議においても鍵を握っている

ブラジルの生物遺伝資源に関する研究動向等を８月に調査した。
モンゴルとの協力関係構築を目指して、７月に現地を訪問し、実験施設、自然

環境等を調査した。なお、 年１月からモンゴル政府代表と および の18 MOU PA
締結に向けての協議を開始した。

(ｹ)海外からの研究者の招へい
年度はこれまでにインドネシア ８名 ベトナム １名 フィリピン ２17 （ ）、 （ ）、 （

名）及びタイ（１名）からの研究者を招へいし（延べ日数： 日 、共同研究501 ）
や技術移転を実施した。

【国内 との連携】BRC
国内で保有されている生物遺伝資源の有効利用を図るため、利用者が検索しや

すいヴァーチャル統合カタログの作成を目指し、日本微生物資源学会内に設置し
た委員会（事務局( )）において検討を行っている。本年度はデータ提供さNITE
れた機関のデータを基に記述の統一とクロスチェックを行い、初版となるヴァー
チャル統合カタログの作成を進めている。

【 等の国際会議における活動】OECD
の （ タスクフォース）に出席し、微生物領域の生物資源セOECD TF-BRC BRC

ンターの認定基準の作成に積極的に参加すると共に、情報収集を行った。
【トレーニングコースの開催】

６月に バイオインダストリー研修（７週間)の一環として、 で５JICA NBRC
日間、９ヶ国（ 名）の途上国からの研修生に微生物の保存法とデータ解析に10
関する実習を含む研修を実施した。研修は昨年度より更に実習を充実させた内容
とし、参加者からの好評を得たと研修の実施者である(財)バイオインダストリー
協会から報告を受けた。

( )3
(ｱ)生物遺伝資源管理システム（ ）の開発（ ～ 年度）NBRC-DB 13 17
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生物遺伝資源管理システムに対し、引き続き保有する従来型の菌株データを入
力するとともに、前年度に開発したシーケンスデータを従来型の菌株データに加
える機能を用いて、 自らが取得したシーケンスデータを 件（うち、NITE 1,912
公開株分 件）加えた。この利用者に提供する情報の質を高めた新たな菌株1,691
データは、 年７月にカタログ検索システム（※）上で公開した。17
また 年度は菌株データの入力を一層効率的に行うために９カ所に渡る様々、17

な機能拡充と改修を行い、さらなる業務の効率化を図った。
年度の機能拡充及び効率化のための改修を終えたことによって、第１期中17

期目標期間中の完成を目指していた菌株の管理・公開・分譲を効率的に行うため
に必須となる機能の実装をすべて完了した。
※ 年４月にサービスを開始したホームページ上で 保有菌株を検索す16 NITE
るためのデータベース

(ｲ)生物遺伝資源の分譲実績
分譲件数を増やすための取り組みとしては、 年度発行したカタログの活用16

及び顧客からの質問等に迅速に対応することや各種学会においてポスター発表等
を積極的に行うことで事業の周知を行った。また、 年度より大量提供を開始16
した（後述 。）
※ 分譲は 年度から開始14

（件数／分譲数）

生物遺伝資源の種類 微生物 微生物 ｸﾛｰﾝ ﾋﾄ ｸﾛｰﾝDNA cDNA

17 2,199 7,213 12 22 124 173年度実績 ／ ／ ／

16 2,136 6,144 12 22 140 240年度実績 ／ ／ ／

15 2,225 6,538 9 14 137 666年度実績 ／ ／ ／

14 1,603 5,518 6 18 14 15年度実績 ／ ／ ／

(ｳ)スクリーニング材料の提供（大量提供）
年度より が保有する生物遺伝資源をスクリーニング材料として大量に15 NITE

提供する「 保有生物遺伝資源の産業利用の可能性に関する共同事業」を開NITE
始し、 年度に株の提供を行ったところであるが、 年度も新たな対象株を加16 17
え提供先の公募を実施した（国内由来の菌類（国内由来株 ：対象約5,000株、国）

PJ 1,200 15 16内で収集された分類学的に新規な細菌等（未知微 株 ：対象 株、 ・）
1,887年度にインドネシアで収集した菌類及び放線菌（インドネシア株 ：対象）

株 年度にベトナムで収集した菌類 ベトナム株 ：対象 株 年度にミャ、 （ ） 、16 547 16
ンマーで収集した菌類及び放線菌（ミャンマー株 ：対象 。） ）1,667株

その結果、国内由来株について４社（５件）を共同事業先として採択し、提供
を行った。また、海外株について２社（４件）をそれぞれ共同事業先として採択
した。
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（大量提供の実績）

年度 菌株名 提供件数 大量提供株数

17 4 3,166国内由来株
(うち 件更新)2

PJ 5 2,814未知微 株
(うち 件更新)2

3 2,856インドネシア
(うち 件更新)2

1 547ベトナム

2 2,167ミャンマー

9 6,111合 計 新規 新規
6 5,439更新 更新

16 2 2,500国内由来株

PJ 2 1,000未知微 株

2 1,940インドネシア

6 5,440合 計

(ｴ)遺伝子組換え体の安全性に関するデータベースシステム
【遺伝子組み換え体の産業利用におけるリスク管理に関する研究プロジェクト
（経済産業省委託： 年度～ 年度 】14 18 ）
(財)バイオインダストリー協会( )と共同して、生物遺伝資源の安全性に係JBA

る情報の収集・整理を行った。
が主催するリスク管理研究委員会で討論された「遺伝子組換え体の安全JBA

性に関するデータベースシステム」の開発に関する検討結果をもとに、昨年度開
発を行った公開用データベースシステムの追加開発を行った。また、 で作JBA
成されたデータのデータベースへの入力作業を行った。さらに、平成 年度に16
開催された での当該プロジェクトで、情報の効率的な収集方法の検討をNEDO
行うよう指摘されたため、そのシステムについての案を作成し、上記リスク管理
研究委員会で検討を行った。検討結果を受け、本年度については、情報収集を行
うための機器を導入した。
平成 年度末にプロジェクト外部の者を対象とした、データベースのユーザ17

ビリティ調査を行うため、平成 年度はその結果を受けたデータベースの改良18
を行う。
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平成 年度は、本プロジェクト最終年度でもあるため、本システムの完成、18
データ入力の終了、情報収集システムの完成をする。

(ｵ)国内 との連携BRC
国内で保有されている生物遺伝資源の有効利用を図るため、利用者が検索しや

すいヴァーチャル統合カタログの作成を目指し、日本微生物資源学会内に設置し
た委員会（事務局( )）において検討を行っている。本年度はデータ提供さNITE
れた機関のデータを基に記述の統一とクロスチェックを行い、初版となるヴァー
チャル統合カタログの作成を進めている （再掲）。

②生物遺伝資源に係る情報の高付加価値化業務
( )【ゲノム解析に関する実績】1

Aspergillus16 DDBJ年度末までに一旦解析を終了し への登録を行った麹菌（
）について、オプティカルマッピング法によるゲノムアセンブルの検証をoryzae

行い、アセンブルに間違いがないことを確認した。
さらに、①～④の微生物についてゲノム解析を実施し、全塩基配列を確定する

と共に、遺伝子領域、遺伝子機能の推定を行った。
この結果、 が解析した塩基配列数は以下のとおりとなった。NITE

17 5.3 Mbp年度 磁性細菌
( )Desulfovibrio magneticus

4.6 Mbpジェマティモナス菌
( )Gemmatimonas aurantiaca

2.7 Mbpコクリア属細菌
( )Kocuria rhizophila

16 50.3 Mbp年度

15 2.7 Mbp年度

14 2.8 Mbp年度

13 17.7 Mbp年度

86.1 Mbp合 計

(ｱ)磁性細菌（ （ ）Desulfovibrio magneticus ） 5.3Mbp
本菌は、菌体内にナノサイズの磁性粒子を形成する細菌であり、ゲノム解析

により、磁性粒子合成メカニズムの解明等が図られ、新しいバイオシステムに
よる微小センサーやドラッグデリバリーの開発など産業面での応用研究の促進
が期待されている。東京農工大学との共同研究により、解析を実施している。

17 DDBJ年３月の全塩基配列の確定作業終了に続き、アノテーション及び
登録のための確認作業を実施し、 年３月に登録を行った。18
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(ｲ)ジェマティモナス菌（ （ ）Gemmatimonas aurantiaca） 4.6Mbp
本菌は、汚水中のリン除去に深く関わりを持つ細菌であるとのことから、そ

の生理的・生化学的メカニズムの解明と新たな高度処理リアクターの開発にゲ
ノム情報が役立つものと期待されている。また、極めて新規性の高い微生物と
して、これまでにない新しい遺伝子群の発見等につながる可能性が高いことか
ら、(独)産業技術総合研究所（産総研）生物機能工学研究部門との共同研究に
より、解析を実施している。

17 DDBJ年３月の全塩基配列の確定作業終了に続き、アノテーション及び
登録のための確認作業を実施し、 年３月に登録を行った。18

Anaerolineaまた、この他に、アナエロリニア属細菌（嫌気性糸状細菌、
）、 （ 、 ）、thermophila Acidiphilium multivorumアシディフィリウム属細菌 好酸性細菌

清酒酵母きょうかい7号株（ 、デフェリSaccharomyces cerevisiae Kyokai no. 7）
バクター属細菌 好熱嫌気性細菌 アセトバクター（ 、 ）、Deferribacter desulfuricans
属細菌（酢酸菌、 、ハロアーキュラ属細菌（高度好Acetobacter sp. NBRC3283）
塩古細菌、 、スフィンゴビウム属細菌（残留農薬分解菌、Haloarcula japonica）

）の7菌について解析に着手した。Sphingobium japonicum
【 （ ）生物機能活用型循環産業システム創造プログラム グリーンバイオプログラム
（ から受託： ～ 年度 】NEDO 13 17 ）
この事業は、 からの委託により実施しているもので、現在、化学工NEDO

業で行われている生産プロセス（化学プロセス）をエネルギー負荷の少ないバ
イオプロセスで実現するため、有機溶媒を含む特殊な環境下等で使用可能な微
生物について、全ゲノム解析を行い遺伝資源ライブラリーを構築することを目
的としている。先にゲノム解析したロドコッカス属細菌（ 株）との比較をPR4
行い、新たな遺伝子機能の解明や有機溶媒中での物質生産性向上を図るため、
新たに２菌のゲノム解析を実施した。

(ｳ)コクリア属細菌（ )( ）Kocuria rhizophila 2.7Mbp
本菌は、新規次世代宿主として、さらに有望な候補微生物であり、高い有機

溶媒耐性を持つ。
17 DDBJ年８月に全塩基配列の確定作業が終了し 現在 アノテーション及び、 、

登録のための確認作業を実施中である。 年３月に に報告をするとと18 NEDO
もに、 に登録を行った。DDBJ
※本菌は計画の中ではマイクロコッカス属細菌として記載していたものであ

るが、分類体系の変更により実績の中ではコクリア属細菌としている。
(ｴ)ロドコッカス属細菌（ 株)(8.9 ）Rhodococcus opacus B4 Mbp

同じく、新規次世代宿主候補微生物として、16年度、ドラフトゲノム解析を
委託された菌であるが、その後、 からの要請により精密解析を実施すNEDO
るように計画変更を行なった、現在、塩基配列の最終確定作業およびアノテー
ションを実施中である。

年３月までに全塩基配列の確定および主要な遺伝子についてのアノテー18
ションを完了し、 に報告を行った。NEDO
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【発現タンパク質の網羅的な解析】
がゲノム解析を実施したブレビバチルス属細菌（ )NITE 47Brevibacillus brevis

のプロテオーム解析を終了し、 種類の発現タンパク質を同定した。この結2,095
果、コンピュータで自動予測された遺伝子領域を検証し、約40 が予測と異なる%
ことが判明した。
続いて、昨年度ゲノム解析を終了した麹菌（ ）のプロテオーAspergillus oryzae

ム解析に着手した。標準的な液体培養により発現したタンパク質のプロテオーム
解析により 年度末実績として 個のタンパク質を同定した 特に アノテー、 。 、1,564
ションでは推定できなかった複数のタンパク質を実際に検出した。今後、更に、
解析が困難な糖鎖修飾などがされているタンパク質の解析を可能とするための検
討を行い、発現タンパク質の検出、同定数の増を目指す。
また、昨年度までに解析を終了し、ゲノム上の遺伝子の開始点がこれまでの常

識を覆す大きな発見に結びついた については、米国質量分Aeropyrum pernix K1
析学会で発表を行ったほか、論文を執筆し、米国の著名なプロテオーム専門科学

ASBMB Molecular & Cellular Proteomics Impact Factor 9.6 18雑誌 （ ： ）に投稿し、
年２月電子版を公開、18年５月には紙面にも掲載される予定である。
【産業利用促進事業】
(ｱ)微生物酵素触媒を用いた不斉分子製造技術開発の研究：(平成 年７月～平15
成 年６月)17
従来の酵素触媒は不安定で商業的生産に使用できなかったが、本研究によっ

て、酵素触媒としての耐久性を向上させることができ、光学活性シアノヒドリ
ン（医薬中間体）を採算のとれるコストで生産可能となった。

・特許出願済件数２件（ 年度１件、 年度１件）: 15 17
・学会等発表件数１件（ 年度）: 17

(ｲ)生物学的手法を利用する光学活性非天然型アミノ酸及びヒドロキシカルボン
酸の合成・ライブラリー構築法の研究： 平成 年７月～平成 年６月）（ 15 17
本研究において当該酵素ライブラリーの構築法を開発した。

更に、商品化できる規模の非天然型アミノ酸を合成・精製した （非天然型ア。
ミノ酸ライブラリー）
本研究では、医薬品のリード化合物としての非天然型アミノ酸の需要は増

加傾向にある状況下、多数の有用な酵素を取得し、効率的にスクリーニング
する手法を開発することで、様々な非天然型アミノ酸の合成に成功。当該ア
ミノ酸は医薬品のリード化合物だけでなく様々なポリマーの合成に利用でき
る。
年度に試薬票品として販売予定。18
・特許出願済件数２件（ 年度）: 16
・学会等発表件数２件（ 年度１件、 年度１件）: 15 16

(ｳ) バイオプロセスによる高効率化学品製造に資する基盤技術要素開発の研RITE
究－酵素遺伝子探索による医薬品原料用新規キラル化合物の製造技術開発研
究：(平成 年３月～平成 年２月）16 18
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目的物質（以下物質 と記す）を合成する目的酵素（アルドラーゼ）遺A
伝子を 株から取得。大腸菌を宿主とした大量発Ensifer arboris NBRC100383
現系の構築に成功した。この酵素は従来の ( )株由Streptomyces coelicolor A3 2
来の目的酵素に比べて活性が高い。

( )株より目的遺伝子を取得し、大腸菌で大量発Streptomyces coelicolor A3 2
現させ、取得した当該遺伝子を立体選択性を向上させるため、当該遺伝子に
ランダム変異を導入した結果、野生酵素の 倍の変異酵素を取得した。2.5
菌体反応による大量合成反応系と精製プロセスを構築し、約 の純粋な13g

物質 を取得した。当該物質 は、医薬品としての品質をほぼ満足していA A
た。しかし、実用化・大量生産を行うためには合成効率を上昇させ、製造コ
ストを下げる必要がある。
・特許出願済件数５件（ 年度）: 17
・学会等発表件数２件（ 年度）: 17

(ｴ)遺伝子パターンニング化技術を応用した微生物の遺伝子レベルでの品質管理
及び安定供給に資する迅速スクリーニング用基盤データベースの作成と基幹
検索ソフトウェアの開発研究（平成 年 月～平成 年９月終了予定）: 16 10 18
遺伝子パターンニング化技術の基礎となるジェノパターン法に関する信頼

性を向上させるため、原理について検証するとともに、判別能力について３
属 菌株を用いて検証を行い、再現性に影響を及ぼす因子を明らかにし、150
措置するための条件を絞り込んだ。更に、ジェノパターン法に使用されてい
るソフトウェアの一部を同定の精度を上げるような仕様にした。

、 、 。現在 市場ニーズの高い菌群を選定し 波形のデータベース化を開始した
・学会等発表件数１件( 年度): 17

( )【データ提供に関する実績】2
○情報提供準備
糸状菌（ 、ブドウ球菌（ ）に関Aspergillus oryzae Staphylococcus haemolyticus）

する情報を機構ホームページより公開した。
ロドコッカス属細菌（ 、ブレビバチルス属細菌Rhodococcus erythropolis PR4）

に関する情報を機構ホームページより公開するための準備を 年度末までに終17
了した。
○データベースの機能追加
平成 年度にデータベースに追加した機能について以下の作業を実施した。15
(ｱ)タンパク質発現情報

株のプロテオーム解析データを使ってテスト環境でAeropyrum pernix K1
の動作確認を行った。論文の公開時期に合わせてデータを準備した （５。
月公開予定）

(ｲ)ゲノム比較機能
ブドウ球菌に関する情報を17年度中に公開した。
○再アノテーション
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K1すでにデータベースを公開している微生物のうち、Aeropyrum pernix
株の及び 株の再アノテーションを年度内に終了Pyrococcus horikoshii OT3
した。

。ゲノム解析により取得した遺伝子に関する情報等を以下の通り提供した
●雑誌での発表

２件Nature:
１件Journal of Bacteriology:

１件Environmental Micorbiology:
１件Applied Microbiology and Biotechnology:

●学会等での発表
・国際微生物ゲノム会議：２件
・国際極限微生物シンポジウム：１件
・日本分子生物学会年会：４件
・米国質量分析学会１件:

③遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律関係
業務
(ｱ)遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律
の施行に伴い平成 年から立入検査業務を実施することとなった。16
平成 年度は、経済産業大臣からの指示（法律違反の未然防止を目的とし17

た立入検査等）を受け立入検査等（平成 年 月に１件）を実施した。17 11
立入検査等結果は、報告書に取りまとめ、速やかに経済産業大臣あてに提出
した。

(ｲ)平成 年度に引き続き、収去した遺伝子組換え生物等の検査（宿主・組換え16
プラスミドの特定）のための基盤的な検出技術の調査を行った。調査は宿主に
用いられる生物等が混在したサンプルからの目的の生物等の検出技術の調査及
び遺伝子組換えの鉱工業利用が見込まれる既知のプラスミドの調査であり、こ
れら情報を収集整理した。また、その検出のための検証実験を行い検出技術の
有効性を確認した。
技術調査の結果については報告書にとりまとめ、経済産業大臣あてに報告し

た。

( )化学物質管理分野2

①化学物質総合管理情報の整備提供関係業務
( ) 化学物質総合情報提供システム（ＣＨＲＩＰ ）の整備を次のとおり推進し1 注１）

た。
(ｱ)データの整備等

今年度は、２２８物質を整備し、整備目標数４０００物質を達成。,
（整備数：１６年度７８０物質、１５年度約２，７５０物質、１４年度約２
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３０物質 。）
・物理化学性状：今年度予定の２８８物質について調査し、整備した。
・構造式：今年度整備予定の７７５物質を整備した。
・国内法規制情報：化学兵器禁止法等の対象物質の包括名称について調査し、
個別物質への分解及び整理を行った。大気汚染防止法に「特定粉じん」のカ
テゴリーを追加した。

・海外法規制情報：国連危険物輸送勧告の危険物リスト の物質について、Ｃ注２）

ＡＳ番号 等を調査し、整備した。ＴＳＣＡ 第６条の有害化学物質・混注３） 注４）

合物について整備した。
・有害性情報：化学物質の有害性評価書３件を作成し、１６年度に作成した３
件の外部レビューを終了した。化学物質評価研究機構（ＣＥＲＩ）が作成し
た１３件を更新、３２件を新規追加した。

(ｲ)データの維持更新
ＣＨＲＩＰに収載されている延べ約２０万の物質を対象に、国内外の情報

源を点検し、以下の更新等を行った。
・国連危険物輸送勧告（２００５年第１４版）の国連番号・国連分類 を反映注５）

した。
・化学物質審査規制法に基づく監視化学物質の製造・輸入量届出結果を反映し
た。
・化学物質審査規制法に基づく第一種監視化学物質のデータを更新した。
・既存化学物質の安全性点検（分解度試験・濃縮度試験）データを更新。日本
産業衛生学会の作業環境濃度及び発がん性評価の最新データを反映した。

・ＢＵＡ 及びＥＵのリスク評価書の最新データを反映した。注６）

(ｳ)システムの維持・管理及び改良
年度当初に、ネットワークセキュリティを確保するため、システム構成を

改良した。さらに、アクセス数の増加に伴い検索待ち時間が長くなる問題を
解消するため、システム及びプログラム上の改良を実施した。
アンケートから抽出したユーザの要望を検討した結果、データがない項目

を非表示にするなどの検索機能の改良等のためのプログラム改修を併せて実
施した。
ＧＨＳ に基づく化学物質の分類作業 国が実施 の結果を整理したデー注７） （ 。）

タベースを構築し、その情報発信のためのページをホームページに新設し、
意見募集等を行うとともに、ＧＨＳ分類結果合計１４４物質を公表した。
Ｊａｐａｎチャレンジプログラム に関する情報発信のためのページを注８）

ホームページに新設し、対象となる１６６物質について、有害性等の既存情
報の有無及びそれに関する文献情報を公開した。同プログラムへの問い合わ
せに対応するとともにＱ＆Ａを作成・公表した。
また、同プログラムの推進のため、化学物質のカテゴリー化及び信頼性の
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ある情報収集基準に関する調査を行い取りまとめた。

(ｴ)次期システムの検討
次期ＣＨＲＩＰのシステム（ハード面・ソフト面）について基本設計を進

めているところである。

(ｵ)ＣＨＲＩＰホームページアクセス件数
活発な広報活動（別項を参照）などもあり、アクセス件数が増加した。

年度実績 対前年比
１７年度 ４０９万件 約２８％増
１６年度 ３１９万件 約１７％増
１５年度 ２７３万件 約５３％増
１４年度 １７８万件 約２５％増

注１： 化学物質総合情報提供システム」の英語名称「 」の略で、Ｎ「 Chemical Risk Information Platform

ＩＴＥの登録商標。かつて 「ハザードデータベース」と呼ばれた。、

注２：国連の危険物輸送専門家委員会が作成した「危険物輸送に関する勧告」の一部である、輸送上

危険とされる物質・物品のリストのこと。

。 、注３：米国化学会の が化学物質に対して付与している固有の番号 例えばChemical Abstracts Service

アクリロニトリルという化学物質のＣＡＳ番号は、 。107-13-1

注４：米国有害物質規制法のこと。

注５：国連危険物輸送勧告の中で、危険物リストの物質・物品に付与された４けたの通し番号（国連

番号）と、危険有害性の種類を示すクラス及び区分（国連分類）のこと。

注６：ドイツ化学会の環境関連既存化学物質諮問委員会のこと。

注７： の略。化学品の分類及びGlobally Harmonized System of Classification and Labelling of Chemicals

。 。表示に関する世界調和システムのこと 国連の危険物輸送・分類調和専門家委員会が作成した

注８：官民連携既存化学物質安全性情報収集・発信プログラムの通称。産業界と国が連携して、既存

化学物質の安全性情報の収集を加速化し、化学物質の安全性について広く国民に情報発信する

プログラム。

、 。( ) 各種評価手法関連情報の統合システム構築については 次のとおり推進した2
(ｱ)化学物質の各種基盤情報や評価手法等に係る情報の一元的な管理・運用

統合システムの開発を終了した。ホームページに専用ページ「化学物質と
上手に付き合うには」を設け、１０月に公開したところ、アクセス数は１３
万４千件に達した。塗料・接着剤・洗剤・化粧品・殺虫剤・食器・子供用お
もちゃの８分野に係る解説及びデータを掲載した。化学物質管理に関する専
門用語２８０語・略語１，１０８語の解説集の充実を図ったほか、リスク評
価書に続き、有害性評価書の解説を作成し、掲載した。
化学物質管理に関するニューズレター「ＣＭＣレター」をホームページに
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掲載したほか、印刷物として展示会等で配布し、化学物質管理への理解の深
化を図った。
関係者との連携を深めるため、九州・近畿・北海道の各消費者ブロック会

議、リスクコミュニケーションの推進を目的とする地域集会等に参加して意
、 、 。見交換し 集会後のヒアリング等を行い 事例をホームページに反映させた

(ｲ)構造活性相関手法（ＱＳＡＲ）による予測の検証等
分子軌道法を用いた加水分解性予測システムの開発に着手し、プロトタイ

プを完成させた。
加水分解試験（４０物質）を山口大学に依頼し、そのデータを用いて加水

分解予測式作成のためのデータ解析を共同で実施した。
平成１７年度に届け出られた化学物質審査規制法の新規化学物質（約１０

０物質）の構造式・試験データをデータベースに入力し、過去に得られた分
解性・蓄積性試験データと併せて解析を行うことにより、分解性・蓄積性の
構造活性相関予測に必要となる各種科学的知見を取得した。
新規化学物質（約１５００物質）の生分解性試験データを用いて、ＮＥＤ,

Ｏ第２プロジェクトにおいてＣＥＲＩが開発している生分解性予測システム
を検証し、同システムの改良を支援した （平成１８年度末に終了予定 。。 ）
既存化学物質（約２００物質）及び新規化学物質（約１，１００物質）の

生分解性試験データを用いて、市販生分解性予測ソフトウェア３モデルの予
SAR and測精度を評価し、比較検討を行った。検討結果の一部は、論文誌『

』に掲載された。QSAR in Environmental Research
新規化学物質（約８００物質）の生物濃縮性試験データを用いて、ＮＥＤ

Ｏ第２プロジェクトでＣＥＲＩが開発している生物濃縮性予測システムを検
証し、同システムの改良を支援した。

(ｳ)化学物質の暴露評価・リスク評価
・２－アミノエタノール等３０物質の初期リスク評価に必要な製造・輸入量、
用途、使用量、環境モニタリング等の情報を収集・更新した。これら情報を
排出経路データシートにまとめるとともに、ＰＲＴＲ データに基づく大気注９）

及び河川中の濃度推計を行い、環境への暴露量、ヒト摂取量等を算出した。
これら暴露評価の結果と有害性情報に基づき、当該３０物質の初期リスク評
価を行った。
また、上記３０物質以外に、昨年度から継続検討してきたニッケル等無機

化合物３物質についてリスク評価を行った。
以上の取組により、累計１３４物質の初期リスク評価が終了し最終目標数

１５０に大きく近付いた。
・平成１７年度以前に初期リスク評価を行ったアクリルアミド等１０物質につ
いて、平成１７年３月に公表された平成１５年度ＰＲＴＲデータに基づき、

、 、 、大気中 河川中の濃度推計を行うとともに 環境モニタリング情報を収集し
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初期リスク評価を見直した。
・初期リスク評価に際しては、その信頼性を高めるため、当該業務の関係機関
の専門家によるレビューを実施し、また、数度にわたり関係者による検討会
を開催した。

・適切な化学物質管理等への利用を図るため、５月末、初期リスク評価書及び
関連情報のホームページ掲載を開始した。現在までに５１物質を公表し、３
月末までのアクセス件数は約１５万件。ホームページ掲載と併せ、展示会等
で広報 ＮＩＴＥ化学物質管理フォーラム２００６で講演 展示・説明を行っ、 、
た。さらに、成果の広報・普及のため、初期リスク評価書等の印刷物を作成
し、配布等行った。
ＰＲＴＲデータを用いた暴露評価及びリスク評価に関する学術論文を２報投
稿した（環境化学会誌に掲載 。）
また、２月に開催された第５回化学物質審議会安全対策部会安全対策小委

員会において化学物質審査規制法第二種監視化学物質のクロロホルム等５物
質の初期リスク評価の結果と、これらを含む計５１物質の初期リスク評価結
果が資料として用いられた。

・リスク評価の結果を管理に活かすため、評価結果の正しい理解を促すための
リスク評価管理ガイドドラフト版を作成した。

・リスク評価に用いられた重要な情報の管理とリスク判定の自動化のため、初
期リスク評価更新管理システムについて検討し、開発した。

・これまで行ってきた初期リスク評価手法を踏まえ、初期リスク評価の指針と
初期リスク評価書作成マニュアルを改訂し、ドラフト版を完成させた。

・リスクコミュニケーション等への利用を図るため、暴露評価の過程で得られ
る大気中の化学物質濃度の推計値を地図上に表示した大気中の濃度マップシ
ステムについて、平成１５年度のＰＲＴＲデータに基づき約２００物質につ
いて再計算を行い、情報を更新した。また、地方自治体のＰＲＴＲ担当者の
意見等を踏まえ、システムを改良した。

・リスク評価の精度を向上させるため、ＯＥＣＤ、ＥＵ、米国における製品か
らの暴露評価の手法等を調査し取りまとめた。

(ｴ)リスク評価管理研究会の活動
内分泌かく乱作用が疑われるビスフェノールＡについて、リスク評価の結

果等に基づき 「リスク管理の現状と今後のあり方」を取りまとめ、１１月に、
ホームページで公表するとともに、関係省庁、関係業界に配布した。
また、既に同様の取りまとめを終え公表した他の２物質（ノニルフェノー

ル、フタル酸ビス(２－エチルヘキシル)）と共に、内分泌かく乱作用に関す
る国際シンポジウム、展示会、化学物質と環境円卓会議で展示紹介した。ま
た、ＮＩＴＥ化学物質管理フォーラム２００６において講演、展示・説明、
印刷物配布等の広報を行うとともに、ＯＥＣＤの場でその取組について紹介
した。これら報告書は、環境白書で紹介されるとともに、行政機関、工業会
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等のホームページからリンクされている。また、関係業界では、当該報告書
を印刷配布し、ホームページで解説を公表しているほか、日米欧の関係業界
の会議や業界代表の新聞インタビューで紹介されるなどされており、成果が
利用されている。
また、上記３物質に係る取組を海外に紹介するため、英訳を実施した。

注９： の略。人の健康や生態系に有害な影響を与えるおそれのあPollutant Release and Transfer Register

る化学物質について、事業所から環境への排出量及び事業所外への移動量を、事業者が把握し

国に届け出るとともに、国が集計して公表する制度。化学物質排出把握管理促進法によって導

入された。

( ) 国内外の情報収集及び国際機関等の活動への参画3
(ｱ)ＯＥＣＤのＥＨＳプログラムへの参加

ＯＥＣＤ化学品合同会合（６月・２月）に出席するとともに、その傘下の
注 ）新規化学物質タスクフォース（ＴＦ 、ＰＲＴＲ・ＴＦ、ＨＰＶポータル） 10

運営グループ、バイオサイド ＴＦ、ＱＳＡＲ専門家グループ、既存化学注 ）11

物質ＴＦなどの活動に参加した。出席した会合では、我が国のＰＲＴＲ制度
の概要や化学物質審査規制法の新規化学物質審査における届出相互受入れ Ｍ（
ＡＮ）の実施可能性などについて発表し、また、リスク評価管理研究会の成
果の広報を行った。
さらに、バイオサイドＴＦによる抗菌製品効用試験方法の国際整合化活動

に我が国業界の専門家を派遣し、関連する日本工業規格が反映されるよう努
めた （国際規格は現在検討段階）。

(ｲ)その他の国際会合への参加
残留性有機汚染物質(ＰＯＰｓ)条約 第１回締約国会議に出席し、我が注１２）

国にＰＯＰｓに関する知見が集積しており、ＣＨＲＩＰにおいてもその一部
が入手できることをアピールした。
国際水協会(ＩＷＡ)の国際会議「化学産業と環境の持続可能な発展～廃棄

物・排水管理」に出席し、我が国のＰＲＴＲ制度について講演した。
(ｳ)ＪＩＣＡ途上国集団研修の実施（受託事業）

国際協力機構(ＪＩＣＡ)の委託を受け、開発途上国政府の化学物質管理政
策担当者（１０か国１０人）を対象とする２週間の化学物質管理政策研修を
ＪＩＣＡ東京国際センターにて実施し、我が国の化学物質管理政策の普及と
ＮＩＴＥの海外ネットワークの構築を図った。

(ｴ)バイオサイドに関する国内外の情報の収集・整理
平成１５年度にＮＩＴＥにバイオサイド検討委員会を設置して、バイオサ

イドに関する国内外の情報の収集・整理を進めてきたが、その成果の概要を
。 、ＮＩＴＥ化学物質管理フォーラム２００６展示・説明会にて発表した また

成果報告書を作成した。
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注 ：ＯＥＣＤにおいて整備が検討されている、ＨＰＶ( 、高生産量10 High Production Volume chemicals

既存化学物質)の点検情報を国際的に管理・提供するためのシステム。

注 ： 。農業用途以外の抗菌作用・殺菌作用を有する、又はその他の有害生物を排除する作用11 biocide

をもつ、化学物質又は生物由来物質のこと。

注 ：残留性有機汚染物質( )に関するストックホルム条約のこと。12 POPs: Persistent Organic Pollutants

平成１６年５月発効。

( ) ＣＨＲＩＰの広報活動4
ＣＨＲＩＰ及びホームページ「化学物質と上手に付き合うには」の広報のた

めのパンフレットを作成・配布した。
ＰＯＰｓ条約第１回締約国会議に出席した際に、我が国のＰＯＰｓに関する

情報提供ツールの一つであるＣＨＲＩＰについて紹介した。
日本化学会近畿支部開催の化学安全講習会で講演した。
東京・大阪で開催された中小企業総合展に出展し、パソコンによる実演及び

説明を行った。
１月に津田ホールで開催したＮＩＴＥ化学物質管理フォーラム２００６で講

演、展示・説明を行った。
リスクコミュニケーションに係るＮＩＴＥの活動の広報のため、環境省主催

の化学物質と環境円卓会議、工業会や自治体のイベントに参画したほか、業会
の勉強会の講師を務めた。

②化学物質審査規制法関連業務
今年度の実績は、以下のとおり。
( ) 化学物質審査規制法施行支援業務1
(ｱ)データベースの維持・管理、利用等

新規化学物質データベースの維持・管理、データの入力を適切に行った。
化学物質審査規制法に基づき経済産業省に届出され、化学物質審議会におい
て審査された新規化学物質の新たなデータ入力の実績は、以下のとおり。

１７年度 ３３０物質
１６年度 ３４１物質
１５年度 ３５２物質
１４年度 ２５７物質
１３年度 １７６物質

３省（経済産業省、厚生労働省、環境省）共同の化学物質情報基盤システ
ムを構築するため、仕様書を作成し、システムを開発し、３月から稼働を開
始した。

(ｲ)－１ 化学物質審査支援等
・経済産業省の工程管理表に基づいて実施している当該支援業務は、適正な化
学物質審査規制法の施行に資するものである。経済産業省、厚生労働省、環
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境省からの高い信頼を基に、改正法の施行に伴い、届出者との連絡相談窓口
をＮＩＴＥに一本化するとともに、平成１８年４月以降の審議会に係る新規
化学物質の届出資料の提出先はＮＩＴＥになった。

・届出事業者からの試験等の進め方に関する技術的な問い合わせに的確に対応
することにより、届出事業者は適切な試験の実施が可能となり、届出に係る
労力と試験費用の負担の軽減に資するものである。

・中間物等申出確認物質について、業務の効率化・高度化及び将来の３省デー
タベースへの統合を目指したデータベースを作成した。

・１８年３月からは、経済産業省に加え、厚生労働省、環境省からの依頼に基
づき、公示名称案の一元的な作成を開始した。

１７年度 １６年度 １５年度 １４年度

事前相談 件 件 － －913 614

事前ﾋｱﾘﾝｸﾞ 件 件 件 件330 341 352 257

審議会資料作成 件 件 件 件299 343 306 257
注 ）等 1

官報公示 経済 新規 件 新規 件 新規 件 新規 件188 529 256 229
名称原案 省 既存 件 既存 件 既存 件 既存 件3 95 12 21

注 ）作成 2

厚労 新規 件 － － －196
省 既存 件17

環境 新規 件 － － －196
省 既存 件41

官報公示 経済 件 件 件 件161 349 238 591
名称案 省

注 ）作成 3

厚労 件 － － －96
省

環境 件 － － －196
省

少量新規化学 物質 物質 物質 物質17,048 15,807 14,121 11,763
注 ）物質 4

低生産量 物質 物質 － －注 ）5 178 181

中間物等 物質 物質 － －注 ）6 187 215

既存化学物質
の安全性点検
分解性 件 件 （未集計） （未集計）24 22
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蓄積性 件 件23 15
（内容確認）

注１：届出された新規化学物質について、環境中での分解性、蓄積性及び人の健康影響に関する試験

データ等を精査するとともに、当該データベースを活用して審査に関連する各種調査を行い、

その結果を整理して３省合同審議会（経済産業省・厚生労働省・環境省）関連資料を作成し、

経済産業省に提出した。また、審議会（８回開催）において資料の説明等を行った。

、 、 、注２：新規化学物質及び既存化学物質について官報公示名称原案を作成し 経済産業省 厚生労働省

環境省に提示した。

、 、注３：官報公示のため 平成１５年～１７年の届出物質の官報公示名称原案について届出者に確認し

必要があれば訂正し、官報公示名称案として経済産業省、厚生労働省、環境省に提出した。

注４：申出書の内容確認(名称、構造式等)を行った。法改正に伴い実施した、オニウム塩に係る内容

確認(平成１７年度：約 物質)を含む。2,000

注５：法改正により昨年度から新たな業務となった。

注６：法改正により昨年度から新たな業務となった。中間物、閉鎖系等用途、輸出専用品の申出書の

内容（名称、構造式等）を確認するとともに、経済産業省での内部検討会及び３省合同ヒアリ

ングに参加した。

(ｲ)－２ ＧＬＰ 適合試験施設の確認支援注７）

当該支援業務は、化学物質の安全性審査において提出される試験データの
信頼性確保に資するものである。経済産業省製造産業局長あてにＧＬＰ適合
確認申請のあった試験施設について、書面審査、現地査察、報告書（案）作
成等を行った。

１７年度 １６年度 １５年度 １４年度
６件 ４件 ９件 ７件

注７： 、優良試験所基準。化学物質の各種安全性試験の信頼性を確保する手Good Laboratory Practice

段として、ＯＥＣＤにおいて１９８１年に採択された。化学物質審査規制法では、昭和５９年

３月に導入し、平成１２年３月に改正した。

(ｲ)－３ 構造活性相関手法（ＱＳＡＲ）の行政利用のための取組
既存化学物質の安全性点検（生分解性・蓄積性）における構造活性相関手

法の利用を確立するため、平成１６年度に構造活性相関委員会を設置し、平
成１７年度末までに以下について検討してきた。

・既存の予測モデルの比較・検討と最適モデルの選定した。
・予測モデルの評価フローの検討した。
・評価フローに従った個別物質の評価した。

平成１７年度は４回委員会を開催し（平成１６年度は３回開催 、蓄積性に）
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関連する水／オクタノール分配係数予測ソフト２種類及び蓄積性予測ソフト
ウェア３種類について比較・検討を行った。
また、生分解性・蓄積性の予測ソフトウェアの評価フローについて検討を

行い、その結果に基づき既存化学物質のスクリーニング評価を以下のとおり
実施した。

・未点検の１，５９８物質の生分解性・蓄積性の予測計算を実施した 。。
・上記のうち、第一種監視化学物質相当である難分解性・高蓄積性の可能性が
高い５９物質を抽出した。また、６９７物質の生分解性予測結果について、
今後の公表を見据えた取りまとめを行った。

・第一種監視化学物質相当である難分解性・高蓄積性の可能性の高い５９物質
の選定した。

・個別物質評価のための詳細評価プロトコル作成 生分解・蓄積性 評価フロー（ ）、
に従い個別２２物質の評価書を作成中 （平成１８年度に完成予定）。

・公表可能な高生産量化学物質６９７物質の生分解性予測への構造活性相関の
適用性について、今後の公表を見据えたとりまとめを実施した。

(ｳ)既存化学物質名簿の国際整合性等の利便性向上
・経済産業省の要請に基づき、第一種監視化学物質候補である３物質について
ＩＵＰＡＣ名称 を付与し、経済産業省に報告した。注８）

・既存化学物質名簿の８類（化工でん粉、加工油脂等の有機化合物）５５０物
質及び９類（医薬品等の化合物）４５９物質を対象に、ＣＡＳ番号を対応付
けた。

・化学物質審査規制法以外の法令による規制物質が化学物質審査規制法の規制
物質に該当するか否か、１１０物質についての調査を実施した。

注８： （ 、国際純正・応用化学連）が定めた元IUPAC International Union of Pure and Applied Chemistry

素名や化合物名についての国際基準（ 命名法）に従った名称。慣用名に対して系統名とIUPAC

もいう。

(ｴ)規制対象物質の管理業務支援
・第一種監視化学物質（２２物質）について

リスク評価を行うために必要な情報の収集・整理を行い、リスク評価の可
能性を検討し、可能なものについてリスク評価を行うことを目的に、経済産
業省からの委託を受け、調査を実施している。
今年度は、特に平成１７年２月にに追加指定された４物質や更に追加調査

が必要と判断された物質を重点に事業者ヒアリング、業界団体調査、国内外
のデータベース検索調査等により、製造・輸入量、使用状況、使用形態、使
用した製品等の廃棄に関する情報、物理化学的性状、環境中への排出量等の
情報収集を実施した。併せて海外での最新の規制情報、リスク評価状況等の
情報収集を実施した。
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報告された製造数量等の情報や収集された情報を基に、優先的に暴露評価
を行う２物質について選定し、それらについて専門家の助言を得ながら更な
る情報の収集・検討等を行い、暴露評価手法の検討及び試行的な暴露評価を
実施し、暴露評価実施にあたっての問題点等についてとりまとめた。

・第三種監視化学物質について
欧米の化学物質のリスク評価手法を調査し、暴露評価手法を分析・整理し

た。また、優先的にリスク評価を行う物質の選定ルールの策定のために必要
な情報の収集を行い、リスク評価スキーム概要（案）の検討を行い、策定し
た。

・化学物質の製造・輸入量実態調査について
経済産業省が国内の約 事業所に対し実施する化学物質（既存約17,166

物質・新規約 物質）の製造・輸入量実態調査について、実施要25,000 1,000
領、調査票、記入例等を作成し、事業者からの問い合わせ対応、集計等の作
業を実施。調査票の回収数は 件（約 ）であり、年度内に製造・輸11,885 70%
入量の概算集計を行い、経済産業省に報告した。

(ｵ)化学物質審査規制法改正に伴う施行支援
・第一法規出版社株式会社の依頼により「化審法実務提要」の編集を行った。
・経済産業省の依頼により、化学物質審査規制法の運用に関するＱ＆Ａ２０１
設問について妥当性の確認を行うとともに、回答（案）を作成した。

・化学物質審査規制法の適切な施行を支援として普及・啓発を図るため、経済
産業省と連携し 「化学物質審査規制法に基づく第一種特定化学物質に該当し、

（ ）」うる化学物質の毒性についての３省合同審議会の審議等について お知らせ
など、同法に関連する通知、申出手続き等のお知らせ４６件を化学物質審査
規制法関連ホームページに掲載した。当該ホームページへのアクセス数は、
約５５万１千件であった（昨年度実績約５６万４千件 。）

・延べ７団体から依頼を受けて化学物質審査規制法対応講習会へ講師を派遣し
た（７会場、聴講者約 人 。講演及び講演のサポートを行うとともに、1,000 ）
同法に関する情報提供を行った。上記講演会において、化審法審査支援業務
等の実績をアピールするとともに、ホームページを紹介した。また、講演会
場、少量新規化学物質の申出受付会場等において、ホームページＰＲビラを
配布する等の広報・普及活動を積極的に行った。さらに、海外の化学物質管
理政策担当者に対する講演（ＪＩＣＡ集団研修）も行った。

・上記①～④の業務の成果のうち、公表可能なものについては、化学物質審査
規制法関連ホームページに掲載するとともに、 物質の情報をＣＨＲＩＰ1,597
から提供した。

化学物質審査規制法立入検査業務( )2
化学物質審査規制法第３条第１項第４号の確認に係る申出内容（工程等）に

応じた技術的検査項目の設定について検討するなど、同法第３３条第６項の大
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臣指示があり次第、立入検査が実施可能な体制を整えている。
立入検査の本格実施に向けた準備のため、中間物、閉鎖系用途等の確認に係

る申出に関連して、３事業所について現地調査を行った。
、 、大臣指示を受けて ３月に経済産業省・厚生労働省・環境省の担当官と共に

中間物／閉鎖系用途の確認に係る事業所に対して立入検査を１件実施した。

( ) 国内外の情報収集及び国際機関等の活動への参画3
ＯＥＣＤ新規化学物質タスクフォース会合（４月）に出席し、作業進捗状況

の確認や今後の作業計画や課題への対応を行った。また、新規化学物質ワーキ
ンググループ会合（１１月）に出席し、情報の収集や課題への対応、パラレル
プロセス で審査されている届出物質の分解性の評価に関するショートプレゼ注９）

ンテーションを行った。
化学物質の有害性データのテンプレートの調和を図る作業に対して 分解性・、

蓄積性・水／オクタノール分配係数の評価のためのテンプレートについて、化
学物質審査規制法の様式項目との比較を行い、意見を提出した。

（ 、 、 ）ＯＥＣＤのＨＰＶグローバルポータル運営グループ会合 ４月 ９月 ３月
及び電話会合（７月、１月）に参加し、情報収集・意見提出を行った。
ＯＥＣＤの（Ｑ）ＳＡＲグループで作成中の（Ｑ）ＳＡＲの行政利用に関す

るガイダンス文書に掲載する資料として、生分解性予測モデルの評価レポート
を２モデルについて作成し、同グループに提供した。

化学物質生物蓄積性小委員会の 生物蓄積性データワーILSI-HESI In vivo注１０）

クショップ（１１月）において、我が国の生物濃縮性試験データベースに関し
て講演し、同グループが作成する生物濃縮性国際データベースの設計に貢献し
た。

注１１ 主催の生分解性予測モデルＣＡＴＡＢＯＬを評価するためのワーIQF ）
クショップ（２月）において、当機構が実施したＣＡＴＡＢＯＬの検証結果に
ついて講演を行うとともに、パネラーとして同モデルの評価に関する議論に参
加した。

注９：新規化学物質の届出の相互受入れ（ＭＡＮ）において、これに加入する政府間で届出を並行処

理すること。

注 ： 、国際生命科学協10 International Life Sciences Institute - Health and Environmental Sciences Institute

会。米国で設立された非営利の団体。科学的な視点で人健康や環境に関する研究や活動を支援

する組織。

注 ： 、動物実験削減のための国際構造活性相関11 International QSAR Foundation to Reduce Animal Test

財団。動物実験削減のため安全性評価における 手法開発を促進することを目的に設立さQSAR

れた非営利団体。

③化学物質排出把握管理促進法関連業務



- 43 -

( ) 化学物質排出把握管理促進法（化管法）に基づく届出の集計処理業務を以下1
のとおり実施した。
今年度の届出件数は、 件であった。このうち、電子届出は、届出シス40,341

11,600テム等の改良 電子届出の普及・啓発活動などにより 昨年度の約３倍の、 、
件に達した。
昨年度は書面による届出に係る定型的作業の一部について、アウトソーシン

グを試行したが、今年度は届出の受付作業も合わせてアウトソーシングを試行
して、ＮＩＴＥ内の作業の効率化を図った。一方、届出管理システムの本格運
用により自治体の事務処理を効率化した。これにより、職員の１人減少にもか
かわらず、データの精度を維持しながら、過去４年分のデータの修正・再集計
を含め、昨年より早く届出データの電子ファイルへの記録、集計結果の作成を
終了して経済産業省に提供できた。結果として、経済産業省・環境省によるＰ
ＲＴＲ集計結果の公表が昨年より約１か月早まった。
さらに、集計結果公表と同時に公表される報告書の作成のため、今年度届出

データを解析し、結果を経済産業省に提供した。
なお、電子届出の増加と届出管理システムの本格運用により、事業者、自治

体等からシステムの使用方法等に関する問い合わせが大幅に増加し、昨年度
（ 件）の約３倍の 件（特に、６月だけで 件）であったが、シ1,394 4,130 1,263
ステムサポートをアウトソーシングし効率的に対応したため、事業者による期
間内の届出、自治体による円滑な事務処理が達成できた。問い合わせ内容をＱ
＆Ａとして取りまとめてホームページに掲載するとともに、問い合わせ対応マ
ニュアルを作成し来年度以降に備えた。
また、事務処理の効率化及び精度向上に有効な電子届出システムの利用の普

及のため、昨年に引き続き、講習会等でのパンフレットの配布、書面及び磁気
ディスクによる届出を行った事業者に対するダイレクトメールの送付により、
電子届出の一層の普及に努めた。

、 、自治体等が使用するシステムについては 操作性の向上のための改良を行い
。 、事務処理の効率化を図った 今後のシステム改良等による更なる効率化のため

問い合わせ内容から事務処理やシステム等に関する要望や問題点を抽出・整理
した。

( ) 化管法に係る普及啓発、事業者の自主管理の支援等のため、以下のような取2
組を行った。
(ｱ)化管法関連情報のホームページを通じた提供

化管法に関するホームページを迅速に更新し、常に最新の情報を提供するよ
う努めた。技術的内容については、ＮＩＴＥ独自で収集・調査・解析したもの
を提供する努力をしており 「平成１５年度のＰＲＴＲ排出量マップ 「平成、 」、
１６年度取扱量調査報告書 「平成１５・１６年度取扱量調査の集計結果デー」、
タ 「平成１６年度ＭＳＤＳ 制度調査報告書」などを提供した。また、電」、 注）

子届出に関するＱ＆Ａを追加、電子届出システム操作マニュアルを更新するな
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ど、増加した電子届出事業者に対する情報提供を特に強化した結果、アクセス
数は、以下のとおり大幅に増加した。

１７年度：約１３２，０００件／月
１６年度：約 ８２，０００件／月
１５年度：約 ８６，０００件／月
１４年度：約 １８，０００件／月
１３年度：約 １１，０００件／月

また、化管法に関する情報を海外に提供するため、英語版化管法ホームペー
ジに「平成１５年度ＰＲＴＲデータの概要 （８月 「ＰＲＴＲ届出データの」 ）、
２００１～２００３年の比較 （１０月）を追加しており、アクセス数は、以」
下のとおり着実に増加した。

１７年度：約８，０００件／月
１６年度：約５，７００件／月
１５年度：約５，６００件／月
１４年度：約 ３４０件／月

(ｲ)問い合わせ対応、講師派遣による普及・啓発
化管法に関する事業者等の問い合わせに対応し、説明会に講師を派遣した。

特に、講師派遣については、従来から実施している化管法及び排出量算出方法
に関する説明だけでなく、ＰＲＴＲデータの活用に関する講演、海外の化学物

（ ） 、 、質管理政策担当者に対する講演 ＪＩＣＡ集団研修 などを行い 従来に比べ
内容、対象受講者ともに広範な活動となった。
・照会への対応：２８４件
・化管法に関連する講演会への講師派遣及び説明会の開催等

内容 受講者 主催者 回数
(延べ)

化管法一般 事業者 中小企業基盤 ５回
整備機構

届出内容確認システム 自治体担当者 経済産業省 ２回
の使用方法
届出管理システムの使 関係省庁担当 ＮＩＴＥ １回
用方法 者
ＰＲＴＲデータ 業界団体関係 業界団体 １回

者
ＰＲＴＲデータ活用 一般 ＮＥＤＯ ４回
我が国のＰＲＴＲデー 海外の化学物 ＪＩＣＡ ２回
タ確認の実際 質管理政策担

当者
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(ｳ)事業者の化学物質管理に係る支援
昨年度から検討が開始された、化学物質管理マニュアル作成委員会及びワー

キンググループに積極的に参画し、化管法に係る技術の専門家として助言して
いる さらに 完成したマニュアルを化管法ホームページに掲載し ダウンロー。 、 、
ドできるようにしている。アクセス数は３８８５にのぼり、事業者の自主管理
の推進に貢献している。
・ホームページに掲載した工程：めっき、洗浄、有機合成
・マニュアルを作成した工程 ：印刷、塗装、貯蔵

注： 、化学物質等安全データシート。化学物質の物質名、成分・含有量、物Material Safety Data Sheet

理・化学的性質、有害性、貯蔵／取扱い上の注意、事故時の応急措置、譲渡／提供者名・住所な

どを記載した文書。

( ) 化管法に関連する情報の収集、国際会議における我が国の化管法に関連する3
情報の提供等を以下のとおり行った。
(ｱ)国際会議等への対応

ＰＲＴＲタスクフォース会合（４月、３月）に参加し、我が国のＰＲＴＲの
実施状況について発表するとともに、情報収集及び我が国のＰＲＴＲに関する
情報提供を行った。また、ＰＲＴＲタスクフォース会合、化学品合同会合のＰ
ＲＴＲに関連する部分の説明資料及び対処方針案を作成するとともに、タスク
フォースの作業グループからの３回のアンケートについて、原案を作成し、経
済産業省・環境省との意見調整を行いＮＩＴＥから回答するなど積極的に対応
した。
以上により、ＯＥＣＤのＰＲＴＲに係る活動の情報の収集及び国際整合性の

確保に貢献した。
(ｲ)ＭＳＤＳ制度に関する調査

委託により海外のＭＳＤＳ制度及び普及状況の調査を実施した。欧米等主要
国の制度について調査するとともに、６か国４７機関へのインタビューにより
実態を調査し、化管法ＭＳＤＳ制度との比較を行った。
また、昨年度実施した国内調査結果について 「平成１６年度ＭＳＤＳ制度、

調査報告書 （１月）をホームページに掲載するとともに、ＮＩＴＥ化学物質」
管理フォーラム２００６展示・説明会でポスター発表等を行った。

(ｳ)ＰＲＴＲ対象物質取扱量実態調査
昨年度に引き続き、取扱量実態調査を実施した。約44,500事業者に調査票を

送付し、約 事業者から回答を得た。15,900
調査票の送付方法、調査項目の記載方法などを改善したため、調査票の回収

排出源別排出量率が昨年の から に上昇した。昨年度から追加された26.9% 35.8%
調査項目を追加した。これらにより、対象業種を営む推計方法の精度確保のため、

に貢献した。事業者からの排出量の推計の精度向上
委託事務処理の効率化等によりデータ提出期限を昨年度より２か月早また、
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い１１月に設定し、推計データの早期作成に貢献した。
さらに、平成１５年度及び平成１６年度の調査報告書を約４００部印刷し、

関係機関・関係者に配布し 「平成１６年度取扱量調査報告書 「平成１５・、 」、
１６年度取扱量調査の集計結果データ」をホームページに掲載した。

(ｴ)化管法対象物質の予備調査
化管法対象物質の見直しのための予備調査として、ＣＨＲＩＰに収録されて

いる約２万物質から有害性情報のスクリーニングを行い、対象となる可能性の
ある非既存化学物質約７００物質を抽出し、製造・輸入量実態調査時に追加調
査する物質リストとして提供した。さらに、既存化学物質約 物質（仮）1,000
を抽出し、来年度に本格実施される対象物質見直しのための暴露量検討の基礎
情報として提供した。これらの物質についての製造・輸入量実態調査結果は、
化管法対象物質見直し時の暴露情報の一つとして活用される見込み。

④化学兵器の禁止及び特定物質の規制等にする法律関係業務

化学兵器の禁止及び特定物質の規制等にする を的確に実施していくために必法律

要な業務を次のとおり実施した。

( ) 同法３０条第５項に基づく国際機関による検査等の立会い業務を、同条第６1
項に基づく経済産業大臣の指示に従って的確に実施し、その結果を定められた
期限内で速やかに経済産業大臣に報告した（検査においてオンサイト分析は実
施されなかった 。）
なお、我が国の国際検査において初めて、国際検査団の我が国政府機関（Ｎ

ＩＴＥ）訪問を実現させ、ＮＩＴＥの国際的なアピールに大きく貢献した。

( ) 同法３３条第４項に基づく許可事業者への立入検査等を、同条第５項に基づ2
く経済産業大臣の指示に従って１２月末までに的確に実施し、その結果を定め
られた期限内で速やかに経済産業大臣に報告した。１月に経済産業大臣から指
示された事業者の一部に対しても、年度内に立入検査を行った。また、１月に
経済産業省を招き 「平成１７年度立入検査反省会」を開催した。、

( ) 上記の立会い業務及び立入検査等業務を的確に実施するため、3
以下の措置を講じた。

(ｱ)同法に規定された特定物質、指定物質及びこれらの関連物質の分析能力の維
持・向上を図るため、６～７月にＮＩＴＥ九州支所において第１回目の模擬分
析を、８月～９月にＣＥＲＩと合同分析実験を、１２月に第２回目の模擬分析
をそれぞれ実施した。また、１月に経済産業省及びＣＥＲＩを招き 「模擬分、
析・合同分析実験報告会」を開催した。
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(ｲ)国際検査対象事業所に対する実態調査を、経済産業大臣の指示に従って的確
に実施し、その結果を定められた期限内で速やかに経済産業大臣に報告した。

、(ｳ)職員２人をオンサイト分析に必要なマススペクトル解析の外部研修に派遣し
分析の質の向上に資した。国際機関の最新の装備品（可搬型ガスクロマトグラ
フ質量分析計）と同一のものを立会者装備品として平成１８年度から導入する
ため、国際入札を行った。

(ｴ)申立査察が日本において実施された場合の我が国における受入れ体制を整備
するため、経済産業省と外務省が設定した検討会（関係省庁：経済産業省、外
務省、警察庁、防衛庁）に、我が国唯一の申立査察訓練参加者として参加し、
その検討に資した。検討会は、今後とも継続される見込みであり、引き続きＮ
ＩＴＥの知見が求められている。また、申立査察の装備品の輸入手続きについ
て調査し、経済省産業省に報告した。

( )適合性評価分野3

①工業標準化法に基づく試験事業者登録関係業務（ＪＮＬＡ）及び②計量法に基づ
く校正事業者認定関係業務（ＪＣＳＳ）

( )1
(ｱ)ＪＮＬＡ
・申請受付け： １７年度 ８３件（うち、既認定事業者の登録申請５５件、

新規事業者２８件）
１６年度 ２６件
１５年度 ９件
１４年度 ６件
１３年度 １５件

・評定委員会開催：１７年度 ７回
１６年度 ７回
１５年度 ６回
１４年度 ６回
１３年度 ６回

・登録件数： １７年度５１件（うち１７年度申請分３４件、１６年度申
請分１７件）

１６年度 １６件
１５年度 ３件
１４年度 １０件
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１３年度 １８件

・６０日を超える評定委員会での審議待ち件数：
１７年度 ６０件中０件
１６年度 １０件中０件
１５年度 ３件中０件
１４年度 １０件中０件
１３年度 １８件中２件

・登録申請から通知までの期間
１７年度に処理した案件には、標準処理期間（１５０日）を超えたものはな
い。また、登録申請から登録通知までの期間が１年を超えたものもない。

・不確かさガイダンス文書等
ＪＮＬＡ抗菌性試験に係る技術情報の改訂及び抗菌性試験（ＪＩＳ Ｚ２８

０１ ５．２及びＪＩＳ Ｌ１９０２ １０ ）について、新規にＪＮＬＡ不確．
かさ見積もりのガイドを制定・公表し、申請者の利便性の向上を図った。

・新ＪＮＬＡ制度施行のためのインフラ整備
ＪＩＳ規格の改正、区分追加の要望等に対応するため、技術委員会及び技

術分科会を開催（合計１０回）し、公表している登録区分のすべてについて
見直しを行い、見直しの結果を経済省に報告した。

、 、見直し結果は 平成１７年１０月１７日の登録区分改正の告示に反映され
登録区分は制度発足時の４８２区分から現在５０９区分に拡大されている。
なお、登録区分の見直し作業は引き続き行い、経済省の登録区分告示改正作
業を支援する。

・普及活動
ＪＮＬＡ制度の普及及び登録試験事業者への広報ツール提供のため、リー

フレットを３種類作成し、展示会等で配布するとともにホームページで公開
した。また、外部機関からの要請に基づき、新ＪＩＳ制度及び新ＪＮＬＡ制
度の解説セミナーに講師を派遣した。

・説明会
認定・登録制度に係る説明会を、ＪＣＳＳ、ＭＬＡＰと共同で

１月に開催した技術情報セミナーで実施。
１７年度 １回
１６年度 １回
１５年度 １回
１４年度 １回
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１３年度 ２回

(ｲ)ＪＣＳＳ

・申請受付け： １７年度 ６３件
１６年度 ４７件
１５年度 ３７件
１４年度 ５０件
１３年度 ３５件

・評定委員会開催：１７年度 ６回
１６年度 ６回
１５年度 ６回
１４年度 ７回
１３年度 ６回

・登録件数： １７年度 ５４件（うち１７年度申請分２５件、１６年度申
請分２９件）

１６年度 ４１件
１５年度 ３７件
１４年度 ４６件
１３年度 ２１件

） 、 。注 登録件数には 平成１７年６月末までの旧ＪＣＳＳ制度の認定件数を含む

・６０日を超える評定委員会での審議待ち件数：
１７年度 ５４件中 ０件
１６年度 ４１件中 １件
１５年度 ３７件中 ０件
１４年度 ４６件中 ０件
１３年度 ２１件中１４件

・登録申請から通知までの期間
１７年度に処理した案件には、標準処理期間（１５０日）を超えたものは

なかった。また、登録申請から登録通知までの期間が１年を超えたものもな
い。

・技術委員会、技術分科会
計量法改正に伴うＪＣＳＳ制度の変更、横断的な基準文書の改正等に必要

な技術事項を検討するため、技術委員会を２回開催した。
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さらに各量において、既存文書の改正、技能試験運営等に必要な技術事項
を検討するため、技術分科会を合計３６回開催した。また、標準供給体制が
整備された粘度及び体積について２分科会を新たに設置し、必要な検討を開
始した。
この他にも将来的にＪＣＳＳで立ち上げる可能性のある先端技術分野の量

について、経済省知的基盤課、産総研及び産業界関係者との事前検討会合・
、 。打ち合わせに積極的に参加し 迅速な認定の立ち上げができるよう支援した

・ガイダンス文書
、「 」、「 」、「 」、既存文書の必要な改正とともに トルク 平面度 一次元回折格子

「座標測定機 「液体体積計（メスシリンダー、フラスコ 「光減衰量」」、 ）」、
について技術的適用指針文書を新たに制定・公表し 「トルク 「平面度 、、 」、 」
「液体体積計（メスシリンダー、フラスコ 」について「不確かさの見積もり）

」 、 。に関するガイド 文書を新たに制定・公表し 申請者の利便性向上を図った

・説明会
認定・登録制度に係る説明会を、ＪＮＬＡ、ＭＬＡＰと共同で１月に開催

した技術情報セミナーで実施 （再掲）。
１７年度 １回
１６年度 １回
１５年度 １回
１４年度 １回
１３年度 ２回

・計量法改正に伴う説明会
１７年７月に施行された改正計量法による新ＪＣＳＳ制度の手続きについ

て、関係団体・工業会との共催説明会や工業会内部の勉強会での講演を５月
に２回、６月に６回行い（延べ数百名が参加 、新ＪＣＳＳ制度の普及に大き）
く貢献した。

・ＪＣＳＳに係る普及・広報活動
イ ＪＣＳＳ及び認定に係る周辺情報の普及・広報のため ２回の展示会 東、 （
京 、計測標準フォーラム及び全国数箇所での各種講演会に講師を派遣し、）
ＪＣＳＳ制度等の紹介を行った。また、新規立上げ分野であるトルク、体
積について説明会を行った他、運用変更のある分野についても説明会を実
施した。
展示会については、特に１１月の計測展２００５ＴＯＫＹＯでは、ＪＣ

ＳＳ・ＡＳＮＩＴＥ校正事業者スタンプラリーを主催し、ＪＣＳＳやＡＳ
ＮＩＴＥの事業者が着実に増加していることをＰＲすべく横断的な広報活
動を展開し、スタンプラリー参加者は２２５名と非常に好評であり、展示
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会参加の事業者内部においてもＪＣＳＳに対する教育・啓発に寄与した。
また、工業会等の普及委員会等に委員として３名が参加するとともに、

様々なルートを活用して広く産業界にＪＣＳＳ制度の意義・メリットにつ
いて積極的にアピールを行った。
特に、１７年度より発足したＮＭＩＪ計測クラブにおいても、量別担当

者が会合に参加し、計量標準供給やＪＣＳＳをめぐる情報収集、情報交換
に努めた。

ロ ＪＣＳＳの満足度調査や定期検査において、ＩＳＯ ９０００等の審査
員の計測のトレーサビリティに対する理解不足についてのコメントが認定
事業者から多く寄せられたため、産業界における活用を促すべく、昨年度
に引き続きＩＳＯ ９０００等の審査登録機関・審査員研修機関向けにＪ
ＣＳＳの説明会を２月に１回開催した。

ハ 広報支援ツールとしてＪＣＳＳ校正証明書の意味を説明するクリアフォ
ルダを作成し 展示会等で配布しＰＲする他 ホームページに認定センター、 、
が作成した各種広報ツールを掲載したページ「ＰＲお役立ちＢＯＸ」を設
置し 事業者の社内教育 顧客への制度説明等への活用等 事業者へのサー、 、 、
ビス向上を図った。

( )ＪＮＬＡ、ＪＣＳＳ及びＭＬＡＰの各プログラム共同で審査員の増強を図るた2
め次のとおり研修等を実施した。

・試験所・校正機関認定審査員研修
１７年度 ３回
１６年度 ３回
１５年度 ２回
１４年度 ２回
１３年度 ３回

・審査員新規登録数
（ ， （ ）１７年度 １５名 ＪＮＬＡ１５名 ＪＣＳＳ１３名 重複登録あり

１６年度 ＪＮＬＡ ２６名；ＪＣＳＳ １名
１５年度 ＪＮＬＡ １０名；ＪＣＳＳ １３名
１４年度 ＪＮＬＡ １３名；ＪＣＳＳ ９名
１３年度 ＪＮＬＡ １８名；ＪＣＳＳ １３名

・審査員連絡会（審査員への最新情報の提供）
１７年度 ４回
１６年度 ３回
１５年度 ２回
１４年度 ２回
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１３年度 ２回

・審査員研修（共通）
ＩＳＯ／ＩＥＣ Ｇｕｉｄｅ５８からＩＳＯ／ＩＥＣ １７０１１への移行

及びＩＳＯ／ＩＥＣ １７０２５の改正に伴い、審査員研修テキストの見直し
を行い改正するとともに 「読むテキスト」から「見て理解し易いテキスト」、
へ刷新した。

・技術アドバイザーの登録
審査員研修受講者等から、新規にＪＮＬＡ１０名、ＪＣＳＳ２２名の技術

アドバイザーを登録した。

・ＪＮＬＡ技術研修
繊維担当審査員２２名に技術研修を実施し、繊維関係のＪＩＳ規格改正に

係る最新情報を周知した。また、抗菌性試験に係る技術研修を１７名の化学
系等の審査員に実施し、抗菌性試験に係る技術情報を提供し、申請件数の多
い繊維分野及び抗菌分野の審査体制強化を図った。
更に、試験における測定の不確かさの評価を適切に実施するため 「ＩＡＪ、

ａｐａｎ審査員のための不確かさ研修」を東京、名古屋、大阪で実施。従来
の初級コースに加え中級コースを新設。主にＪＮＬＡに携わっている審査員
７８名が参加し、審査員の技術能力向上を図った。

・ＪＣＳＳ技術研修
ＪＣＳＳでは、独自に産総研での長期研修修了者に対してのフォローアッ

プ研修として 「圧力 「質量 「温度 「電気」を行った。また、審査員、 」、 」、 」、
「 」、「 」、「 」、を対象とした校正技術研修として 体積・密度 ゲージ類 音響・振動

「長さ・角度」についての研修を実施した。
１７年度 フォローアップ研修 ４回、技術研修 ４回
１６年度 フォローアップ研修 ４回、技術研修 ４回
１５年度 フォローアップ研修 ３回、技術研修 ２回
１４年度 フォローアップ研修 ３回、技術研修 ２回
１３年度 フォローアップ研修 ３回、技術研修 １回

( )3
(ｱ)法律に基づく立入検査は、ＪＮＬＡで事務所移転に伴い２件実施した。
イ ＪＮＬＡ立入検査実績

１７年度 ＪＮＬＡ ２件
１６年度 ＪＮＬＡ １件
１５年度 ＪＮＬＡ ２件
１４年度 ＪＮＬＡ ０件
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１３年度 ＪＮＬＡ ０件
ロ ＪＣＳＳ立入検査実績

１７年度 ＪＣＳＳ ０件
１６年度 ＪＣＳＳ ０件
１５年度 ＪＣＳＳ ０件
１４年度 ＪＣＳＳ ４件
１３年度 ＪＣＳＳ ８１件

(ｲ)昨年度発刊された認定機関に対する新国際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ １７０１
１）への適合のため、迅速にマネジメントシステムの見直しを行い、システ
ム文書の改正、審査員への周知、内部監査、マネージメントレビューを実施
した後、平成１７年末に完全適合を確認しＡＰＬＡＣに報告した。
また、ＩＬＡＣ及びＡＰＬＡＣの相互承認を維持するため、相互承認を希望
する認定事業者について、平成１４年度から実施している定期検査を次のと
おり実施した。

イ ＪＮＬＡ定期検査実績

・申込み受付： １７年度 ６件（既認定事業者の登録審査への移
行により減少）

１６年度 ４８件
１５年度 ５４件
１４年度 ５３件

・継続通知件数： １７年度 ９件（うち１７年度実施分６件、１６
年度実施分３件）

１６年度 ４５件
１５年度 ６６件
１４年度 ３９件

・定期検査における事務処理期間
１７年度：最大６４日、最小６日、平均３７日
１６年度：最大６９日、最小７日、平均３２日
１５年度：最大９７日、最小９日、平均３９日
１４年度：最大６０日、最小４日、平均２５日

ロ ＪＣＳＳ定期検査実績
・申込み受付： １７年度 ５１件（既認定事業者の登録審査への

移行により減少）
１６年度 ６８件
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１５年度 ６１件
１４年度 ５１件

・継続通知件数： １７年度 ５２件
１６年度 ６１件
１５年度 ４５件
１４年度 ６０件

・定期検査における事務処理期間：
１７年度：最大１２５日、最小３０日、平均７０日
１６年度：最大 ８２日、最小 ４日、平均３７日
１５年度：最大 ７７日、最小 １日、平均３２日
１４年度：最大 ５８日、最小 ２日、平均３１日

(ｳ)認定事業者等の能力を確認するため、技能試験を次のとおり実施した。
イ ＪＮＬＡ

３分野３プログラム（①土木・建築分野、②化学品分野、③給水・燃焼機
器／化学品分野）の技能試験の実施を公表。参加試験所数が計画（９事業者
以上）に満たなかった③の技能試験を除く２プログラムを適正に実施中。な
お、電気分野についてはＭＲＡ維持に必要な対象事業者が１者のみであった
ため、測定監査 として技能試験を実施した。注

また、外部機関等が実施する技能試験２プログラム（繊維分野：耐光・汗
耐光堅ろう度試験他、土木・建築分野：コンクリート圧縮強度試験）につい
て承認を行い、活用している。

技能試験： １７年度 技能試験 ３分野４プログラム
参加者数 国内 １１５事業者

海外 なし
１６年度 技能試験 ４分野５プログラム

参加者数 国内 １１２事業者
海外 １４事業者

１５年度 技能試験 ７分野６プログラム
参加者数 国内 １３５事業者

海外 ３６事業者
１４年度 技能試験 ７分野７プログラム

参加者数 国内 １７０事業者
海外 ５７事業者

１３年度 技能試験 ７分野８プログラム
参加者数 国内 １８５事業者

海外 ３事業者
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また、申請事業者に対して２件の測定監査（電気分野、抗菌分野）を実施
した。

測定監査： １７年度 ２件
１６年度 ２件
１５年度 ２件
１４年度 ０件

注）測定監査とは、ＮＩＴＥと認定・登録申請事業者とがそれぞれ１対１
で行う技能試験をいい、年度計画に基づき実施する技能試験を待ってい
ては迅速な認定・登録通知が困難である場合などに計画とは別に実施す
るものである。コスト面・効率面では不利であるが、ＪＮＬＡ及びＪＣ
ＳＳでは、申請事業者が希望する迅速な認定通知に応えるため、現行人
員の範囲内で測定監査を実施する体制を整えている。

ロ ＪＣＳＳ
持ち回りによる技能試験を４プログラム（電気２、温度１、圧力１）を開

始した。また、外部機関等が実施する技能試験６プログラム（長さ２、電気
４）について承認を行い、活用している。
また、ＡＰＬＡＣ主催の長さの技能試験にＪＣＳＳ登録事業者から６事業

所が参加し、ＫＯＬＡＳ（韓国）主催の技能試験５プログラム（長さ、電気
２、質量、温度）に２７事業所が参加した。

技能試験：１７年度 技能試験 １０プログラム
参加者数 ９３事業者

１６年度 技能試験 ９プログラム
参加者数 ３５事業者

１５年度 技能試験 １０プログラム
参加者数 ８３事業者

１４年度 技能試験 ３プログラム
参加者数 ５０事業者

１３年度 技能試験 ８プログラム
参加者数 ６４事業者

また ＪＣＳＳについては 申請事業者に対して２１件の測定監査を行っ、 、
た。

測定監査： １７年度 ２１件
１６年度 ２２件
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１５年度 ２０件
１４年度 ２１件

( )ＩＬＡＣ総会（ニュージーランド）及びＡＰＬＡＣ総会（タイ）に参加すると4
ともに、４つの委員会等を日本に招致し、国際機関への人的及び技術的貢献を積
極的に行った。また、認定機関の二国間協力にも積極的に取り組んだ。

(ｱ)ＩＬＡＣ
ＩＬＡＣ認定委員会を平成１７年４月に日本で開催し、ホスト国として貢

献。また、平成１７年９月にニュージーランド（オークランド）で総会が開
催され、ＭＲＡ評議会、ＭＲＡ委員会及び認定委員会に専門委員として参加
した。

、 、 。当該委員会において積極的に発言し その結果 多くの意見が反映された
例えば、試験所がＩＬＡＣ／ＭＲＡマークを宣伝媒体に使用することが可能
となり、認定試験所の宣伝効果が高まった。また、ＭＲＡに係る評価レポー
トがメンバーに配布されるようになり、ＭＲＡの透明性が向上した。

、 、認定委員会においては 技術レベルの高さ及び積極的な国際貢献を背景に
認定センター職員が校正等検討ＷＧの議長に選出された。

(ｲ)ＡＰＬＡＣ
ＡＰＬＡＣ理事会、ＭＲＡ評議会、ＭＲＡ主任評価員研修を平成１７年４

月に日本で開催し ホスト国として貢献 また 平成１７年１１月にタイ チェ、 。 、 （
ンマイ）で総会が開催され、理事として理事会に参加するとともに、ＭＲＡ
評議会、技術委員会、技能試験委員会、教育訓練委員会及び広報委員会に専
門委員として参加した。
ＭＲＡ評議会においては、ＭＲＡメンバーの新規加入・継続の審議を行う

とともに、ＩＡＪａｐａｎがＷＧ議長として行っているＭＲＡ文書の改訂に
関する検討結果の報告等を行った。また、ＭＲＡ評議会ではＭＲＡの信頼性
向上のため、他国認定機関のＭＲＡ評価報告に対して積極的に発言した。
ＡＰＬＡＣ総会では役員選挙が行われ、今年任期切れとなる認定センター

所長が理事として再選された（任期は２年 。）
技術委員会では認定センター職員が技術委員会委員長を務め、多くの技術

的議題を取りまとめ、主導的役割を果たした。

(ｳ)ＡＰＬＡＣ／ＭＲＡ評価員の派遣
、 （ 、ＡＰＬＡＣからの要請により 評価チームメンバーとして４回 アメリカ

フィリピン、メキシコ、台湾）４名、評価チームリーダーとして１回（アメ
リカ）１名をＭＲＡ評価に派遣し、ＭＲＡ評価の信頼性及び透明性の確保に
貢献した。
なお、ＡＰＬＡＣには１７名の評価員等を登録している。
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(ｴ)ＡＰＬＡＣ技能試験の提供
ＡＰＬＡＣに２つの技能試験プログラム（ゲージブロックの校正に係る技

能試験、熱伝導率の試験に係る技能試験）を提供し、ＭＲＡ評価の信頼性の
向上に努めるとともに技術的貢献を果たした。

(ｵ)国際規格等作成への参画
国際標準化機関(ＩＳＯ)等の適合性評価に関連する国際規格等作成委員会

に委員として積極的に参加し、延べ１４回１４人をスイス、フランス、パナ
マ等に派遣した。
なお、参加した委員会は次のとおり。

・ＩＳＯ適合性評価委員会（ＣＡＳＣＯ）のＷＧ２１
（認証機関の認定に係る要求事項）
・ＩＳＯ適合性評価委員会（ＣＡＳＣＯ）のＷＧ２３
（適合性評価機関に対する要求事項の共通的要素）
・ＩＳＯ／技術委員会（ＴＣ）１７６
（マネ－ジメントシステムの認証に係る要求事項）
・国際度量衡局（ＢＩＰＭ）等合同委員会（ＪＣＧＭ）
（国際計量基本用語）

(ｶ)国際支援活動
独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）の実施する計量標準に係る国際協

力プロジェクトであるタイ国家計量標準研究所(ＮＩＭＴ)技術移転プロジェ
クトにおいて、国際基準（ＩＳＯ／ＩＥＣ １７０２５）に適合する品質マ
ネジメントシステム及び技術能力の構築に係る支援として、ＮＩＭＴに短期
専門家等を計２回３名派遣した。

(ｷ)日韓計量計測標準定期協議に経済省知的基盤課、産総研ＮＭＩＪとともに参
加し、協議を行った。また、韓国の認定機関ＫＯＬＡＳと認定に係る技術協
力に関するＭＯＵを締結した。これにより、技能試験に留まらず、認定運営
に関する幅広い協力が可能となった。

(ｸ)ＪＩＳＣ／ＷＧ１（適合性評価部会）に設置されたＪＩＳ化ＷＧ （Ａ，Ｂ，
Ｃ）において国際標準化機構で制定された（制定予定の）国際規格、ガイド
に係る翻訳ＪＩＳ作成のための会議に延べ１４回２８名を派遣し、翻訳作業
に参加した。

(ｹ)ＩＳＯ／ＴＣ６９（統計的方法の応用）のＳＣ６の国内委員会
に委員として延べ２回２名を派遣した。同ＴＣが作成したＩＳＯ／ＴＳ ２１
７４８（計測の不確かさの推定における繰り返し性、再現性及び真度の推定



- 58 -

値の使用の手引）のＪＩＳ原案作成委員会の委員として原案作成に貢献して
いる。

( )認定機関連絡会5
認定機関連絡会を３回開催し、認定制度普及のための広報、技能試験の相互

利用、審査員等への教育訓練の共催、国際貢献の相互支援等について意見交換
を行った。
また、技術情報セミナーを共催し、本年度はＩＳＯ／ＩＥＣ １７０２５の

改正と技能試験をトピックとし、技術情報を提供することにより、認定機関間
の情報共有、申請者の利便性向上、審査員等の審査能力（評価技術）の向上を
果たした。この他、ＩＳＯ／ＩＥＣ １７０２５修正規格ＪＩＳ化ＷＧ（ＪＩＳ
Ｃ)からの要請に基づき、同規格翻訳案文の審議に認定機関連絡会が利害関係団
体として参加し、３回の会議を開催して認定機関のコメントをまとめるなど、
認定機関連絡会の事務局として意見とりまとめの中心的役割を担った。

( )ＪＮＬＡ及びＪＣＳＳに係る調査研究・アンケート調査等6
(ｱ)ＪＮＬＡ制度の信頼性を向上させ、その適切な普及を図るために次の調査を
行った。
イ 抗菌分野の技能試験については、平成１５年度に開発した技能試験サン
プルと異なるより均一性に優れているサンプルの開発を目指して適切な外
部機関を選定し、１６年度から２年間の委託を実施している。これまでサ
ンプル開発委員会を３回、開発ＷＧを３回開催した。

ロ 新ＪＮＬＡ登録制度の新たな登録区分の中で、申請が多くあるものと予
測される５分野 に係る試験について不確かさの要因の調査を計画し、注

専門の外部機関（６機関）に調査委託を行った。
注）５分野（土木・建築分野、鉄鋼・非鉄金属分野、化学品分野、繊維分
野、医療・福祉・保安用品分野）

(ｲ)ＪＮＬＡ及びＪＣＳＳの申請・認定事業者に対して審査・検査の満足度に係
、 、るアンケート調査を行い その結果を審査員連絡会において審査員に周知し

審査レベルの均一化を図った他 さらにＪＣＳＳについては 計測標準フォー、 、
ラムにおいて認定センターの制度改善の取り組み事例紹介として講演を行っ
た。
アンケート回収率

ＪＮＬＡ ５２％（８２件中４４件回収）
ＪＣＳＳ ７４％（１０３件中７６件回収）

なお、未回収事業者については１７年度末に再調査を実施した。

特にＪＣＳＳについては、次回の計量法大改正に向けた検討ワーキンググルー
プに制度運用等の事業者からの要望を積極的に提言している。
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③ダイオキシン類等極微量分析証明事業者等認定関係業務

( )計量法に基づく特定計量証明事業者認定関係業務について、次のとおり実施し1
た。

・申請受付け： １７年度 １００件（うち更新申請９４件）
１６年度 １４件
１５年度 １９件
１４年度 １２１件

・評定委員会開催：１７年度 １４回
１６年度 ７回
１５年度 １０回
１４年度 １３回

・認定件数： １７年度 ８９件(うち更新件数８６件。１６年度申請分１０
件、１７年度申請分７９件。１７年度申請
分認定拒否１件、取下げ２件）

１６年度 ８件
１５年度 ２５件
１４年度 ８８件

・認定申請から通知までの期間
、 （ ）１７年度に処理した認定案件のうち ７件について標準処理期間 １００日

を超えた。
これは、ＮＩＴＥ認定分に加え、日本適合性認定協会（ＪＡＢ）で認定を受

けていた事業者からの更新申請が集中することが予想されたため、その対策と
して事業者に早めに申請（有効期限の６ヶ月前から申請）をするように協力要
請を行ってきたが、有効期限間際になって申請をしてきた事業者があったため
である。有効期限が切れた事業者は一時的に業務を行うことが出来なくなって
しまうため、事業者が不利益を被らないよう、現地審査日を早めに設定し、評
定委員会の日程を調整するなどの対応をとり、有効期限内に認定を更新するこ
とが出来たが、このような事業者の対応を優先したため、余裕を持って申請し
てきた事業者の標準処理期間が１００日を若干超えたケースが発生したためで
ある。なお、この７件の事業者については有効期限内に更新を行っている。

( )2
(ｱ)ダイオキシン類測定方法に係るＪＩＳ規格（ＪＩＳ Ｋ０３１１及びＪＩＳ
Ｋ０３１２）の改正（６月）について、迅速にホームページで認定事業者へ情

、 。報提供するとともに 改正された測定方法への適合について周知徹底を図った
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(ｲ)ＪＩＳ規格の改正に伴い、サンプリングスパイクが行われていない持込試料
等に係る質問が事業者から４件あり、迅速に回答するとともに、認定事業者及
び申請者への情報提供としてＱ＆Ａを作成し、ホームページに掲載した。

(ｳ)経済省で定める認定基準の改正（８月）及び運用解釈の見直しに伴い、ホー
ムページで公表している「事前チェックリスト」及び「申請の手引き」につい
て迅速に見直しを行い、変更点の解説を含めホームページに掲載し、申請者の
利便性向上を図った。

(ｴ)経済省によりＭＬＡＰ制度初の認定取消し処分がされたことを受け、認定事
業者に対しその情報提供を行うとともに、制度の信頼性確保のため、認定事業
者の品質管理システム及び技術の維持・向上に努めるよう要請を行った。

開催した(ｵ)認定・登録制度に係る説明会を、ＪＮＬＡ、ＪＣＳＳと共同で１月に
技術情報セミナーで実施 （再掲）。

(ｶ)化学センターと共同で分析展（８月）に初めて出展し、他のプログラムと共
同で認定制度の普及・広報活動を行った。

( )ＪＮＬＡ、ＪＣＳＳと共同で審査員の増強を図るため試験所・校正機関認定審3
査員研修を実施した。

・試験所・校正機関認定審査員研修（再掲）
１７年度 ３回
１６年度 ３回
１５年度 ２回
１４年度 ２回
１３年度 ３回

・審査員新規登録数
１７年度 ＭＬＡＰ ３名
１６年度 ＭＬＡＰ ５名
１５年度 ＭＬＡＰ ３名
１４年度 ＭＬＡＰ ２４名
１３年度 ＭＬＡＰ ３５名

・審査員連絡会（審査員への最新情報の提供 （再掲））
１７年度 ４回
１６年度 ３回
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１５年度 ２回
１４年度 ２回
１３年度 ２回

・技術アドバイザーの増強
１７年度に極度に集中する認定更新審査を確実に進めるため、技術アドバ

イザーを増強する必要があり、候補者を対象とした説明会を２回実施（１９
名参加 。その後、技術アドバイザー研修を実施し、１７名を新規に登録し）
た。

( )4
(ｱ)立入検査

本年度は経済産業大臣が行う立入検査への同行の指示が１件あり、適切に
実施した。

１７年度 １件
１６年度 ０件
１５年度 ０件
１４年度 ２３件

(ｲ)技能試験
昨年度の技能試験において結果が不十分であった７９事業者からの原因分

析、是正措置の報告内容の妥当性について、産総研の協力のもと検証を行っ
た。このうち、是正措置の効果を確認するため６事業者に再測定を指示。こ
の再測定も踏まえ、すべての事業者の是正措置の内容が適切と判断した。
これらの是正措置の評価により、認定事業者の技術の維持・改善をバック

アップし、ＭＬＡＰ制度全体の信頼性の確保に大きく貢献した。
、 、 。また 産総研と連携し ２回目の技能試験の実施について準備を開始した

(ｳ)フォローアップ調査
認定後の事業者が適切に計量管理を行っているか確認し、その信頼を確保

するためにフォローアップ調査を２件計画。１件は事業廃止したため、１件
を実施した。

( )ＭＬＡＰ制度の信頼性の向上及び制度運営の改善等を図るため、申請・認定事5
業者に対して、審査・調査の満足度にかかるアンケート調査を行った。その結
果を審査員連絡会において周知し、審査レベルの均一化を図った。
アンケート回収率 ７９％（８９件中７０件回収）

なお、未回収事業者については１７年度内に再調査を実施した。

( )ＪＡＢのＭＬＡＰ業務撤退により、経済産業大臣より業務の移管を受け、適切6
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に処理を行った。

④標準物質関係業務
計量標準基盤の整備、国際関係業務、情報提供業務について、それぞれ次のとお

り実施した。
( ) 計量標準基盤の整備1

標準物質を調製するための基準物質７８物質を適切に保管するとともに、有
機基準物質の３８物質について長期保存安定性の確認を行った。なお、有機基
準物質のすべての確認を終了した。

注）・保管する基準物質数
１７年度 ７８物質（無機３９物質、有機３９物質）
１６年度 ７８物質（無機３９物質、有機３９物質）
１５年度 ７８物質（無機３９物質、有機３９物質）
１４年度 ７３物質（無機３９物質、有機３４物質）
１３年度 ６４物質（無機３９物質、有機２５物質）

・長期保存安定性確認
１７年度 有機３９物質
１６年度 有機４０物質
１５年度 有機３８物質
１４年度 有機３４物質
１３年度 有機２５物質

維持管理した物質種類数。注：

平成１７年度までに告示された１１２件の標準物質に対応する基準物質 数１４６物質に相当。

( ) 上記( )における長期保存安定性の確認において、３物質に経時変化の疑いが2 1
認められたが、開発を行った産総研と技術的検討を加えた結果、維持管理を継
続することとなった。また、今年度末をもって、当該業務は、産総研に移管す
ることとなっているため、業務引継ぎに必要な打合せ等を行った。

( ) 今年度は、計量法第１３５条第２項に基づく経済産業大臣の公示によりＮＩ3
ＴＥが校正機関とされる標準物質はなかった。

( ) 情報提供業務4
標準物質総合情報システム（ＲＭｉｎｆｏ）を適切に運用するとともに、標

準物質に関する有識者で構成される標準物質情報関係委員会を２回開催（平成
１４～１６年度は、各年３回開催、今年度から、本委員会のほかに登録小委員
会を設置 し 国内で供給される標準物質をＲＭｉｎｆｏ及び国際標準物質デー） 、
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タベース（ＣＯＭＡＲ）に登録すべきか否か、データ登録の要件について審議
したほか、ＲＭｉｎｆｏのコンテンツ更新、アクセス数の変化などの運営に関
する報告を事務局であるＮＩＴＥから行った。
また、国内唯一の標準物質情報の提供機関として、標準物質の普及活動（展

示会出展）を行ったほか、ＲＭｉｎｆｏにすでにデータを登録している機関等
に対し、データの変更・追加の有無等について年３回の調査を行った。
また、標準物質の登録と検索の容易さを目的としてシステムの全面改修を実

施した。
今年度は３機関の新規登録機関の登録を得るとともに、コレステロール標準

物質等社会的ニーズの高い標準物質について 関係機関に働きかけ 新たにデー、 、
タの登録を行った。
ＲＭｉｎｆｏトップページへのアクセス件数等は、次のとおり
・アクセス件数 １７年度 日本語版 月平均１，４３６件

英語版 １３０件
１６年度 日本語版 月平均１，８２９件

英語版 月平均 ９３件
１５年度 日本語版 月平均１，６３１件

英語版 月平均 １５０件
１４年度 日本語版 月平均１，６６０件

英語版 月平均 １４０件

・コンテンツ更新 １７年度 ２４件
１６年度 ２５５件
１５年度 ３６６件
１４年度 ４４９件

・データ更新（認証標準物質について、追加更新削除）, .
１７年度 ７８件
１６年度 ４９件
１５年度 １１７件
１４年度 ６４１件

・お問い合わせ窓口への回答数 １７年度 １７件
１６年度 ２０件

（全件回答） １５年度 ４０件
１４年度 ４９件

( ) 国際関係業務5
１０月にＣＯＭＡＲ運営について定めた新メモランダム（覚書）に調印した

ほか、新しくコーディングセンターになることを計画している韓国の国家標準
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機関に対し、ＣＯＭＡＲについての情報を提供し、協力を行うとともに、ＲＭ
ｉｎｆｏ及び日本の標準物質について紹介した。

⑤製品安全４法 で規定された国内（外国）登録検査機関の登録等関係業務注

( )製品安全４法に基づく国内（外国）登録検査機関の登録等のための調査は、経1
済産業大臣からの指示があった２件（外国）について実施し、その結果を速や
かに報告した。

１７年度 ２件
１６年度 ４件
１５年度 １９件
１４年度 ０件
１３年度 ６件

( )製品安全４法に基づく国内（外国）登録検査機関等に対する立入検査は、経2
済産業大臣からの指示がなかったため、実施していない。

１７年度 ０件
１６年度 ０件
１５年度 ０件
１４年度 ０件
１３年度 ０件

⑥特定機器に係る適合性評価の相互承認関係業務

( ) 特定機器に係る適合性評価の欧州共同体及びシンガポール共和国との相互承1
認の実施に関する法律に基づく調査は、経済産業大臣からの指示がなかったた
め、実施していない。

１７年度 ０件
１６年度 ０件
１５年度 ０件
１４年度 ０件
１３年度 ０件

( )特定機器に係る適合性評価の欧州共同体及びシンガポール共和国との相互承認2
の実施に関する法律に基づく認定適合性評価機関等に対する立入検査は、経済
産業大臣からの指示がなかったため、実施していない。

１７年度 ０件
１６年度 ０件
１５年度 １件
１４年度 ０件
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１３年度 ０件

( )海外適合性評価機関等実態調査業務は、９月２７日から１０月５日にかけてベ3
トナム（４機関 、インド（６機関）の適合性評価機関等の現地調査を行い、報）
告書を作成し、関係機関に送付した。

⑦工業標準化法で規定された登録認証機関の登録等関係業務

( ）平成１７年１０月に施行された新ＪＩＳ制度に基づく登録認証機関の登録の1
ための調査は、経済産業大臣（又は関東経済産業局長）から指示のあった１５
件のうち、１０件実施（経済産業省との合同）し、その結果を速やかに報告し
た。未実施の５件は、経済産業省からの現地審査の指示待ちの状況である。
また、経済省からの要請に基づき、経済産業省主催のＪＡＳＣ審査員研修にＩ
ＳＯ／ＩＥＣ １７０２５の解説講師として５名（２回 、日本規格協会主催の）
ＪＩＳ品質管理責任者セミナーに同じく８名（７回）派遣し、新ＪＩＳ制度の
普及に貢献した。

( )2
①登録認証機関に対する立入検査は、経済産業大臣からの指示がなかったため、
実施していない。

②試買検査
平成１７年７月に第１回試買検査運営委員会を開催し 試買検査対象品目 ６、 （

品目）及び試験項目について決定。９月に試買検査対象商品の調査、買上、試
験の外注、試験結果の取りまとめを行う業者と役務契約を締結し、試買検査を
実施。平成１８年３月１日に試買検査対象品目の試験に知見を持つ専門家を招
致して第２回試買検査運営委員会を開催し、試買検査結果について評価を実施
した。３月１５日に契約業者から最終報告書の提出を受け、３月３１日に経済
産業大臣に報告した。

⑧工業標準化法（⑦の登録等関係業務及びＪＮＬＡを除く 、家庭用品品質表示法。）
及び計量法（ＪＣＳＳを除く ）に基づく立入検査関係業務。

( )工業標準化法（７．の登録等関係業務及びＪＮＬＡを除く ）に基づく立入検1 。
査関係業務については、次のとおり実施した。

・ＪＩＳ工場立入検査
経済産業大臣から指示があった１００工場のうち、工場廃止、表示認定辞

退した９工場を除く９１工場について立入検査を実施し、その結果をすべて
３週間以内に報告した。

１７年度 ９１件



- 66 -

１６年度 １３３件
１５年度 １３１件
１４年度 １４５件
１３年度 １５０件

・指定（承認）認定機関及び指定（承認）検査機関
経済産業大臣から指示があった指定検査機関１６機関及び承認検査機関５

機関の計２１件について立入検査を実施し、その結果を２週間以内に報告し
た。

年度 年度 年度 年度 年度17 16 15 14 13
指定認定機関 ０件 ４件 １件 ６件 １件
承認認定機関 ０件 ２件 ２件 １件 ０件
指定検査機関 １６件 １６件 １２件 ０件 ６件
承認検査機関 ５件 ５件 ５件 ０件 ０件

( )工業標準化法に基づく認証製造業者等及び認証加工業者に対する立入検査は、2
経済産業大臣からの指示がなかったため、実施していない。

( )家庭用品品質表示法に基づく立入検査については、１７年度は経済産業省より3
立入検査の指示を受けていない。

( )計量法（ＪＣＳＳを除く ）に基づく立入検査関係業務については、経済産業4 。
大臣から指示があった７事業所について立入検査を実施し、その結果を２週間
以内に報告した。

１７年度 ７件
１６年度 １４件
１５年度 １２件
１４年度 １２件
１３年度 １１件

⑨国際提携関係業務
１７年度は、オーストラリア当局から生産適合監査（ＣＯＰ）７件及び試験施

設検査（ＴＦＩ）８件の検査依頼があり、その結果をオーストラリア当局から指
示されている６週間以内に報告した。

平成１７年度 ＣＯＰ ７件 ；ＴＦＩ ８件
平成１６年度 ＣＯＰ ９件 ；ＴＦＩ ７件
平成１５年度 ＣＯＰ ９件 ；ＴＦＩ １０件
平成１４年度 ＣＯＰ １０件 ；ＴＦＩ １３件
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平成１３年度 ＣＯＰ １０件 ；ＴＦＩ １０件

( ) 人間生活福祉分野4 .
①人間特性計測関係業務

高齢者や障害者に配慮した製品の開発や規格の制定に資するため、人間の動態
特性に係る計測手法の開発及び人間の発揮力や関節可動域、寸法、運動属性に関
するデータの収集・整理・公開を行っている。

( )基本動態計測手法の開発1
(ｱ)頸部・体幹の硬さ特性計測手法の開発（ 年度～ 年度）16 17

頸部・体幹の硬さ特性データは、製品開発に必要なデータとして渇望されて
いたが、頸部等に障害を与える危険が大きく計測が困難なため、計測データは
極めて少なかった。そのような中、本事業により、理学療法士等の医学関係者
のアドバイスを受ける等の努力を行いこれらの問題点を克服して、被験者に対
しての安全性を確保し、かつ、再現性の高い計測データが得られる計測手法を
開発した。

、 、 。また 開発した計測手法及び検証データを インターネットにより公開した
現在、すでに自動車メーカから当該計測手法やデータの設計への応用（負担の
少ない運転姿勢の評価等々に活用）に係る照会が入っている。

( )人間特性情報（高齢者の基本動態特性）の改良及びデータベースの改良2
年度は、既に公開している人間特性データベースの中から、企業等から17

の問い合わせの多い「操作力」及び「関節発揮トルク」に係るデータを加齢に
伴う特性の変化が分かるよう再加工を行った。
再加工後のデータ表は、 （人間工学） （特別な配慮を必要ISO/TC159 /WG2

とする人々のための人間工学）で策定中の （高齢者及び障害のISO/IEC Guide71
ある人々のニーズに対応した規格作成配慮指針）に基づくテクニカルガイドラ
イン案（ ）に盛り込み、国際的に活用される見込みである。ISO/TR22411
また、データベースを改良し、再加工後のデータを、インターネットにより

公開した。

②福祉用具評価関係業務
社会ニーズに基づき、安全で使いやすい福祉用具の規格策定のための評価手

法の開発を行っている。
福祉用具評価手法の開発状況は、次のとおりで、目標を超過達成した。

１７年度： ３テーマ開発終了
１６年度： １テーマ開発終了
１５年度： ６テーマ開発終了
１４年度： １テーマ開発終了
１３年度： ７テーマ開発終了
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合計：１８テーマ開発終了（中期目標１５テーマ）

( )平成 年度開発終了テーマ1 17
バスボードの工学的安全性評価（ 年度～ 年度）○ 16 17
介護保険法の公的給付対象であるバスボードの強度、安定性、すべり等の

要求案全項目に係る評価手法を開発した。開発した評価手法は、試験方法の
ＪＩＳ素案として作成し、収集した技術情報とともに日本福祉用具・生活支
援用具協会（ ）に設置されている標準化部会・入浴台分科会の製品規JASPA
格検討スケジュールに合わせて提供した。なお、この試験方法のＪＩＳ素案
、 。は が作成している製品規格のＪＩＳ案に取り入れられる予定であるJASPA

○体圧分散 マットレスの安全性評価（ 年度～ 年度）＊１ 16 17
床ずれを予防するための体圧分散マットレスに要求される基本的な性能の

うち、①ずれ力（摩擦力）低減性能 及び②湿潤低減性能 を評価するため＊２ ＊３

の試験装置を開発した。各試験項目について、予備テストを実施し、必要な
試験データを取得し、試験条件、試験手順等を含む評価手法を開発した。開
発した評価手法は、ＪＩＳの試験方法の素案として作成し、 に提供しJASPA
た。 年度には、引き続き に設置されている標準化部会・分科会等18 JASPA
でその妥当性、有効性について検討される予定である （体圧分散マットレス。
に要求されるもう一つの基本的性能である体圧分散性能の評価手法について
は、機構が 年度に開発済み）13

＊１：薬事法で規定される医療機器を貸与するものでないことを明確にするため、介護保険法に基づ

き貸与されている福祉用具について 「褥そうを予防する」機能ををもつ旨の説明をしている場、

合は、適切な表現に改めるよう厚生労働省老健局振興課長名で関係者に文書連絡があり、それ

を受けてテーマ名を「褥そう予防マットレスの安全性評価」から「体圧分散マットレスの安全

性評価」に変更した。

＊２：ずれ力（摩擦力）低減性能とは、背上げ時や体位変換時に、マットレスとの摩擦により皮膚組

織に加わる「ずれ」を軽減して皮膚組織の血流阻害を防止する性能をいう。

＊３：湿潤低減性能とは、発汗等による皮膚の湿潤（蒸れ）に伴う皮膚組織破壊や感染を防止する性

能をいう。

○立ち上がり補助いすのリクライニング機能の工学的安全性評価（ 年度）17
リクライニング機能付きの立ち上がり補助いすが開発・市販されて、使用

者の重心を上下に移動する特性に加え、水平に移動させる特性が合成された
場合の安全性評価手法が新たに求められている。リクライニング機能を有す
る立ち上がり補助いすを実際にヒトが使用し、リクライニング機能を働かせ
た際に、いすの座面や背もたれに加わる荷重の分布や大きさの計測方法論を
検討した。その結果に基づいて 年 月に高齢者を含む被験者実験を実施。18 1

18得られた結果を分析・検討し 評価手法を開発した 開発した評価手法は、 。 、
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年度にＪＩＳの試験方法の素案として作成し、 に設置される標準化部JASPA
会・分科会等に提供する予定である。

( )実施中のテーマ2
○手すりの工学的安全性評価（ 年度～ 年度）17 18

手すりは、家庭内の転倒防止対策として不可欠なものであるが、工学的安
全性を評価する手法がないため、開発が求められている。
年度は、取り付け工事を伴わない手すりを対象として、実使用時に手すり17

に加わる力を計測するための計測装置を新たに開発した。 年度は、この装18
置を用いて被験者実験を実施し、得られたデータを基に、耐久性評価試験等
を実施する予定である。

○浴槽内いす（入浴補助用具 、浴槽内すのこ（入浴補助用具）の工学的安全性）
評価（ 年度～ 年度）17 18
高齢者の浴槽内での事故を防止し、運動機能の衰えた高齢者の入浴を補助
する浴槽内いす・浴槽内すのこといった入浴補助用具の工学的安全性を評価
する手法が求められている。 年度は、国内外の関係規格整備実態等の調査17
を行い、その結果を踏まえ、工学的安全性評価項目の検討を行った。 年度18
においては、引き続き評価手法の検討を行い、安定性、強度、滑り抵抗特性
など工学的評価項目のテストを実施し、その評価結果を取りまとめて、試験
方法のＪＩＳ素案として作成し、 が作成する製品規格に反映させる予JASPA
定である。

○体位変換器の工学的安全性評価（ 年度～ 年度）17 18
高齢社会を迎え 「寝たきり」といわれる要介護者が増加し、介護者の負担、

が社会問題化し、多様な体位変換器が商品化されているなか、工学的安全性
の評価手法の開発が求められている。 年度は、市場に流通している体位変17
換器を 種類購入し、適用範囲及び評価項目の予備調査を実施した。また、12

の分科会準備会に参加し、産業界との情報交換を行った。JASPA
年度においては、評価手法及び評価基準の検討及び検証を行い、試験条18

件、試験手順等の評価手法を作成する予定である。

( )評価手法の開発テーマは、介護保険法に資する公的給付制度の対象となる福祉3
用具のうちから、社会や行政からのニーズの高いものについて、外部有識者で
構成する標準化業務推進委員会高齢者・障害者配慮部会を 月に開催し、意見6
を踏まえ５テーマを選定した。 年 月に、 回目の部会を開催し進捗状況を18 2 2
確認した。

（参考）
○福祉用具業界のＪＩＳ原案作成能力を高めるために、経済産業省に働きかけた
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、 、結果 にＪＩＳ原案作成を専任とする職員が 名増員されるとともにJASPA 1
国際医療福祉大学院生 名を に設置されたＪＩＳ原案作成委員会に参1 JASPA
加させる予算手当がなされた。機構は、これらの者に対するＪＩＳ原案作成の
指導を、委員会等の場を通じて行っている。また、経済産業省の産学官連携推

JASPA進予算に基づく「福祉用具のＪＩＳ作成人材育成事業」の一環として、
及び国際医療福祉大学と連携して、国際医療福祉大学乃木坂ｷｬﾝﾊﾟｽ（ｻﾃﾗｲﾄと
して、同大学大田原、福岡、柳川及び熱海の各キャンパスに接続）において、
機構職員が 「機構の標準化活動とその役割」及び「福祉用具試験方法の開発、
事例（段差ｽﾛｰﾌﾟ 」と題する講義を実施し、福祉用具の産業界が自らＪＩＳ原）

。 、案作成能力を向上するための人材育成にも尽力している これらの努力により
のＪＩＳ原案作成能力の向上が期待され、２期においては、福祉用具JASPA

の個別規格作成は産業界自ら行う方向になり、機構は複数の製品分野に共通し
て用いられる規格等のうち民間では実施できない部分の評価手法の開発部分及
び標準化を行うこととなった。

○床ずれを予防するための床ずれ予防用品は、福祉用具のなかでも関心の高い品
目であるため、 年度に、体圧分散性能の評価手法の開発を行い、その成果13
を産業界に提供した。しかし、機構が開発した評価手法のほかに日本褥そう学
会が提案した方法があり、 年度に機構の指導で産業界での検討体制をつく16
り検討を進めてきたところ。 年度に産業界で二つの方法の比較実験を行う17
こととなり、機構の試験治具を貸し出すとともに、試験担当者に試験方法の指
導を行った。その結果、機構の方法が精度がよいことが実証され、機構が開発
した評価手法をＪＩＳ原案に盛り込むことが決まった。これにより、体圧分散
性能を有する床ずれ予防用品の性能評価を客観的に行うことが可能になった。

17 4 23 24○広報活動の一環として 経済産業省からの協力要請に基づき 年 月 ～、
日に開催された熊本県の「発明の日のイベント」に「報知音の体験システム」

、 、 。 、を短期間に製作・出展し 非常な好評を得 経済産業省から感謝された なお
同システムは 「霞ヶ関こども見学会 「国際福祉機器展 」及び生、 」、 H.C.R.2005

「 」 、 、活・福祉技術センター主催の 成果発表会 において活用を図ったほか 現在
機構本部に設置されたＮＩＴＥスクエア／ウェルフェアゾーンにて活用されて
いる。

○広報活動の一環として、 年 月 日に東京会場で開催された生活・福祉技17 9 28
術センター主催の成果発表会において、 年度に終了した「段差解消スロー15
プの工学的安全性評価」及び 年度に終了した「家庭用階段昇降機の工学的16
安全性評価」で得られた成果を発表し、 名を超える参加者に対して情報提70
供を行った。また、成果発表会で使用した資料を、ホームページ上でも公開し
た。
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○広報活動の一環として、 年 月 ～ 日に開催された国際福祉機器展17 9 27 29
（会場：東京ビックサイト）に出展して、これまで機構が実施してH.C.R.2005

きた福祉用具の安全性評価手法の開発及び標準化の業務について広く一般に紹
介を行った。その結果、ユーザー、企業、福祉支援者等との情報交換を図るこ
とができた。また、会場内において、上記成果発表会への参加呼び掛けを行っ
た結果、国際福祉機器展の当該ブースへの来場者が、成果発表会まで足を伸ば
して参加してくれる等の相乗効果があった。

③製品安全関係業務
全国から現場に密着した製品事故情報を収集し、物理、化学、人間工学など横

断的技術力の蓄積を基盤として事故発生原因を把握し、国の未然防止・再発防止
のための行政措置を実施するために必要な情報を提供している。

製品安全関係業務として次のとおり実施した。
( )事故情報収集状況（前年度比 ％増）1 8.5

総受付 内訳
件数 新聞情報 製造事業者 消費生活 ＮＩＴＥ その他
(注 ) （注 ） （注 ）1 2 4等 等 センター、

消防等
（注 ）3

17 2,952 1,735 575 375 211 56年度
16 2,721 1,082 1,084 298 205 52年度
15 2,124 991 573 357 162 41年度
14 2,132 1,094 626 273 113 26年度
13 1,852 980 479 268 93 32年度

注 ：総受付件数には、調査の結果、のちに放火、失火が原因であることが判明した件数を含む。1

注 ：輸入事業者含む。2

注 ：自治体経済省相談室を含む。3 ,

注 ：消費者医療機関ほか4 ,

○総受付件数は、前年度比約 ％増。8.5
62.6 16 107増加要因を分析すると、消防からの事故通知件数が ％（平成 年度

件、平成 年度 件）と大幅に増加し、消費生活センター等からの事故通知17 174
件数も ％増加している。これは、消防機関、消費生活センター等への訪問40.4
や講師派遣等の積極的な活動による関係機関との連携強化によって、収集能力
が向上したものと考えられる。また、これらの機関からの事故通知によって、
現場調査、事故品確認による調査が増加し、より詳細で正確な情報を得ること
ができ、原因究明精度の向上を図ることができた。
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収集した事故情報を踏まえ、技術的観点から必要な調査・分析を行い、迅速
かつ着実に事故原因究明を実施し、その結果は、事故動向等解析専門委員会等
で審議した。
その結果、３６０件についてが再発防止措置が必要とされ、これらの案件に

ついては経済産業省と一体となって、メーカーの自主的な改善に繋げた。

○このうち、事故の現場確認には、消防等との連携のもと実施、事故品について
は、同等品等との比較検証等により、事故の原因究明を行った。

事故現場の確認件数 事故品の確認調査件数
１７年度 ４０件 ２６５件
１６年度 ３９件 １９０件
１５年度 ５２件 １６８件
１４年度 ４７件 １５６件

＜事例＞
・消防から石油給湯器の出火事故の通知を受け、直ちに消防署へ急行。現場より
回収した事故品を消防とともに検証の結果、電磁弁付近から石油がにじみ出て
いるのを発見し、その後ＮＩＴＥに持ち帰り分解観察等の調査を行った結果、
電磁弁のＯリングの劣化による電磁ポンプユニットからの灯油漏れが事故原因
と判明し、事業者による点検の実施、及び電磁ポンプユニットの無償交換が行
われた。

・電気ストーブ付近からの出火と見られる火災について、消防は、現場保存のま
まＮＩＴＥに合同現場検証を要請。消防、警察科学捜査研究所とともに現場検
証を行い、事故品本体のほか、焼損した部品を回収し、現在調査を実施中。

・消費生活センターの協力を得て、ヘアードライヤーの調査を行ったことによっ
て、内部配線の不良からショートし溶けたヒーター線が送風により外部へ飛び
出すことが判明した。

○全国の消防機関との連携強化のため、次のとおり説明会等を実施した。
・群馬地区 （ ３３消防機関 ５３名参加）
・栃木地区 （ ５２消防機関 １０６名参加）
・大阪地区 （ １１消防機関 ３７名参加）
・中部地区 （ ７０消防機関 ２５０名参加）
・北陸地区 （ ４５消防機関 ９９名参加）

○全国を６ブロックに分け、各支所等と各地域の消費生活センター等とのブロッ
ク連絡会議を開催した。５０機関の消費生活センターから６２名が参加し、商
品テスト技術情報の提供及び意見交換を行い 商品テスト及び事故情報の収集・、
調査における地域での連携の強化を図った。
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○国内外の主要関係機関との連携を開始
事故の未然・再発防止等の観点から定期的に情報交換を実施。国内においては

（独）国民生活センター、海外においてはＣＰＳＣ（消費者製品安全委員会）と
の連携を開始し、今後は関係強化に取り組む予定。

( )１７年度第３四半期分までの個別の事故情報（1,998件）を集約した結果（年2
度報告書）をインターネットにより公表するとともに、冊子として消費生活セ
ンター、消費者団体、行政機関、消防・警察、原因究明機関等関係機関に配布
した。
また、特に情報提供が必要な案件について、別途まとめ（特記ニュース 、消）

費生活センター、消費者団体、行政機関、消防・警察、原因究明機関等関係機
関に、４回情報提供した。

<<年度報告書>>
（ホームページ）
・平成 年度第３四半期報告書発行( 公表）17 3/6HP
・平成 年度第２四半期報告書発行( 公表）17 12/26HP
・平成 年度報告書( 公表)16 11/9HP
・平成 年度第１四半期報告書発行（ 公表）17 9/6HP
・平成 年度第４四半期報告書発行（ 公表）16 5/30HP
・公開用データベースについては検索機能を改良するなど、利用者の利便性の
向上を図った。

（書籍）
・四半期報（４回） 延べ 部（１６年度 部）6,400 6,400
・年度報（１６年度版） 部（１５年度 部）2,100 2,100
・１６年度報告書は、製造事業者等の要望を受けＮＩＴＥ自ら全国の書店にお
いて平成１８年３月１５日から販売開始。

<<特記ニュース>>
・ 月 日に「電気ストーブ（カーボンヒーター）の事故について」4 28
・ 月 日に「電子冷蔵庫（保冷保温庫デュオ）の事故について」9 15
・ 月 日に「松下電器産業（株）に対する緊急命令について」11 29
・ 月１日には消費者が電気ストーブを使用する前に「電気ストーブ（カーボ12
ンヒーター）の事故について」

( ) 市場モニタリングテスト3
国の消費者保護関連法令に基づく施策を支援するため、市場流通品における

法遵守状況の把握等を実施している。
市場モニタリングテストについては、１７年度、新たに１５品目の実施計画
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を立て、実施した。
１７年度開始した１５品目のうち、８品目については終了した。残り７品目

は消費生活センターテスト支援であり １８年度に開催予定の消費生活センター、
を対象とした「消費生活センター等とのブロック連絡会議」での発表に向け、
当初計画の通り実施中である。なお、１６年度から引き続き実施している６品
目はテストを終了した。

（これまでの実績）
開始年度 計画数 うち終了数 終了年度 実施中（ ）
１７年度 １５ ８（１７年度） ７

１６年度 １６ ６（１７年度） ０
１０（１６年度）

１５年度 １６ ７（１６年度） ０
９（１５年度）

１４年度 １４ １２（１５年度） ０
２（１４年度）

１３年度 ３６ １（１５年度）
２４（１４年度） ０
１（１３年度）

１７年度新たに開始した市場モニタリングの内訳は次のとおり。
・取引試買テスト ６品目（１６年度 １０品目）
・製品安全テスト １品目（１６年度 ２品目）
・消費生活ｾﾝﾀｰテスト支援 ７ﾃｰﾏ （１６年度 ４ﾃｰﾏ ）
・品質調査テスト ０品目（１６年度 ０品目）
・電気用品安全法に係る中古品の実態調査（ＰＳＥ問題）

１ﾃｰﾏ （１６年度 ０ﾃｰﾏ ）

○取引試買テスト対象品のうち 「電気掃除機」及び「エアゾール製品のうちの一、
部銘柄（移充填可能製品 」は、経済産業省からの緊急の依頼に対応し、短期間）

。「 」（ ）にテスト結果を取りまとめ報告した 電気掃除機 家庭用品品質表示法関係
には不適正な表示があり、経済産業省の行政措置につながった 「エアゾール製。
品のうち一部銘柄（移充填可能製品 （高圧ガス保安法関係）は、安全性等の）」
問題があったため、経済産業省による指導や事業者の自主回収が行われ、国民
の安全に大きく貢献した。
また、残りの取引試買テスト４品目（家庭用品品質表示法関係）については、

、 、経済産業省による行政措置に先立ち 事業者に対しテスト結果を詳細に提示し
事業者の法令理解を深めた。このことによって、経済産業省での迅速かつ適切
な行政措置に貢献している。

○経済産業省からの強い要望を受け、内部で検討した結果、妥当と認められたた
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め、電気用品安全法の法令順守状況の把握のための市場モニタリングテストと
して、速やかに絶縁耐圧試験機を無償で貸し出し、試験機を貸し出した当該試
験の実施状況等について貸出事業者から調査を実施した （ＰＳＥ問題対応）。

○製品安全テストとして実施した「圧力なべ」は、短期間で膨大な数のテストを
実施し、その成果は、技術基準の見直しに活用される予定である。

○１６年度に終了した家庭用品品質表示法及び高圧ガス保安法に係るテスト結果
について 法令違反のあったものは経済産業省の行政措置が完了し ホームペー、 、
ジで公開した。ホームページでは、テスト結果のみならず商品知識等関連情報
も加えるなど、その内容を充実し、消費者や事業者により有益な情報を提供す
ることに努めた。

( )製品安全４法に基づく製造事業者等への立入検査4
、 、国の製品安全関係法令の厳正な執行のため 中立・公正性や守秘義務に加え

技術的専門性と法規制に係る行政的ノウハウをもって実施している。

平成１７年度において、経済産業大臣から３００件の実施指示があった。
立入検査実施計画を実施年度前に経済産業省と調整し、年度初めから立入検

査が開始できたため、全国の検査員を機動的、効率的に活用し、年度内に全て
実施し経済産業大臣に立入検査結果を報告した。

計画年度 実施指示件数
１７年度 ３００
１６年度 ２５０
１５年度 ２７３
１４年度 １１２
１３年度 ４８

○経済産業省からの強い要望を受け、内部で検討した結果、ＮＩＴＥが実施して
いる立入検査と密接な関係にあることから、急遽「平成１７年度法令遵守調査
（電気用品安全法 」を受託した。）
調査にあたっては、ＮＩＴＥが有する電気用品安全法の技術の専門性が必要

とされるものであり、公正・中立的な立場から調査を実施し、結果を取りまと
め経済産業省に報告した。

( )現在まで経済産業大臣からの適合性検査の指示はなく、実績はない （１６年5 。
度もなし ）。
なお、大臣の指示があった場合、当該検査を適確に実施できるよう市場モニ

タリングテストや製品安全４法立入検査等の業務を通じ既存技術の維持に努め
ている。
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( )収集した事故情報のうち、事故の未然・再発防止の観点から１７年度新たに７6
品目（自転車、石油ファンヒーター、ラミネーター、塩ビ製手袋、デスクマッ
ト、石油温風暖房機、ヘアドライヤー）の事故原因究明テストに着手した。前
年度からの継続案件を含めた計１２品目のうち、６品目は終了し、残りの６品
目（石油温風暖房機等）は引き続きテストを実施中である。

○石油温風暖房機に係る事故原因究明では、事故の重大さから、緊急に事故動向
等解析専門委員会の下に有識者や技術専門家からなる事故原因検討小委員会等
を立ち上げ、原因究明体制を構築し、関係機関等との連携の基に事故原因を究
明中である。

○原因究明の精度向上を図るため、次の１テーマについてこれまで開発した原因
究明手法の改良に向け検証を実施。
・電源コードの短絡痕識別手法の改良に向けた検証（１７年度終了）

○全国の消防機関との連携強化のため、次のとおり説明会等を実施した。
・群馬地区 （ ３３消防機関 ５３名参加）
・栃木地区 （ ５２消防機関 １０６名参加）
・大阪地区 （ １１消防機関 ３７名参加）
・中部地区 （ ７０消防機関 ２５０名参加）
・北陸地区 （ ４５消防機関 ９９名参加）

（再掲）

○国内外の主要関係機関との連携を開始
事故の未然・再発防止等の観点から定期的に情報交換を実施。国内において
（ ） 、 （ ）は 独 国民生活センター 海外においてはＣＰＳＣ 消費者製品安全委員会
との連携を開始し、今後は関係強化に取り組む予定 （再掲）。

( )収集・調査した事故情報に対して、外部有識者、専門技術者等からなる事故動7
向等解析専門委員会を５回、電気、機械、化学・生体障害及び製品誤使用の技
術解析ワーキングを各４回、石油温風暖房機事故検討小委員会を２回開催し事
故原因の技術解析を行った （３月末）。
技術解析ワーキング及び事故検討小委員会での技術解析によって、個々の事

故原因等に関するより専門的な技術情報を事故動向等解析専門委員会に報告し
た。

( )事故動向等解析専門委員会において審議した結果を参考に、技術解析・動向解8
析結果を取りまとめ、冊子として関係機関に配布するとともに、インターネッ
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トにより公表した。
なお、製品に起因する事故で製造事業者名等を公表する場合にあっては、事

、 、 、 、前に製造事業者等の意見もふまえ 事故内容 事故原因 再発防止措置に加え
製造事業者名、品名（型式）を公表した。

・年度報告書：１６年度版
・四半期報：１６年第４四半期から１７年第３四半期まで
・事故情報データベースへのアクセスページ数は以下のとおり。

１７年度１２２万ページ
１６年度 ８０万ページ
１５年度 ７３万ページ
１４年度 ６７万ページ
１３年度 ５１万ページ

○情報提供の強化・充実による利用の促進
・事業者向け「誤使用事故防止ハンドブック」で誤使用事故の防止を啓発する
ため、講演会を計画したところ、大好評で予想を大幅に上回る講演依頼が、
商工会議所、工業会、消費生活センター等から数多くあった。そのため、積

。 、 、極的に講演依頼を受け付けることとした その結果 ５３回の講演を実施し
延べ 社約 人と多くの事業者に誤使用の防止を啓発した。1,270 / 2,370
当初の計画は５回。

・消費者向け誤使用防止ハンドブックに基づいた誤使用防止セミナーを開催。
特に燃焼器具については（社）日本ガス石油機器工業会とともにセミナーを
開催した。全国１４ヶ所延べ約 人が受講した。主催者及び出席者から好820
評だったことから、次年度以降も開催予定 （人口の多い都市圏を中心に検討。
中）

・事業者向け及び消費者向け「誤使用事故防止ハンドブック」を積極的にマス
コミにＰＲした。その結果、事業者向けハンドブックは、販売数 冊。1,450
消費者向けハンドブックは、配布数約 冊、ＰＤＦ版のダウンロード数18,000
は約 件であった。78,800

・事故情報特記ニュース４件（前年度４件）をインターネットで公表するとと
もに、全国約 機関の消費生活センター、消防・警察や業界団体等に配1,400
布し、事故の未然・再発防止に活用。

・昨年度公表した「１４年度事故情報収集制度報告書 事故動向解析編」に続
、 （ ）き ４年間の事故 平成１２年度～平成１５年度事故情報収集制度報告書分

についての動向解析結果を整理し、報告書としてとりまとめ、冊子及びイン
ターネットで公表 （平成 年４月１日掲載予定）。 18

・ＮＩＴＥで最初にメルマガを７月１５日から隔週の金曜日に配信した。第１
９号( )では 人に配信し、事業社内で回覧しているなどの好評をH18.3.24 1,933
得ている。
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・広報誌について、編集委員会を２回開催し、企画・編集方針を検討し、創刊
号を４月１日に発行予定。

・ＮＨＫ大阪放送局の報道番組「関西クローズアップ （関西地区、２５分）の」
取材に協力し、シェーバー、ドライヤー、ハロゲンヒーター等の事故品の発
火・破損状況が放送され事故の危険性を啓発した。

・原因究明を行う機関の存在について全国調査を実施し、平成１２年に経済産
業省が作成した原因究明機関ネットワーク台帳を使いやすく改善を行い（原
因究明依頼の流れ図、原因究明依頼書、各機関の窓口等を追加 、原因究明機）
関ネットワーク総覧としてリニューアルした。約 部を工業会、消費者団800
体、消費生活センター等に配布するとともに、１２月２６日に総覧のＰＤＦ
版をＨＰにアップしたところ、３月末日までに約 件ものダウンロード25,700
があった。

・事業者用「誤使用事故防止ハンドブック」について企業アンケートを実施し
たところ 「非常に役立つ 「ある程度役立つ」を合わせると８４．８％で、 」、
あった また ＰＳマガジンについて同様のアンケートを実施したところ 必。 、 、「
要不可欠」が６５．１％と好評であった。このことからも、ＮＩＴＥ発信の
これら情報は、企業の事故防止活動に活用されているものと考えられる。

・また、消費者用誤使用防止ハンドブック配布時に行った消費者アンケートで
は、回答者（５０５通）の約９２％から「役に立つ」との評価が得られた。

○全国を６ブロックに分け、各支所等と各地域の消費生活センター等とのブロッ
ク連絡会議を開催した。５０機関の消費生活センターから６２名が参加し、商
品テスト技術情報の提供及び意見交換を行い 商品テスト及び事故情報の収集・、
調査における地域での連携の強化を図った （再掲）。

④鉱山保安法に基づく検定関係業務
鉱山保安法の改正により１６年度をもって業務終了。

⑤講習関係業務
電気・ガス消費機器設置工事の欠陥による災害の発生を防止して国民に危害が

及ばないようにするため、工事に従事する資格者に対して新技術、事故事例等の
知識を習得させるための定期的な講習の受講義務がそれぞれの法令で定められて
いる。
同法の目的達成のためには、講習実施機関として独立行政法人が行うべきとの

考え方の下、ＮＩＴＥが指定され実施している。
( ) 電気工事士法に基づく講習関係業務1
○今年度は、受講対象者数が約１０万人（前年度の約５０％減）であるが、これ
に的確に対応するために全国で 回（平成１６年度は、 回実施 ）の講649 1,359 。
習実施計画を立て、計画どおり 回の講習を開催し、合計 名が受講649 85,279
した。
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講習実績
受講者数 開催数

年度 名 回17 85,279 649
年度 名 回16 170,435 1,359
年度 名 回15 120,786 970
年度 名 回14 20,137 179

○法定期限内に受講できるよう 受講対象者約１０万人に対して ダイレクトメー、 、
ルにより講習案内を送付したことに加え、ＮＩＴＥのＨＰに講習開催案内を掲
載し、１４回更新を行い、逐次開催情報を提供した。
また、ポスター及びリーフレットを作成し関係団体等に早期に配付（平成１

７年４月）する等、受講を促した。
その他、業界新聞・業界会報誌（３社）でも定期講習の案内記事を延べ３回

掲載し、受講促進のための広報を行った。

○平成１６年度における大型台風の襲来による影響を踏まえ、危険が予測される
場合に講習を延期等する判断の目安と受講申込者に中止を周知する方法等を定
めた災害時対応マニュアルを整備し、台風等による自然災害等に備えた。

○今年度も大型台風の影響を受けたが、受講者や講師の安全確保及び災害復旧支
援活動を優先させることとし、このために受講できなかった者（１会場延期、
約 名）に対し、受講会場・日程の変更に柔軟に応じる等、適切に緊急対応165
した。

○行政サービスの向上の観点から、平成１６年度に引き続いて土曜日・日曜日に
も講習を開催（全国８０会場、 名が受講 ）することとし、平成１６年度11,726 。
の実績を踏まえて開催回数に占める土日開催回数の比率を１２３％（平成１６.
年度は、８３％）に上げて、より受講しやすい環境を提供した。.

○講習業務の円滑な運営を諮るため、全国９箇所で電気工事士法に係る行政担当
者、各地区の電気工事の業務に関係する者で構成する定期講習運営連絡調整会
議を計画どおり平成１７年１１月末までに開催した。
なお、当会議への都道府県担当者の出席要請は、前年度まで開催地の都道府県
のみであったが、ブロックごとの連携を強化し、都道府県からより具体的な意
見を得られる体制を整えることは、確実で円滑な講習を実施するために非常に
重要と考え、これを全都道府県に拡大し、会議出席者の構成を拡充した。

○受講申込者と手数料入金の照合作業を電子処理により確実に実施している。

○延べ講師 人及び会場責任者 人を講習会場に確実に手配した。また、1,947 649
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、 、 、これらの者に対する謝金 旅費等の支払い事務処理をＤＢを活用し 速やかに
滞りなく確実に処理を行った。

○受講案内のほかに４回の受講要請をしたにも関わらず受講申込をしない者に対
しては、免状を交付した都道府県に情報を提供し受講指導の要請を行った。

○次期中期目標期間におけるアウトソーシングの推進の一環として、試行的に１
８年度から外部一括外部化を実施するため、地域における講習需要の把握及び
地域別講習実施計画の策定に係る業務の請負契約を請負先と締結した。

○講師及び会場責任者の特に緊急手配時等における未手配等の事故等を防止する
ため、試行的に１８年度から講師及び会場責任者の役務を一体化して外部の者
に請け負わすこととした。そのための請負契約を締結するとともに、関係者の
理解の醸成を図った。

( ) 特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律に基づく講習関係業務2
142○資格講習、認定講習及び再講習について当初の講習実施計画では、全国で

回（平成１６年度は、 回実施 ）の予定であったが、年度末の受講者急増に150 。
対応し、１回会場追加した。その結果、 回の講習を開催し、合計 名143 12,475
が受講した。

講習実績
資格講習 認定講習 再講習

年度 名 回 名 回 名 回17 901 28 288 8 11,286 107
年度 名 回 名 回 名 回16 1,037 28 309 8 11,962 114
年度 名 回 名 回 名 回15 1,215 28 545 8 10,221 107
年度 名 回 名 回 名 回14 1,317 28 239 10 13,270 126

○監督者の資格を有している者に対しては、資格が失効しないよう、受講対象者
約 人に対して、ダイレクトメールにより再講習案内書を送付したことに15,000
加え、資格講習、認定講習及び再講習の講習案内をＮＩＴＥのＨＰに掲載し、
１３回更新を行い逐次開催情報を提供した。
また、ガス消費機器設置工事監督者の法的資格制度（資格講習）に関し、特

定ガス消費機器の設置工事における資格の必要性を啓発するパンフレットを作
成し、工事会社等に配付した。
業界新聞３社に資格・認定講習や再講習の案内記事を延べ４回掲載し、受講

促進のための広報を行った。

○ガス消費機器の製造販売事業者で構成する委員会（ 社）日本ガス石油工業会が（
事務局）及び（社）日本ガス協会の全国部会で構成する会議において、特定ガ
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ス消費機器の設置工事における資格の必要性を啓発するため、ガス消費機器設
置工事監督者の法的資格制度（資格講習）に関して説明し広報を行った。

○平成１６年度における大型台風の襲来による影響を踏まえ、危険が予測される
場合に講習を延期等する判断の目安と受講申込者に中止を周知する方法等を定
めた災害時対応マニュアルを整備し、台風等による自然災害等に備えた。

○資格講習における修了試験の試験問題の作成、試験の実施、合格者への資格証
の交付を問題なく確実に実施した。

○次期中期目標期間におけるアウトソーシングの推進の一環として、試行的に１
８年度から外部一括外部化を実施するため、地域における講習需要の把握及び
地域別講習実施計画の策定に係る業務の請負契約を請負先と締結した。

○講師及び会場責任者の特に緊急手配時等における未手配等の事故等を防止する
ため、試行的に平成１７年度は、講師及び会場責任者の役務を一体化して外部
の者に請け負わせた。

(5)その他の業務

①標準化関係業務
公共性が高く、民間では標準化のインセンティブが働きにくい高齢者・障害者

配慮、消費者保護分野等を中心にデータ収集、調査研究等を実施するとともに、
これらの成果を活用して、国内外の規格原案作成等の活動を行っている。

(1)標準化に向けた調査研究
(ｱ)生体親和性インプラント材料のテクノロジーアセスメント技術の開発（ 年14
度～ 年度、ＮＥＤＯ委託事業）18
生体親和性インプラント材料の臨床応用を加速し、短時間で寿命等の性能を

評価できるテクノロジーアセスメント技術を開発し、寿命等の性能評価に関す
る標準化を推進するために、 年度は、以下の事項を行った。17
・インプラントに関する破損以外の力学的不具合（摩耗等）に係る約 件7,000
の症例（臨床調査、症例報告、文献／医学DB等から）を調査・解析しデータ
をまとめた。

・ＣＨＳ（Compression Hip Screw 、骨プレートに関する曲げ及び疲労に係る）
試験方法を決定し、現在、データを取得中。今後、ＣＨＳ、骨プレートの性
能評価に関するＪＩＳ素案を作成し、委員会を設けて検討を予定。

・髄内釘、脊椎用骨プレート、γネイル、人工関節等の試験用の治具を設計・
購入し、現在、試験データを取得中。

・ステントについては、現行の試験器に米国製治具が合わなかったため、評価
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試験方法及び治具を再検討中。

(ｲ)金属系生体材料の切り欠き感受性評価方法の標準化（ 年度～ 年度）16 18
骨プレートや人工関節等の金属製インプラントは、きずによる破壊が問題

になっており、きずによる破壊の原因となる切り欠き感受性に係る評価方法
を標準化することが求められている。 年度は、 年度に引き続き、切り欠17 16
き感受性の試験片の形状の検討を行い、試験片の形状及び試験方法の決定を
行った。 年度は、継続して追加試験及びデータ解析を行い、試験方法の妥18
当性を検証する予定である。

（ ）(ｳ)視覚障害者誘導用ブロック等の視認性評価方法の標準化 年度～ 年度16 20
弱視者の色・コントラストに関する特性計測を行い、視覚障害者誘導用ブ

ロック等の色・コントラストに係る視認性の評価方法を標準化することが求
められている。 年度は、盲人団体等の協力を得て約 名の弱視者の医学17 370
的特性データを収集し、被験者として確保した。また、約 名の弱視者によ80
るコントラストに関する試験を実施した。 年度は、 名程度のコントラ18 100
ストに関する試験を追加して実施しデータを収集するとともに、色特性計測
を行い、医学的特性と合わせて解析する予定である。

(ｴ)歩行補助具用先ゴムの要求事項及び試験方法の標準化（ 年度～ 年度）16 18
歩行補助具用先ゴムの耐久性に係る評価方法を標準化するために、 年度16

に取得した実使用データ及び精密耐久性試験装置に基づき、実使用に近い標
準的な試験条件を設定するためのメカニズムを調査・分析し、国際標準化の
ためのＩＳ原案「歩行補助具用先ゴムの耐久性試験方法」を作成した。同原

ISO/TC173/WG1 18案については 国内対策委員会の大筋の了解を得ており、
年度に に新規業務項目（ ）提案をする予定である。ISO/TC173 NP

（ ）(ｵ)高齢者・障害者配慮規格策定のための技術情報の標準化 年度～ 年度16 17
（人間工学） （特別な配慮を必要とする人々のための人間ISO/TC159 /WG2

工学）で策定中の （高齢者及び障害のある人々のニーズに対ISO/IEC Guide71
応した規格作成配慮指針）に基づくテクニカルガイドライン案に盛り込むた
めに、国内文献データを幅広く収集するとともに、これまでの調査研究等で
得られたデータを整理し、体系化した。これらの結果を、以下のとおりとり
まとめ、産総研と共同で 年 月 ～ 日に名古屋で開催された17 5 23 24

（ ） （ ）。ISO/TC159/WG2 ISO/TR22411国際会議に標準情報 ＴＲ 案として提出した
－感覚分野について、当該分野のまとめ役である産総研に協力してＴＲ案を
作成した。

－身体機能分野については、機構の人間特性データベースをはじめとする日
本のデータや方法論を機構がまとめて提案した。

－アレルギー分野については、各国に専門家がおらず、機構がまとめ役とし



- 83 -

て単独でＴＲ案をまとめた。
その後、 年 月 ～ 日に米国（オーランド）で議論されたが、検17 9 28 30

討が終了せず、 年 月末に米国（ロサンゼルス）で検討される予定。18 3
参考：現在のＴＲ案の聴覚等の感覚データを補足するために、産総研と共同

して 年 月から被験者実験を行っている。このデータはＣＤ投票時18 1
の質問に答えるためのバックデータとして活用するほか、ＴＲの次回
改正時に追加データとして提案する予定である。
（(3)②に再掲）

(ｶ)チャンバー法による電子機器からのＶＯＣ等放散測定方法の標準化（ 年度16
～ 年度、国委託事業）18
室内で使用される電子機器から放散される揮発性有機化合物（ＶＯＣ）等を測
定する方法を標準化するために、 年度のパソコンを対象とした調査結果と16
課題を踏まえ、 年度は、パソコン以外の電子機器（テレビ、ＤＶＤ、オー17
ディオ機器）を対象として、湿度制御、試料負荷率、チャンバー性能確認方

、 、法及び経過時間を調査し 最適な測定条件の確立と測定方法の素案を作成し
国へ報告した。 年度は、測定方法素案を基にＪＩＳ原案を作成する予定。18

(ｷ)溶媒抽出法によるＶＯＣ測定２規格の技術検証等
年度に国の緊急要請に基づき作成・提案した溶媒抽出法によるＶＯＣ測定16

２規格 の 提案後に必要な技術検証データが求められ、国の要請を受け＊ ISO
たＪＩＳ原案作成委員会から、技術を有する機構に技術検証データの取得を

、 、 、17年度に入って依頼されたもので 業務を効率化し 依頼に応えることとし
18 1 17 10年 月末までに結果をＪＩＳ原案作成委員会に報告した。なお、 年
月に東京で開催された （大気の質） （屋内空気）国際会議にISO/TC146 /SC6

SC6おいて、当該２規格について国内対策委員会から新規提案が行われた。
国際会議では、労働環境規格として溶媒抽出法を用いたＶＯＣ測定方法が規
定されている の適用範囲を変更する新規提案を行うことで、ISO 16200

（作業環境大気の測定）に対して働きかけることが確認されISO/TC146/SC2
た。

＊：JIS A 1968 室内空気中の揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の吸着捕集／溶媒抽出／キャピラリーガスクロマトグラフ法によ

るサンプリング及び分析 ポンプサンプリング

JIS A 1969 室内空気中の揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の吸着捕集／溶媒抽出／キャピラリーガスクロマトグラフ法によ

るサンプリング及び分析 パッシブサンプリング

(2)これまでにＪＩＳ原案等を作成し提案した件数は、次のとおりである。
１７年度： ３件
１６年度： ５件
１５年度： ４件
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１４年度： ６件
１３年度： ６件
合計 ：２４件（中期計画２０件以上）

○17年度において提案したＪＩＳ原案等は以下のとおりである。
(ｱ)ISO PDTR 22411”Ergonomic data and ergonomic guidelines for the appl
ication of ISO/IEC Guide 71 in standards related to products and serv
ices to address the needs of older persons and persons with disabilit
ies （ 高齢者・障害者配慮規格策定のための技術情報（仮称 ）”「 ）」
年度～ 年度に調査研究を実施した「高齢者・障害者配慮規格策定のた16 17

めの技術情報の標準化」の成果、平成 年度～ 年度に実施した標準化関係7 15
業務（平成 年度までは標準基盤研究）で得られた聴覚、視覚等の感覚デー13
タ、及び 年度～ 年度に調査研究を実施した「繊維製品中における染料13 15
によるアレルギー性皮膚炎の原因物質分析方法の標準化」により得られた成
果並びにＤ １ 人間特性計測関係業務により得られた身体機能データを、. .

に基づくテクニカルガイドライン案に盛り込み、ISO/IEC Guide71
に提案した。ISO/TC159/WG2

(ｲ)ＴＲ案「中等度温熱環境における高齢者及び青年の温熱感覚測定データ集」
年度～ 年度に産総研と共同で調査研究を実施した「温熱感覚変化の計11 13

測方法」により得られた成果を基に、 （高齢者及び障害のある人々JIS Z 8071
のニーズに対応した規格作成配慮指針）に基づく技術情報に資するため、Ｔ
「 」 、Ｒ案 中等度温熱環境における高齢者及び青年の温熱感覚測定データ集 を

経済産業大臣に提案した。 年 月 日に公表された。18 3 1

(ｳ)ＪＩＳ案「高齢者・障害者配慮設計指針－視覚標示物－年齢を考慮した基本
色領域と色の組合せ方法」
年度～ 年度に産総研と共同で調査研究を実施した「色覚変化の計測法の7 11
検討及びデータ収集」により得られた成果を基に、高齢者・障害者に配慮し
た視覚標示物に使用する色の組合せに資するため、ＪＩＳ原案「高齢者・障
害者配慮設計指針－視覚標示物－年齢を考慮した基本色領域と色の組合せ方
法」を、経済産業大臣に提案した。 年 月 日に制定された。18 3 25

○これまでに提案等を行ったＪＩＳ原案等のうち、 年度において、以下の４件17
が制定された。

室内空気中のホルムアルデヒド及び他のカルボニル化合物の定量JIS A 1962
ポンプサンプリング

室内空気中の吸着管／加熱脱離／キャピラリーガスクロマトグラJIS A 1966
フ法による揮発性有機化合物（ＶＯＣ）のサンプリング及び分析 ポンプサン
プリング
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室内空気中の揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の吸着捕集／溶媒抽出JIS A 1968
／キャピラリーガスクロマトグラフ法によるサンプリング及び分析 ポンプサ
ンプリング

室内空気中の揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の吸着捕集／溶媒抽出JIS A 1969
／キャピラリーガスクロマトグラフ法によるサンプリング及び分析 パッシブ
サンプリング

○ 年度に提案し 年度に公表された 「パーソナルコンピュータの14 15 TR C 0028
IEC IECリニアＰＣＭオーディオ信号入出力性能の測定方法」が、 の国際規格

61606-4 Audio and audiovisual equipment -Digital audioparts - Basic measurements”
」として 年 月 日methods of audio characteristics-Part 4:Personal computer 17 12 16

に採用され制定された。

○ 年度に提案し 年度に制定された 「高齢者・障害者配慮設計指14 15 JIS S 0014
」針－消費生活製品の報知音－妨害音及び聴覚の加齢変化を考慮した音圧レベル

及び 「高齢者・障害者配慮設計指針－視覚表示物－年代別相対輝度JIS S 0031
の求め方及び光の評価方法」が、日中韓共通規格プロジェクトの一環として、
日中韓の か国共同で に提案することが決まった。3 ISO/TC159

○標準化に係る他部門との連携
標準化センターが 年度に設置され、機構における標準化に関する業務の総16

合調整が行われるようになった結果、各部門との連携が強化された。
バイオテクノロジー本部で保存する微生物が、ＪＩＳで定める分析・試験に

用いられるよう規定されていないため、保存微生物が国内外で十分活用されな
い状況である。保存微生物の活用を容易にするために、標準化センターとバイ
オテクノロジー本部が連携して、以下の９つのＪＩＳに保存微生物の使用を盛
り込むべくＪＩＳ改正案を作成し、各国内審議団体に働きかけた結果、各国内
審議団体と連名で追補として改正することで調整がつき、経済産業大臣に提案
した。

「微生物電極による生物化学的酵素消費量計測器」JIS K 3602
「マイコプラズマの検出法－第１部：培養による直接検出法」JIS K 3810-1
「マイコプラズマの検出法－第２部：ＤＮＡ蛍光染色による間接検JIS K 3810-2

出法」
「マイコプラズマの検出法－第２部：二段階ＰＣＲによる検出法」JIS K 3810-3
「限外ろ過モジュールの細菌阻止性能試験方法」JIS K 3823
「精密ろ過エレメント及びモジュールの細菌補足性能試験方法」JIS K 3835

（以上、国内審議団体は （財）バイオインダストリー協会）、
「空中浮遊菌測定器の捕集性能試験方法」JIS K 3836

（国内審議団体は （社）日本空気清浄協会）、
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「抗菌加工製品－抗菌性試験方法・抗菌効果」JIS Z 2801
（国内審議団体は、抗菌製品技術協議会）

「かび抵抗性試験方法」JIS Z 2911
（国内審議団体は、日本防菌防黴学会）

（参考）
16 JIS L 1902・ 年度に標準化センターとバイオテクノロジー本部が連携して、
「繊維製品の抗菌試験方法・抗菌効果」を基にした繊維製品の抗菌性試験に
関する 提案に、バイオテクノロジー本部が保存する微生物の使用を盛りISO
込むべく、国内審議団体に働きかけ （繊維製品）に修正提案した結ISO/TC38

ISO/DIS20743 Textiles-Determination of antibacterial activity of antibacterial果、 （
）が 投票にかけられており、 年半ばには 化されるfinished products DIS 18 ISO

見込み。

(3)これまで得られた専門的知見を基に現在以下の事項について、ISO等の各種委
員会に積極的に参画するなどした。また、以下の国際幹事国等の事務局運営を
行った。

○各種委員会への参画
(ｱ) （プラスチック）関係活動ISO/TC61
・ 年度～ 年度に実施した調査研究「高分子材料の破壊挙動判別手法の13 15
標準化」の成果として、 年度に （機械的性質）に 規格15 ISO/TC61/SC2 2
案を提案した件について、 年次会議（ 年 月 ～ 日、韓ISO/TC61 17 9 24 30
国開催）に、同 （硬度及び表面特性）及び （疲労及び破壊じんWG2 WG7
性）の として参加した。Delegate ＊

同会議の にはプロジェクトリーダーとして参画して、事前に国際WG2
審議に付していた 耐CD19252 Plastics-Determination of scratch properties「 」（「
傷性評価方法（仮称 ）を、満場一致で に進めることの合意を取り付）」 DIS
けた。

WG7 7同会議の にはコンビーナ兼プロジェクトリーダーとして参画し、
か国 機関の参加を得て機構が実施したラウンドロビンテストの結果を報8

CD18874 Plastics-Determination of fracture toughness under plane stress告し、 「
( ) ( ) （ 薄肉材料の破壊じstate condition We -Essential work of fracture EWF 」「

ん性試験方法（仮称 ）を修正して 投票原案を作成することを決める）」 CD
とともに、他の プロジェクト案件の審議を行った。5

・ における活動を円滑に進めるため、欧州を中心としてプラスISO/TC61/SC2
チックの破壊力学分野の専門家が一堂に会する （欧州構造物健全性協ESIS
会） （ ）に参加し、 における動向を伝えて/TC4 Polymers and Composites ISO
理解を求めるとともに、 のコンビーナとして、欧州にISO/TC61/SC2/WG7
おける動向についての最新情報を把握する活動を行った。
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* Delegate（デリゲート）とは、WGにおける代表者（ISO/TC61日本代表団の場合 。予め国内審議委員会における指名により）

他の日本からの参加者と区別され、そのWGにおける審議について日本としての対応を一任された者。

(ｲ) 関係活動ISO/TC159
・ で策定中の に基づくテクニカルガイドISO/TC159/WG2 ISO/IEC Guide71
ライン案に盛り込むために、国内文献データを幅広く収集するとともに、
これまでの調査研究等で得られたデータを整理し、体系化した。これらの
結果を、以下のとおりとりまとめ、産総研と共同で 年 月 ～ 日に17 5 23 24
名古屋で開催された 国際会議に標準情報（ＴＲ）案としISO/TC159/WG2
て提出した（ 。ISO/TR22411）
－感覚分野について、当該分野のまとめ役である産総研に協力してＴＲ案
を作成した。

－身体機能分野については、機構の人間特性データベースをはじめとする
日本のデータや方法論を機構がまとめて提案した。

－アレルギー分野については、各国に専門家がおらず、機構がまとめ役と
して単独でＴＲ案をまとめた。
その後、 年 月 ～ 日に米国（オーランド）で議論されたが、17 9 28 30

検討が終了せず、 年 月 ～ 日に米国（ロサンゼルス）で検討さ18 3 14 17
れた。
参考：現在のＴＲ案の聴覚等の感覚データを補足するために、産総研と

共同して 年 月から被験者実験を行っている。このデータはＣ18 1
、Ｄ投票時の質問に答えるためのバックデータとして活用するほか

ＴＲの次回改正時に追 加データとして提案する予定である。
（( )⑤に既述）1

(ｳ) （障害のある人のための支援製品） （歩行補助具）関係活動ISO/TC173 /WG1
・ 年度～ 年度に実施した福祉用具評価関係業務の「つえ先ゴムの摩擦14 15
抵抗試験方法の開発」により得られた成果として、 に提案ISO/TC173/WG1

17 5 30 31したつえ先ゴムの摩擦抵抗試験方法等の案件について、 年 月 ～
37 WG1 17 10 10日にフィンランドで開催された第 回 国際会議、及び 年 月

～ 日にノルウェーで開催された第 回 国際会議にエキスパート11 37 WG1
として参画した。

・第 回 国際会議において、 を修正し、実使用を考慮した荷重軸36 WG1 WD
傾斜による試験方法及び要求事項としての摩擦性能基準値を新たに規定す
ることが要請された。機構はこれらの要請を受け、試験装置を改良して傾

WD 17斜試験法を開発するとともに 摩擦性能の基準値を定めて を修正し、 、
年 月に 案をコンビーナへ提出した。12 CD

・また、第 回 国際会議において、 年度から標準化関係業務で実37 WG1 H16
施中の「歩行補助具用先ゴムの要求事項及び試験方法の標準化 （( )④で」 1
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既述）により得られた成果に基づき、歩行補助具用先ゴムの耐久性試験方
法について説明し、次回の 国際会議までに として提示することがWG NP
合意された。あわせて、機構職員 名がエキスパートとして追加が認めら1
れ、 名となった。3

(ｴ) 関係活動ISO/TC173/WG7
・機構の調査研究の成果に基づいて制定された 「視覚障害者誘導JIS T 9251
用ブロック等に突起の形状・寸法及びその配列」等の国際規格化を目指し

ISO/WD23599 Assistive products for persons with vision impairments -た ”
（ 視覚障害者支援製品－歩行面の触覚標Tactile walking surface indicators”「

示物（仮称 ）について、 年 月に開催された 国際会）」 16 1 ISO/TC173/WG7
議で「日本案は、足裏のデータに基づいて視覚障害者誘導用ブロック等の

、 」 、形状・寸法を決めているが 白杖で確認できるかが不明 との指摘があり
急きょ、機構が徳島大学に委託してデータを取り、その結果を解析・整理
し、 案に問題ないことを確認し、その旨を 月の で報告し、了解WD 9 WG
を得た。

・ 月 ～ 日にカナダで開催された 国際会議に参加し、審議を行い9 18 24 WG7
に進めることを決定したが、一部、他国から提案のあった視認性の規CD

定の根拠があいまいであるため、各国のエキスパートと技術的協議を行っ
ているところ。

・ 年度から行っている視覚障害者誘導用ブロック等の視認性評価方法の標16
準化の調査研究に資するため、イギリス及びドイツにおいて視認性に関す
る実験データ及び規格等の収集、タイ、マレーシア、香港において規格関
係者に の動向と日本の規格、 の実験結果及び今後の実験予定をWG7 NITE
説明し、今後の規格化への協力を呼びかけると共に誘導用ブロック等の敷
設状況を調査する、などの活動を行った。

(ｵ) （耐火性試験）関係活動IEC/TC89
・電気製品内部において電子部品等の不具合によって発生した炎によって周

、 、囲のプラスチックが着火することを防止する観点で 年度に国の委託で16
非接炎の熱流を変化させて着火に至る時間を測定し、プラスチックの着火
性を測定する方法を、 （試験炎と耐熱性）に として提IEC/TC89/WG12 NP
案した案件について、 月 ～ 日にイタリアで開催された4 25 27

国際会議に出席し、 として採択するよう詳細な説明をIEC/TC89/WG12 NP
行った。その結果、会議後、 として採択された。NP

・また、 月 ～ 日に南アで開催された同 国際会議にはエキス10 18 21 WG12
パートとして出席し、 としての 案 （プラスチックNP IEC TS 60695-11-11
の着火性測定方法）について、各国のエキスパートと意見交換を行った。

・これらの国際会議における意見を踏まえて、 年 月、 事務局18 2 IEC/TC89
に対して、 投票のための提案を行った。CD
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(ｶ) （消費者政策委員会）関係活動ISO/COPLCO
・人間生活福祉分野の成果を国際規格に反映させるべく製品安全に関する

AHG 17 5 22 26（特別ワーキンググループ）のエキスパートとして 年 月 ～
日にカナダで開催された 総会及び国際ワークショップに参加すCOPOLCO
るとともに、ワークショップにおいて、ブレークアウトセッションの司会
を担当した。

(ｷ)その他の国際活動
・ 年度～ 年度に実施した調査研究「有効視野と視認性評価方法の標準14 16
化」の成果を発表するために、 年 月 ～ 日にスペインで開催され17 5 18 20
た国際照明委員会 に参加した。Midterm Meeting 2005

○国際幹事国等の事務局運営
( ｱ ) （ 人 体 計 測 と 生 体 力 学 ） 国 際 幹 事 国 関 係 及 びISO/TC159/SC3

（規格応用の基本方針）国際事務局関係ISO/TC159/SC3/WG5
・これまでの人間特性計測関係業務の実績が評価されて、 の国ISO/TC159/SC3
際幹事国業務及び同 の国際事務局業務を 年 月から(社)人間生活WG5 17 4
工学研究センターから引き継いだ。

（ ）・ 年 月 日に英国で開催された 基本人体測定項目17 4 1 ISO/TC159/SC3/WG1
に参加するとともに、国際幹事国として 年 月 ～ 日に英国で17 4 3 4

総会を か国の参加を得て開催し、順調に 国ISO/TC159/SC3 6 ISO/TC159/SC3
際幹事国等業務の運営を行っている。

・国際幹事国等業務を適確に運営するために必要な知見・技術を確保するため
に、昨年度に引き続き、ジュネーブで開催された 中央事務局主催の国ISO
際事務局業務担当者研修に 職員２名を参加させた。NITE

(ｲ) 関係ISO/TC173/WG1
・ のコンビーナ（ノルウェー）が 年 月末をもって退任ISO/TC173/WG1 17 12
するのを受け、経済省と連携・調整の結果、機構が国際事務局として、田中
国際医療福祉大学教授がコンビーナに立候補し、 年 月 ～ 日にノ17 10 10 11
ルウェーで開催された 国際会議において、 年 月から引き継ぐことWG1 18 1
が全会一致で承認された。

・ 年 月末頃にスウェーデンで開催予定の の活性化に向け18 5 ISO/TC173/WG1
た欧州各国との調整業務のため、機構職員をコンビーナである田中教授とと
もに 年 月 日～ 月 日にオーストリア、ドイツ及びフランスに派遣18 1 29 2 3
した。また、 月２７日～４月２日に、イギリス、スペイン及びイタリアに3
派遣した。

・ の国内対策委員会の事務局業務は、現在、 が行ってISO/TC173/WG1 JASPA
いるが、原則として、国際事務局と国内対策委員会事務局は同一団体とする
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という経済産業省の方針及び技術的知見を有する機構が行った方が効率的で
あるという意見に基づき、 の国内対策委員会の事務局業務ISO/TC173/WG1
についても、 年 月から機構が引き継ぐこととなった。18 4

(ｳ) 関係ISO/TC173/WG7
・機構の調査研究の成果に基づいて制定された 「視覚障害者誘導JIS T 9251
用ブロック等に突起の形状・寸法及びその配列」等の国際規格化を目指し

NP ISO/TC173/WG7 17た 提案に基づき設置された の国際事務局として、
年 月 ～ 日にカナダにて第 回 国際会議を、 か国のエキス9 18 24 3 WG7 8
パートの参加を得て開催した。

・ が現在、国際規格化を目指している 案件の進捗状況は、ISO/TC173/WG7 2
以下のとおりである。

ISO/WD23599 Assistive products for persons with vision impairments -ⅰ） ”
（ 視覚障害者支援製品－歩行面の触覚Tactile walking surface indicators”「

標示物（仮称 （原案作成者は、機構））」）
月の 国際会議において、 の審議を行い に進めることを決9 WG7 WD CD
定したが、一部、他国の提案に疑義が生じており、各国のエキスパート
と技術的協議を行っているところ。特に、欧州の有力な標準化機関と技
術的協議を行うために、 年 月に機構職員とともにコンビーナである18 1
末田徳島大学教授をイギリス、フランス、スイスに派遣した。また、視
覚障害者誘導用ブロック等の整備が遅れているアジア諸国からも

の審議に加わるよう、タイ、マレーシア及び香港に機構ISO/TC173/WG7
職員を派遣し、 の審議の状況、機構における調査研究活ISO/TC173/WG7
動の説明を行った。
ISO/CD23600 Assistive products for persons with vision impairments andⅱ） ”

persons with vision and hearing impairments - Acoustic and tactile signals for
（ 視覚障害者及び視覚・聴覚障害者支援製品－歩pedestrian traffi lights”「

行者用交通信号灯に対応する音響及び触覚信号（仮称 （原案作成者）」）
は （財）新交通管理システム協会）、

WD23600 CD 17昨年度の国際会議での の議論を踏まえて 案を作成し、
年 月 日に、 事務局に 提案を行い、 ～ 月に 投4 16 ISO/TC173 CD 5 8 CD
票を行った。投票の結果、 が承認され、 月の 国際会議においCD 9 WG7
て に進めることが決定された。DIS

②情報技術（ＩＴ）セキュリティ関係業務

近年ＩＴ製品の個人情報漏洩の事件が相次いでおり、ＩＴ製品のセキュリティ
レベルの向上が望まれている。
国内ＩＴ製品の認証取得製品は平成１４年度以降年々増加しており、そのすべ

てがＮＩＴＥの認定を受けた評価機関によるものである。特に海外ＩＴ製品のセ
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キュリティ機能が高まっていく中で国際競争力強化のためにもＩＴセキュリティ
評価・認証制度の活用の重要性が高まっている。

情報技術（ＩＴ）セキュリティ関係業務について、次のとおり実施した。
(1) ＩＴセキュリティ評価プログラムの運営
(ｱ) ＩＴセキュリティ評価機関の認定

・申請受付： １７年度 ２件
１６年度 ０件
１５年度 ２件
１４年度 ３件

・評定委員会開催：１７年度 ２回
１６年度 ２回
１５年度 ３回
１４年度 １回

・認定件数： １７年度 ０件
１６年度 １件
１５年度 ２件
１４年度 ２件

・６０日を超える評定委員会での審議待ち件数：
１７年度 ０件
１６年度 １件中０件
１５年度 ２件中０件
１４年度 ２件中０件

・認定申請から通知までの期間等
標準処理期間（１５０日）を超えたもの、認定申請から通知までの期間が１
年を超えたものはない。

(ｲ) ＩＴセキュリティ評価機関の定期検査
ＣＣＲＡの相互承認を維持するため、定期検査を次のとおり実施した。

・申込み受付： １７年度 ３件
１６年度 ３件
１５年度 ２件

・継続通知件数：１７年度 ４件（１７年度分３件、１６年度分
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１件）
１６年度 ２件
１５年度 ２件

(ｳ) 暗号モジュールへの認定範囲拡大の検討開始
技術委員会を１回開催し、検討を行った。

(2) ＣＣＲＡに関する国際会議への出席及び技術専門家の活用
１７年９月にＩＴセキュリティ評価・認証制度の相互承認であるＣＣＲＡ国

際会議（日本開催）に出席し、海外機関の制度運営状況を調査するとともに、
評価技術及び制度の問題点等について情報交換を行った。この結果は、ＩＴセ
キュリティ評価プログラムの信頼性向上のために活用した。
なお、１７年度においては、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）の専

門家を必要とする案件がなかったため、活用していない。

(3)ＩＴセキュリティ評価・認証プログラムの信頼性向上
(ｱ)昨年度よりＩＰＡに移管された認証プログラムの運営委員会及び評定委員会
に委員として出席し、認証機関の運営及びＩＴ製品の認証の評定を支援して
いる。

(ｲ)日々高度化する情報技術に対応するため、ＩＴセキュリティ評価・認証プロ
グラムに関連する機関の最新情報について調査を行った。

(4)技術アドバイザー研修の実施
１２月に２日間、ＩＰＡの技術アドバイザー８名について技術アドバイザー

研修を実施し、本年度改正されたＩＳＯ／ＩＥＣ１７０２５の基本知識、審査
チームとしての心得等を説明したほか、意見交換を行った。

③依頼試験評価業務
( )容量分析用標準物質の依頼検査は、外観検査を１６件（うち不合格２件 、品1 ）
質検査１４件（うち不合格２件）を実施した。認証書の発行申請は、２４件
（ 枚）であった。10,005
検査方法に係る規定の改正を行った。供給体制の変更について検討中である

ため、依頼者への調査を行い、関係者との調整を行った。
基準物質設定に必要な均質性試験を行ったほか、昨年度の検討結果について

日本化学会で発表を行った。

外観検査 品質検査 認証書の発行
年度 件 件 枚17 16 14 10,500
年度 件 件 枚16 9 8 9,470
年度 件 件 枚15 10 15 9,841
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年度 件 件 枚14 18 13 10,619
年度 件 件 枚13 8 6 5,337

( )登山用ロープの依頼試験2
５事業者から依頼があり、消費生活用製品安全法に規定する適合性検査に係

る登山用ロープの試験を７４件実施した。

依頼検査実施件数
年度 件17 74
年度 件16 63
年度 件15 106
年度 件14 49
年度 件13 92

(3)中国向け輸出化粧品原料等品質証明確認業
経済産業省の定めた品質証明確認基準に基づく審査を行い、

３月末までに１２２件の確認書を交付した。

○減少した申請状況に応じ、充当人員の削減による業務実施体制等の合理化、効
率化を図り、１７年度も単年度ベースで黒字となった。

品質証明確認申請 ：１２７件 （ 年度 件）16 135

確認申請原料数（延べ数）
・化粧品原料 ：１１１原料 （ 同 原料）145
・化粧品完成品 ： ３３原料 （ 同 原料）74
合計 １４４原料 （ 同 原料）219

品質証明確認書交付：１２２件 （ 同 件）注 140
注：確認書交付１２２件の内訳。

１６年度に申請受理し、１７年度に交付したもの１件と１７年度

に申請受理した１２７件の内、１８年３月末までに交付したもの

１２１件の合計数。

(4) 製品評価技術基盤機構認定制度（ＡＳＮＩＴＥ）関係業務
ＡＳＮＩＴＥは、中小企業性が高く政策的取り組みの必要な分野、先端技術
分野で民間同士の技術審査が困難な分野等、民間では十分対応できない認定分
野を補完する認定制度であり、事業者が希望する認定ニーズに応えるため、Ｊ
ＮＬＡ及びＪＣＳＳの認定制度運営経験を活用し、国際的な認定手法により実
施している。
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(ｱ)ＡＳＮＩＴＥ試験（ＪＮＬＡ以外の試験事業者の認定）
ＪＮＬＡ制度の拡大に伴い、一時休止中

(ｲ)ＡＳＮＩＴＥ－ＮＭＩ（国家計量標準研究所の認定）
産総研ＮＭＩＪ等では、ＪＣＳＳで供給される計量標準の国際的な信頼性

を確保するため、国際度量衡委員会の相互承認協定（ＣＩＰＭ－ＭＲＡ）へ
の署名を進めている。
ＭＲＡに署名するためには、国際比較に参加して良好な成績を収めるとと

もに、国際基準・指針に対応した品質システムを構築し、これらの基準への
適合性を証明する必要がある。
ＮＩＴＥは、ＮＭＩＪ等からの認定申請に基づき、外国の技術専門家（ピ

アレビュアー）と合同で技術審査、英語文書による審査等を実施し、国際基
準・指針への適合性を確認し、次のとおり認定を行った。

・申請受付： １７年度 ９件
１６年度 １２件
１５年度 ８件
１４年度 １３件

・評定委員会開催：１７年度 ３回
１６年度 ６回
１５年度 ４回
１４年度 ３回

・認定件数： １７年度 ７件（うち１７年度申請分３件、１６年度申
請分４件）

１６年度 １２件
１５年度 １１件
１４年度 ６件

・６０日を超える評定委員会での審議待ち件数：
１７年度 ７件中０件
１６年度 １２件中０件
１５年度 １１件中０件
１４年度 ６件中０件

・認定申請から通知までの期間
１７年度これまで処理した案件には、標準処理期間（１５０日）を超え

たものはない。また、認定申請から認定通知までの期間が１年を超えたも
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のもない。

(ｳ)ＡＳＮＩＴＥ校正（ＪＣＳＳ以外の校正事業者の認定）
ＪＣＳＳ制度で対応できない計量器の校正事業者について審査・認定を実

施した。１７年度は、ＪＣＳＳで供給されていない範囲での組立量（流量）
の認定をしたほか、ＪＣＳＳで対応できない海外事業所（中国）の時間の遠
隔校正、韓国向け自動車輸出の環境規制に対応した車外騒音測定装置と排出
ガス測定装置の校正の申請があり、ＡＳＮＩＴＥの利便性が十分発揮される
こととなった。

・申請受付： １７年度 ４件（電気、時間・周波数２件、自動車関係測
定設備）

１６年度 ２件（流量、光）
１５年度 ２件（光、熱伝導率）
１４年度 ０件

注・評定委員会開催：１７年度 ３回
１６年度 ３回
１５年度 ０回
１４年度 ０回

注：効率的な運営のためＪＣＳＳと合同で評定委員会を開催。

・認定件数： １７年度 ５件（うち１７年度申請分４件、１６年度申請
分１件）

１６年度 ３件
１５年度 ０件
１４年度 ０件

・測定監査
１７年度は、申請事業者に対して４件の測定監査（自動車関係測定設備１

件、時間２件、電気１件）を実施した。

・認定申請から通知までの期間等
６０日を超える評定委員会での審議待ち、標準処理期間（１５０日）を超

えたものはない。認定申請から認定通知までの期間が１年を超えたものは１
（ ） 、 、 、件 流量 あったが これは 申請事業者側の都合で審査を６ヶ月間中断し
是正までに時間を要したためである （測定監査の結果が不満足。仲介器の。
不備も判明したため、スイスの参照校正機関における原因究明・修理が必要
となったうえに、同機関の担当者が病気不在で対応できない期間が生じたた
め審査を中断。)
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(ｴ)ＡＳＮＩＴＥ製品（製品認証機関の認定）
１７年度は第一号の認定（ガス器具関係）を行った。
・申請受付： １７年度 ０件

１６年度 １件
・評定委員会：１７年度 １回
・認定件数： １７年度 １件（平成１６年度申請分）

(ｵ)ＡＳＮＩＴＥ認定事業者の定期検査
ＡＳＮＩＴＥ認定事業者の定期検査を次のとおり実施した。

(ｵ)－１ ＡＳＮＩＴＥ－ＮＭＩの定期検査

・申込み受付： １７年度 ７件
１６年度 ６件
１５年度 ５件

・継続通知件数：１７年度 ８件（１７年度分５件、１６年度分３件）
１６年度 ６件
１５年度 ２件

(ｵ)－２ ＡＳＮＩＴＥ校正の定期検査
・申込み受付： １７年度 ３件
・継続通知件数：１７年度 １件

(6)その他業務運営に関する計画

①独立行政法人産業技術総合研究所との共同事業
中期目標に従い、独立行政法人産業技術総合研究所と共同事業契約を締結し

て役割分担を行い、同研究所との共同利用施設である「くらしとＪＩＳセン
ター」において、標準化関係業務を実施した。
(ｱ)生体親和性インプラント材料のテクノロジーアセスメント技術の開発（産総
研との共同、企業、京都大学等との協力・連携）

(ｲ)金属系生体材料の切り欠き感受性評価方法の標準化（産総研との共同）
(ｳ)視覚障害者誘導用ブロック等の視認性評価方法の標準化（同上）
(ｴ)高齢者・障害者配慮規格策定のための技術情報の標準化（同上）

②試験等の評価結果の信頼性確保
生活・福祉技術センター大阪本部、北関東支所、北陸支所、中部支所及び九州

支所の人間生活福祉分野５部署は への適合性を図るため、次のようJIS Q 17025
な新しい試みを順次行った。
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・認定センター職員による監査を平成 年 月下旬から 月上旬に実施し、改17 8 9
善を要する事項が一部指摘されたが、改善処置が完了すれば自己適合宣言可能
との評価を得た。

17・この指摘を受け ５つの試験実施部署において直ちに改善措置を講じて平成、
年 月上旬に完了した。10

・改善措置の評価について 厳正を期すために本品質システム最高運営責任者 生、 （
活・福祉技術センター所長）及び総括品質管理者(生活・福祉技術センター次

18長)が、試験実施部署の品質管理者等を招集し、品質管理会議を開催(平成
年 月 日～ 日)して措置状況を検証した。10 21 22
以上の手順により、該当する試験業務について に適合することJIS Q 17025

が確認されたため、平成 年 月 日に自己適合宣言を行った。宣言文書17 11 15
はＮＩＴＥホームページに掲載するなどして広報に努めた。また、本品質シス
テムに定める内部監査を平成 年 月～ 月の間に試験実施部署に対して17 11 12
実施し、良好な結果を修めている。この内部監査結果は、平成 年 月 日18 3 16

、 。～ 日開催のマネジメントレビュー(最高責任査会議)で報告し 承認された17

③人材育成の推進
機構職員として基本的知識を習得するために新規採用職員研修（７名）を、業

務遂行に必要かつ基本的な能力を身につけるために、機構業務の中心的役割を
担っている３０代主任に対して主任級研修（１１４名）を、マネジメント能力の
向上のために新任課長に加え、次期管理職である４０代専門官に対して管理職級
研修 ２１名 をそれぞれ開催し 職階ごとに必要かつ基本的な能力の向上を図っ（ ） 、
た。
特に、機構設立後、開催していなかった主任級研修においては、習得すべき基

、 、本的能力の種類別に１１コースを設定し 数年間で全ての研修を受講できるよう
キャリアパスを考慮した長期的な研修カリキュラムに基づき、開催した。
また、共通的な研修として中上級レベルの英語研修（１２名）を開催し、国際

業務に資する職員の育成を図った。
これら研修の開催に際しては、各分野の技術的研修を含めた機構内の全研修が

円滑、かつ、的確に開催できるよう、職員研修計画を策定するとともに、外部専
門機関を積極的に活用することによって、昨年度以上の多数の職員に対し、効率
的に受講できるよう努力した。
さらに、昨年度同様、ＯＥＣＤに職員１名を、今年度からスイスのバイオテク

ノロジー関係機関に職員１名をそれぞれ派遣するとともに、業務遂行に資する国
内大学院の社会人課程の講座に職員２名を派遣した。

個々の職員が自律的、自発的に技術スキル、マネジメントスキルの一層の向上
に取り組めるようにするため、キャリアパスの複線化（技術・マネジ）並びに求
められるスキル及び技術・人材像を提示すべく検討を開始し、基本的な方向性に
ついて取り纏めた。
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④情報セキュリテイの確保
最新の情報セキュリティに関する情報を入手できる体制を維持するとともに、

ＮＩＴＥ－ＬＡＮシステムのすべてのＰＣに迅速に資源配布できるよう専用サー
バを導入し システムの再構築を行った また ＮＩＴＥ全体の情報セキュリティ、 。 、
向上を図るため、コンサルタントを含めた総合的な情報セキュリティ管理サポー
ト業務の役務契約を締結した。更に、個人情報保護を含む情報セキュリティの確
保のため、一般職員向けとシステム取扱者向けに研修を行った。

⑤人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む ）。
人事に関する計画については、国際基準整合及び行政ニーズ拡大に対する人員増

を最小限とするため、支所組織等の機動的な組織改編により、可能な限り配置転換
による人員を充てることによって総事業費に対する常勤職員の人件費が占める割合
を削減した。

＜総事業費に占める人件費の割合の推移＞
総事業費 人件費 割合

１７年度 百万円 百万円 ３１％10,314 3,225
１６年度 百万円 百万円 ３０％10,839 3,255
１５年度 百万円 百万円 ３０％10,386 3,095
１４年度 百万円 百万円 ３２％9,940 3,166
１３年度 百万円 百万円 ３８％8,319 3,187

また、企画立案機関との人事交流の一環として、１８年３月末現在で経済産業省
本省に１５名、関係機関（新エネルギー・産業技術総合開発機構）へ１名出向して
おり、経済産業省から１１名を受け入れている。
異動希望調書及び長期間での人事異動を可能とする長期キャリアパスへの希望聴

取を全職員に対して実施し、さらに個別にヒアリングを行うことにより、職員の意
欲向上と適材適所の配置を昨年に引き続き図っている。
・任期付研究員の任用
業務テーマ実施にあたり、より専門的な業務に対応するため任期付研究員（合計

１８名：招へい型１名、若手型１７名）を活用し、業務実施を進めた。
・目標管理制度の推進と業績評価システムの改善
目標管理制度を基礎とした業績評価システムについては、１６年度の業務実績を

対象に、全職員へ導入した。
また、よりＮＩＴＥにふさわしい制度の構築を目指して設置している業績評価検

討ワーキンググループの提言をもとに、引き続き制度改善を検討し、ＮＩＴＥの業
務遂行の実態に整合した業務グループ単位の評価を重視した制度へ移行する等、評
価方法の見直しを行った。
その他、今後の更なる制度改善に向けた取り組みとして、全職員にアンケート調

査を実施した。
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ｃ）予算、収支計画及び資金計画
平成１７年度決算関係書類を参照
( )予算→決算報告書（財務諸表添付書類）1
( )収支計画→損益計算書2
( )資金計画→キャッシュ・フロー計算書3

ｄ）その他
( )施設・設備1
①施設の概況
平成１７年度末現在の当機構の施設概況は次のとおりである。
( )本所a
土地 ㎡12,636.61

10,506.79 4,292.62本館 ＳＲＣ－６他 延面積 ㎡ ・別館 ＲＣ－３他 延面積（ 、 ） （ 、
㎡）
（東京都渋谷区西原２－４９－１０）
生物遺伝資源センター棟 （ＲＣ－３、延面積 ㎡）6,980.37
生物遺伝資源解析施設棟 （ＲＣ－２、延面積 ㎡）3,523.68
（千葉県木更津市かずさ鎌足２－５－８）

( )筑波技術センター くらしとＪＩＳセンター内b
（茨城市つくば市並木１－２）

( )北海道支所c
札幌第一合同庁舎 ㎡221.86
（札幌市北区北八条西２－１－１）

( )東北支所d
（土地 ㎡、建物ＲＣ－２他、延面積 ㎡）2,499.60 1,110.99
（仙台市宮城野区東仙台４－５－１８）

( )北関東支所e
（土地 ㎡、建物ＲＣ－２他 延面積 ㎡）2,895.86 1,315.68
（群馬県桐生市堤町３－７－４）

( )中部支所f
名古屋合同庁舎第２号館 ㎡984.89
（愛知県名古屋市中区三の丸２－５－１）
中部経済産業局庁舎 ㎡682.16

( )北陸支所g
金沢駅西合同庁舎 ㎡1,028.56
（石川県金沢市西念町３丁目４番１号）

( )近畿支所h
大阪合同庁舎第２号館別館 ㎡3,315.72
（大阪市中央区大手前４－１－６７）

( )中国支所i
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広島合同庁舎第３号館 ㎡131.40
（広島市中区上八丁堀６－３０）

( )四国支所j
高松第一生命ビルディング５ ㎡F 108.55
（香川県高松市寿町１－３－２）

( )九州支所k
（土地 ㎡、建物ＲＣ－３他 延面積 ㎡）1,623.56 2,488.29
福岡県福岡市南区塩原２－１－２８

②施設の整備
製品等の事故原因究明のための評価用試験施設整備

２．運営費交付金の交付の状況
運営費交付金として、７，６８２，３３８千円

３．自己収入の確保の状況
( )国からの受託収入として、１６７，５７０千円1
( )その他からの受託収入として、１，０００，６４１千円2
( )講習関係収入として、６８３，７２５千円3
( )手数料収入等として、２３８，１３１千円4

４．借入金の状況
該当なし

５．財政投融資資金の状況
該当なし

６．国庫補助金等の交付の状況
施設整備費補助金として、１８３，９５８千円

Ⅲ．子会社・関連会社の概況
該当なし


